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社会福祉施設職員等退職手当共済法 
（昭和三十六年六月十九日法律第百五十五号） 

最終改正：平成三十年六月八日法律第四十四号 
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   第一章 総則 

 （この法律の目的） 

第一条 この法律は、社会福祉施設、特定社会福祉事業及び特定介護保険施設等

を経営する社会福祉法人の相互扶助の精神に基づき、社会福祉施設の職員、特

定社会福祉事業に従事する職員及び特定介護保険施設等の職員について退職手

当共済制度を確立し、もつて社会福祉事業の振興に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第二条 この法律において「社会福祉施設」とは、次に掲げる施設をいう。 

 一 生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第四十一条第二項の規定に

よる認可を受けた救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設 

 二 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十五条第四項の規定に

よる認可を受けた乳児院、母子生活支援施設、保育所、児童養護施設、児童

心理治療施設及び児童自立支援施設 

 三 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成十八年法律第七十七号）第十七条第一項の規定による設置の認可を受

けた幼保連携型認定こども園 

 四 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第十五条第四項の規定によ

る認可を受けた養護老人ホーム 

 五 その他前各号に準ずる施設で政令で定めるもの 

２ この法律において「特定社会福祉事業」とは、次に掲げる事業をいう。 

 一 児童福祉法第三十四条の四第一項の規定による届出がされた児童自立生活

援助事業及び小規模住居型児童養育事業 

 二 生活困窮者自立支援法（平成二十五年法律第百五号）第十六条第三項に規

定する認定生活困窮者就労訓練事業 

 三 その他政令で定める社会福祉事業 

３ この法律において「特定介護保険施設等」とは、次に掲げる施設又は事業の

うち、経営者が退職手当共済契約の申込みに当たり独立行政法人福祉医療機構

（以下「機構」という。）に申し出たもの又は共済契約者が機構に申し出たも

の（第四条の二第一項の規定により機構が承諾したものに限る。）をいう。 

 一 児童福祉法第三十四条の三第二項の規定による届出がされた障害児通所支

援事業 

 二 児童福祉法第三十五条第四項の規定による認可を受けた障害児入所施設 

 三 老人福祉法第十四条の規定による届出がされた老人居宅生活支援事業のう

ち老人居宅介護等事業、小規模多機能型居宅介護事業及び認知症対応型老人

共同生活援助事業 

 四 老人福祉法第十五条第四項の規定による認可を受けた特別養護老人ホーム 

 五 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第六十二条第一項の規定によ

る届出がされた障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成十七年法律第百二十三号）に規定する障害者支援施設 

 六 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十九条

第二項の規定による届出がされた障害福祉サービス事業のうち居宅介護、重

度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、生活介護、自立訓練、就労移

行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助又は共同生活援助を行

う事業及び移動支援事業 

 七 その他前各号に準ずる施設又は事業であつて政令で定めるもの 

４ この法律において「申出施設等」とは、共済契約者が経営する社会福祉施設、

特定社会福祉事業及び特定介護保険施設等以外の施設又は事業のうち当該共済

契約者が機構に申し出たものであつて第四条の二第一項の規定により機構が承

諾したものをいう。 

５ この法律において「経営者」とは、社会福祉施設、特定社会福祉事業又は特

定介護保険施設等を経営する社会福祉法人をいう。 

６ この法律において「社会福祉施設等職員」とは、経営者に使用され、かつ、

その者の経営する社会福祉施設又は特定社会福祉事業の業務に常時従事するこ

とを要する者をいう。ただし、一年未満の期間を定めて使用される者（その者

が一年以上引き続き使用されるに至つた場合を除く。次項ただし書及び第八項

ただし書において同じ。）を除く。 

７ この法律において「特定介護保険施設等職員」とは、経営者に使用され、か

つ、その者の経営する社会福祉施設、特定社会福祉事業又は特定介護保険施設

等の業務に常時従事することを要する者であつて社会福祉施設等職員以外のも

のをいう。ただし、一年未満の期間を定めて使用される者を除く。 

８ この法律において「申出施設等職員」とは、共済契約者に使用され、かつ、

その者の経営する社会福祉施設、特定社会福祉事業、特定介護保険施設等又は

申出施設等（以下「共済契約対象施設等」という。）の業務に常時従事するこ

とを要する者であつて社会福祉施設等職員又は特定介護保険施設等職員以外の

ものをいう。ただし、一年未満の期間を定めて使用される者を除く。 

９ この法律において「退職手当共済契約」とは、経営者が、この法律の定める

ところにより機構に掛金を納付することを約し、機構が、その経営者の使用す

る社会福祉施設等職員、特定介護保険施設等職員及び申出施設等職員について、

この法律の定めるところにより退職手当金を支給することを約する契約をいう。 

１０ この法律において「共済契約者」とは、退職手当共済契約の当事者である

経営者をいう。 

１１ この法律において「被共済職員」とは、共済契約者に使用される社会福祉

施設等職員、特定介護保険施設等職員及び申出施設等職員をいう。 

１２ 社会福祉施設又は特定社会福祉事業の経営者に変更が生じた場合において、

変更前の経営者がその変更時まで退職手当共済契約を締結しており、かつ、変

更後の経営者がその変更時から退職手当共済契約を締結したときは、変更前の

経営者に係る被共済職員で引き続き変更後の経営者に係る被共済職員となつた

ものは、変更前の経営者に係る被共済職員となつた時から引き続き変更後の経

営者に係る被共済職員であつたものとみなす。 

１３ 特定介護保険施設等又は申出施設等である施設又は事業の経営者に変更が

生じた場合において、変更前の経営者がその変更時まで退職手当共済契約を締

結しており、かつ、変更後の経営者がその変更時に当該施設又は事業について

第三項又は第四項の規定による申出をしたときは、変更前の経営者に係る特定

介護保険施設等職員又は申出施設等職員で引き続き変更後の経営者に係る被共

済職員となつたものは、変更前の経営者に係る被共済職員となつた時から引き

続き変更後の経営者に係る被共済職員であつたものとみなす。 

 

   第二章 退職手当共済契約 

 （契約の締結） 

第三条 機構は、次に掲げる場合を除いては、退職手当共済契約の締結を拒絶し

てはならない。 

 一 契約の申込者が第六条第二項第二号又は第三項の規定により退職手当共済

契約を解除され、その解除の日から起算して六月を経過しない者であるとき。 

 二 契約の申込者が共済契約者であつたことがある者である場合において、そ

の者につき、納付期限を超えてまだ納付されていない掛金（割増金を含む。）

があるとき。 

 三 契約の申込者に使用されている社会福祉施設等職員又は特定介護保険施設

等職員につき、中小企業退職金共済法（昭和三十四年法律第百六十号）の規

定による退職金共済契約が締結されているとき。 

 四 前三号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める正当な理由があるとき。 

 （契約の成立） 

第四条 退職手当共済契約は、機構が契約の申込みを承諾したときは、その申込

みの日において成立したものとみなし、かつ、その日から効力を生ずる。 

２ 退職手当共済契約が成立したときは、共済契約者は、遅滞なく、その旨を被

共済職員に通知しなければならない。 

 （申出の承諾等） 

第四条の二 機構は、次に掲げる場合を除いては、特定介護保険施設等又は申出

施設等に係る共済契約者の申出を承諾しなければならない。 

 一 当該申出をした共済契約者につき、納付期限を超えてまだ納付されていな

い掛金（割増金を含む。）があるとき。 

 二 前号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める正当な理由があるとき。 

２ 機構が前項の規定による承諾をしたときは、当該申出に係る特定介護保険施

設等又は申出施設等は、当該申出のあつた日において特定介護保険施設等又は

申出施設等となつたものとみなす。 
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３ 機構が第一項の規定による承諾をしたときは、共済契約者は、遅滞なく、そ

の旨を被共済職員に通知しなければならない。 

 （被共済職員等の受益） 

第五条 被共済職員及びその遺族は、当然退職手当共済契約の利益を受ける。 

 （契約の解除） 

第六条 機構又は共済契約者は、次項から第五項までに規定する場合を除いては、

退職手当共済契約を解除することができない。 

２ 機構は、次の各号に掲げる場合には、当該退職手当共済契約を解除しなけれ

ばならない。 

 一 共済契約者が、経営者でなくなつたとき。 

 二 共済契約者が、納付期限後二箇月以内に掛金を納付しなかつたとき。 

 三 共済契約者が、当該退職手当共済契約に係る被共済職員につき、中小企業

退職金共済法の規定による退職金共済契約を締結したとき。 

３ 機構は、共済契約者が第二十八条第一号若しくは第二号の違反行為をしたと

き、又は共済契約者の代表者若しくはその代理人、使用人その他の従業者が、

当該共済契約者の業務に関して、同条第三号の違反行為をしたときは、当該退

職手当共済契約を解除することができる。 

４ 共済契約者は、すべての被共済職員の同意を得たときは、当該退職手当共済

契約を解除することができる。 

５ 共済契約者は、その経営する特定介護保険施設等又は申出施設等の業務に従

事するすべての被共済職員の同意を得たときは、当該退職手当共済契約のうち

当該同意を得た被共済職員に関する部分を解除することができる。 

６ 退職手当共済契約の解除は、将来に向つてのみ効力を生ずる。 

７ 機構は、第二項又は第三項の規定により退職手当共済契約を解除したときは、

当該契約に係る被共済職員にその旨を通知しなければならない。 

 

   第三章 退職手当金 

 （退職手当金の支給） 

第七条 機構は、被共済職員が退職（被共済職員が前条第二項第二号若しくは第

三号又は第三項から第五項までの規定による退職手当共済契約の解除以外の理

由により被共済職員でなくなることをいう。以下同じ。）したときは、その者

（退職が死亡によるものであるときは、その遺族）に対し、退職手当金を支給

する。ただし、被共済職員となつた日から起算して一年に満たないで退職した

ときは、この限りでない。 

 （金額） 

第八条 退職した者の被共済職員期間が一年以上十年以下である場合における退

職手当金の額は、政令で定める八千円を下らない額にその者の被共済職員期間

の年数を乗じて得た額に百分の六十を乗じて得た額とする。 

２ 退職した者の被共済職員期間が十一年以上十五年以下である場合における退

職手当金の額は、前項の規定に基づく政令で定める額に、その者の被共済職員

期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合を乗じて得た額の合計額と

する。 

 一 一年以上十年以下の期間については、一年につき百分の八十 

 二 十一年以上十五年以下の期間については、一年につき百分の八十八 

３ 退職した者の被共済職員期間が十六年以上十九年以下である場合における退

職手当金の額は、第一項の規定に基づく政令で定める額に、その者の被共済職

員期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合を乗じて得た額の合計額

とする。 

 一 一年以上十年以下の期間については、一年につき百分の九十 

 二 十一年以上十五年以下の期間については、一年につき百分の九十九 

 三 十六年以上十九年以下の期間については、一年につき百分の百四十四 

４ 退職した者の被共済職員期間が二十年以上である場合における退職手当金の

額は、第一項の規定に基づく政令で定める額に、その者の被共済職員期間を次

の各号に区分して、当該各号に掲げる割合を乗じて得た額の合計額とする。 

 一 一年以上十年以下の期間については、一年につき百分の百 

 二 十一年以上十五年以下の期間については、一年につき百分の百十 

 三 十六年以上二十年以下の期間については、一年につき百分の百六十 

 四 二十一年以上二十五年以下の期間については、一年につき百分の二百 

 五 二十六年以上三十年以下の期間については、一年につき百分の百六十 

 六 三十一年以上の期間については、一年につき百分の百二十 

第九条 業務上の負傷若しくは疾病により政令で定める程度の障害の状態になつ

たことにより、又は業務上死亡したことにより退職した者の被共済職員期間が

一年以上十九年以下である場合における退職手当金の額は、前条第一項から第

三項までの規定にかかわらず、同条第一項の規定に基づく政令で定める額に、

その者の被共済職員期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合を乗じ

て得た額の合計額とする。 

 一 一年以上十年以下の期間については、一年につき百分の百 

 二 十一年以上十五年以下の期間については、一年につき百分の百十 

 三 十六年以上十九年以下の期間については、一年につき百分の百六十 

第九条の二 前二条の規定により計算した退職手当金の額が、第八条第一項の規

定に基づく政令で定める額に六十を乗じて得た額を超えるときは、これらの規

定にかかわらず、その乗じて得た額をその者の退職手当金の額とする。 

 （遺族の範囲及び順位） 

第十条 第七条の規定により退職手当金の支給を受けるべき遺族は、次の各号に

掲げる者とする。 

 一 配偶者（届出をしていないが、被共済職員の死亡の当時事実上婚姻関係と

同様の事情にあつた者を含む。） 

 二 子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹で被共済職員の死亡の当時主としてそ

の収入によつて生計を維持していたもの 

 三 前号に掲げる者のほか、被共済職員の死亡の当時主としてその収入によつ

て生計を維持していた親族 

 四 子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹で第二号に該当しないもの 

２ 退職手当金の支給を受けるべき遺族の順位は、前項各号の順序により、同項

第二号及び第四号に掲げる者のうちにあつては、当該各号に規定する順序によ

る。この場合において、父母については養父母、実父母の順序により、祖父母

については養父母の養父母、養父母の実父母、実父母の養父母、実父母の実父

母の順序による。 

３ 前項の規定により退職手当金の支給を受けるべき同順位の遺族が二人以上あ

るときは、退職手当金は、その人数によつて等分して支給する。 

 （被共済職員期間の計算） 

第十一条 被共済職員期間を計算する場合には、月によるものとし、その者が被

共済職員となつた日の属する月から被共済職員でなくなつた日の属する月まで

をこれに算入する。 

２ 前項の場合において、その者が被共済職員となつた日の属する月から被共済

職員でなくなつた日の属する月までの期間のうちに、その者が当該共済契約対

象施設等の業務に従事した日数が十日以下である月があるときは、その月は、

同項の規定にかかわらず、被共済職員期間に算入しない。 

３ 被共済職員が業務上負傷し又は疾病にかかり、療養のために当該共済契約対

象施設等の業務に従事しなかつた期間及び育児休業、介護休業等育児又は家族

介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年法律第七十六号）第二条第二

号に規定する介護休業により当該業務に従事しなかつた期間並びに女子である

被共済職員が出産前六週間（多胎妊娠の場合にあつては、十四週間）及び出産

後八週間において当該業務に従事しなかつた期間は、前項の規定の適用につい

ては、当該被共済職員は、当該業務に従事したものとみなす。 

４ 被共済職員が次に掲げる休業により当該共済契約対象施設等の業務に従事し

なかつた場合には、前二項の規定にかかわらず、当該業務に従事しなくなつた

日の属する月から当該業務に従事することとなつた日の属する月までの間の月

数の二分の一に相当する月数は、被共済職員期間に算入する。ただし、当該業

務に従事しなくなつた日又は当該業務に従事することとなつた日の属する月が

前三項の規定により被共済職員期間に算入されるときは、その月については、

この限りでない。 

 一 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

第二条第一号に規定する育児休業（同法附則第二条に規定する事業所の労働

者に係る育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（平成七年法律第百

七号）第一条の規定による改正前の育児休業等に関する法律第二条第一項に

規定する育児休業に相当する休業を含む。） 

 二 旧義務教育諸学校等の女子教育職員及び医療施設、社会福祉施設等の看護

婦、保母等の育児休業に関する法律（昭和五十年法律第六十二号）に規定す

る育児休業に相当する休業 

５ 被共済職員が被共済職員でなくなつた日の属する月にさらに被共済職員とな

つた場合において、その月がその被共済職員でなくなつたことによつて支給さ

れる退職手当金の計算の基礎となつているときは、その月は、第一項の規定に

かかわらず、その被共済職員となつた後の期間に係る被共済職員期間に算入し

ない。 

６ 引き続き一年以上被共済職員であつた者が、第六条第二項第二号若しくは第

三号又は第三項から第五項までの規定によつて退職手当共済契約が解除された

ことにより被共済職員でなくなつた場合において、その者が、被共済職員でな

くなつた日から起算して一箇月以内にさらに被共済職員となり、引き続き一年

以上被共済職員であつたときは、第一項の規定の適用については、その者は、
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その間引き続き被共済職員であつたものとみなし、その者が、被共済職員でな

くなつた日から起算して一箇月をこえ、同日から起算して五年以内にさらに被

共済職員となり、引き続き一年以上被共済職員であつたときは、前後の各期間

につき前五項の規定によつて計算した被共済職員期間を合算する。 

７ 引き続き一年以上被共済職員である者が、その者に係る共済契約者の経営す

る共済契約対象施設等以外の施設又は事業の業務に常時従事することを要する

ものとなつたことその他これに準ずる理由として政令で定める理由により退職

した場合において、その者が、退職した日から起算して五年以内に、退職手当

金を請求しないで再び当該共済契約者に係る被共済職員となつたときは、前後

の各期間につき第一項から第五項までの規定によつて計算した被共済職員期間

を合算する。 

８ 前項の規定による場合のほか、引き続き一年以上被共済職員である者が退職

した場合（第十三条第一項に該当する場合を除く。）において、その者が、退

職した日から起算して三年以内に、退職手当金を請求しないで再び被共済職員

となり、かつ、その者が機構に申し出たときは、前後の各期間につき第一項か

ら第五項までの規定によつて計算した被共済職員期間を合算する。 

９ 被共済職員期間（前三項の規定により二以上の被共済職員期間を合算すべき

場合には、合算後の被共済職員期間）に一年未満の端数がある場合には、その

端数は、切り捨てる。 

 （支払の差止め） 

第十二条 機構は、退職した被共済職員をその退職時まで使用していた共済契約

者が、当該退職の日の属する事業年度（四月一日から翌年の三月三十一日まで

をいう。以下同じ。）の掛金を納付するまでは、当該退職に係る退職手当金の

支払を差し止めることができる。 

 （支給の制限） 

第十三条 機構は、被共済職員が自己の犯罪行為その他これに準ずべき重大な非

行により退職したときは、退職手当金を支給しない。 

２ 機構は、被共済職員を故意に死亡させた者には、退職手当金を支給しない。

被共済職員の死亡前に、その者の死亡によつて退職手当金の支給を受けるべき

者を故意に死亡させた者にも、同様とする。 

 （譲渡等の禁止） 

第十四条 退職手当金の支給を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し

押えることができない。ただし、国税滞納処分（その例による処分を含む。）

により差し押える場合は、この限りでない。 

 

   第四章 掛金 

 （掛金の納付） 

第十五条 共済契約者は、毎事業年度、機構に掛金を納付しなければならない。 

２ 掛金は、退職手当金の支給に要する費用に充てられるべきものとし、その額

は、次に掲げる掛金ごとに、それぞれ政令で定める。 

 一 社会福祉施設等職員（被共済職員である者に限る。）に係る掛金 

 二 特定介護保険施設等職員（被共済職員である者に限る。）に係る掛金 

 三 申出施設等職員に係る掛金 

３ 前項に規定する掛金の額は、退職手当金の支給に要する費用の予想額、被共

済職員の見込数等に照らし、おおむね五年を通じ財政の均衡を保つことができ

るものでなければならない。 

 （納付期限） 

第十六条 毎事業年度に納付すべき掛金の納付期限は、当該事業年度の五月三十

一日とする。ただし、新たに退職手当共済契約が締結された場合における当該

契約の申込みの日又はその承諾の日が属する事業年度分の掛金にあつては、機

構が当該契約の申込みを承諾した日から起算して二箇月を経過する日とする。 

２ 機構は、災害その他やむを得ない理由により掛金の納付義務者が掛金をその

納付期限までに納付することができないと認めるときは、その納付期限を延長

することができる。 

 （割増金） 

第十七条 機構は、掛金の納付義務者が掛金をその納付期限までに納付しなかつ

たときは、その納付義務者に対し、割増金を請求することができる。 

２ 割増金の額は、掛金の額につき年十四・六パーセントの割合で納付期限の翌

日から納付の日の前日までの日数によつて計算した額をこえることができない。 

 

   第五章 国及び都道府県の補助 

 （国の補助） 

第十八条 国は、毎年度、予算の範囲内において、機構に対し、被共済職員のう

ち社会福祉施設等職員であるもの及び特定介護保険施設等職員であるもの（次

に掲げる者に限る。）に係る退職手当金の支給に要する費用の額として政令で

定めるところにより算定した額（以下「補助金算定対象額」という。）の三分

の一以内を補助することができる。 

 一 社会福祉施設又は特定社会福祉事業の業務に相当程度従事することを要す

る者として政令で定めるもの（次号に掲げる者を除く。） 

 二 児童福祉法第三十五条第四項の規定による認可を受けた障害児入所施設の

業務（同法第二十七条第一項の規定により同項第三号の措置がとられている

児童に係るものに限る。）に従事することを要する者として政令で定めるも

の 

 （都道府県の補助） 

第十九条 都道府県は、毎年度、当該都道府県の予算の範囲内において、機構に

対し、補助金算定対象額の一部を補助することができる。 

 

   第六章 雑則 

 （時効） 

第二十条 退職手当金の支給を受ける権利及び掛金を請求し、又はその返還を受

ける権利は、五年を経過したときは、時効によつて消滅する。 

 （届出） 

第二十一条 共済契約者は、厚生労働省令の定めるところにより、被共済職員の

異動、業務に従事した日数その他厚生労働省令で定める事項を機構に届け出な

ければならない。 

 （記録の作成及び保存） 

第二十二条 共済契約者は、その使用する被共済職員ごとに、従業の状況その他

厚生労働省令で定める事項に関する記録を作成しなければならない。 

２ 共済契約者は、前項の記録を、その作成の日から起算して二年間、保存しな

ければならない。 

 （立入検査） 

第二十三条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、当

該職員をして、経営者の経営する共済契約対象施設等に係る施設若しくは事業

所又は経営者の事務所に立ち入つて、被共済職員若しくは掛金に関する事項に

ついて関係人に質問させ、又はこれらの事項に関する帳簿書類（その作成又は

保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては

認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報

処理の用に供されるものをいう。）の作成又は保存がされている場合における

当該電磁的記録を含む。）を検査させることができる。 

２ 前項の規定によつて質問及び検査を行なう当該職員は、その身分を示す証明

書を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなければならな

い。 

３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。 

 （原簿） 

第二十四条 機構は、被共済職員に関する原簿を備え、これに被共済職員の氏名、

被共済職員期間その他厚生労働省令で定める事項を記録しなければならない。 

２ 被共済職員又は被共済職員であつた者は、厚生労働省令の定めるところによ

り、いつでも前項の原簿の閲覧を請求することができる。 

 （あつせん） 

第二十五条 退職手当共済契約の成立若しくはその解除の効力又は掛金に関して、

機構と契約の申込者又は共済契約者との間に紛争が生じた場合において、契約

の申込者又は共済契約者から請求があつたときは、厚生労働大臣は、その紛争

の解決についてあつせんをすることができる。 

２ 被共済職員期間又は退職手当金に関して、機構と被共済職員又は被共済職員

であつた者若しくはその遺族との間に紛争が生じた場合において、被共済職員

又は被共済職員であつた者若しくはその遺族から請求があつたときも、前項と

同様とする。 

３ 前二項の規定によるあつせんの請求の手続その他あつせんに関して必要な事

項は、厚生労働省令で定める。 

 （戸籍事項の無料証明） 

第二十六条 市町村長（特別区の区長を含むものとし、地方自治法（昭和二十二

年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市においては、区長

又は総合区長とする。）は、機構又は退職手当金の支給を受ける権利を有する

者に対して、当該市町村（特別区を含む。）の条例の定めるところにより、被

共済職員、被共済職員であつた者又は退職手当金の支給を受ける権利を有する

者の戸籍に関し、無料で証明を行うことができる。 

 （事務の区分） 
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第二十六条の二 第二十三条第一項の規定により都道府県が処理することとされ

ている事務は、地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務

とする。 

 （経過措置） 

第二十六条の三 この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃する場合にお

いては、その命令で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲

内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めること

ができる。 

 （実施命令） 

第二十七条 この法律に特別の規定があるものを除くほか、この法律の実施のた

めの手続その他その執行について必要な細則は、厚生労働省令で定める。 

 （罰則） 

第二十八条 次の各号の一に該当する者は、二十万円以下の罰金に処する。 

 一 第二十一条の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 二 第二十二条第一項の規定に違反して、記録を作成せず、若しくは虚偽の記

録を作成し、又は同条第二項の規定に違反した者 

 三 第二十三条第一項の規定による当該職員の質問に対して答弁をせず、若し

くは虚偽の陳述をし、又は同項の規定による当該職員の検査を拒み、妨げ、

若しくは忌避した者 

第二十九条 法人の代表者、代理人、使用人その他の従業者が、その法人の業務

に関して前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対し

ても、同条の刑を科する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、昭和三十六年十月一日から施行する。ただし、第四章の規定は、

昭和三十七年四月一日から施行する。 

 （施設又は事業の転換を行う場合の特例） 

２ 共済契約者が、その経営する社会福祉施設又は特定社会福祉事業を特定介護

保険施設等、申出施設等その他の施設又は事業へ転換する場合（政令で定める

場合に限る。）におけるこの法律の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定

める。 

 （退職手当金に関する経過措置） 

３ 当分の間、退職した者の被共済職員期間が四十三年以上である場合の被共済

職員期間は三十五年とみなす。この場合において、当該退職した者の退職手当

金の額は、第八条第四項の規定にかかわらず、同条第一項の規定に基づく政令

で定める額に、その者の被共済職員期間を次の各号に区分して、当該各号に掲

げる割合を乗じて得た額の合計額とする。 

 一 一年以上十年以下の期間については、一年につき百分の百五十 

 二 十一年以上二十五年以下の期間については、一年につき百分の百六十五 

 三 二十六年以上三十四年以下の期間については、一年につき百分の百八十 

 四 三十五年目の期間については、百分の百五 

４ 当分の間、退職手当金の額は、第八条、第九条及び前項の規定により計算し

た額にそれぞれ百分の八十七を乗じて得た額とする。 

５ 当分の間、第九条の二の規定の適用については、同条中「前二条」とあるの

は、「前二条並びに附則第三項及び第四項」とする。 

 

   附 則 （昭和三八年七月一一日法律第一三三号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一箇月をこえない範囲内において政

令で定める日から施行し、この法律による改正後の公職選挙法（昭和二十五年

法律第百号）第四十九条の規定は、この法律の施行の日から起算して三箇月を

経過した日後にその期日が公示され、又は告示される選挙から適用する。（昭

和三八年政令第二四六号で昭和三八年八月一日から施行） 

 

   附 則 （昭和四二年八月一日法律第一一一号） 抄 

 （施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （昭和四二年八月一日法律第一一三号） 抄 

 （施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 

     附 則 （昭和四五年四月一日法律第一三号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

附 則 （昭和四七年七月一日法律第一一二号） 抄 

 （施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五〇年七月一一日法律第六二号） 抄 

 （施行期日） 

１ この法律は、昭和五十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五七年七月一六日法律第六六号） 

 この法律は、昭和五十七年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五九年八月七日法律第六三号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、昭和五十九年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五九年八月一四日法律第七五号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、昭和六十年一月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和六〇年六月一日法律第四五号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、昭和六十一年四月一日から施行する。 

 （社会福祉施設職員退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第十四条 出産後六週間を経過する日がこの法律の施行前である女子である被共

済職員については、前条の規定による改正後の社会福祉施設職員退職手当共済

法第十一条第三項の規定は、適用しない。 

２ この法律の施行前に出産後社会福祉施設の業務に従事するに至つた女子であ

る被共済職員で、この法律の施行の際出産後六週間を経過していないものにつ

いては、前条の規定による改正後の社会福祉施設職員退職手当共済法第十一条

第三項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

   附 則 （昭和六〇年七月一二日法律第九〇号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （昭和六一年一二月二六日法律第一〇九号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

 一から四まで 略 

 五 第十四条の規定、第十五条の規定（身体障害者福祉法第十九条第四項及び

第十九条の二の改正規定を除く。附則第七条第二項において同じ。）、第十

六条の規定、第十七条の規定（児童福祉法第二十条第四項の改正規定を除く。

附則第七条第二項において同じ。）、第十八条、第十九条、第二十六条及び

第三十九条の規定並びに附則第七条第二項及び第十一条から第十三条までの

規定 公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日 

 

   附 則 （平成二年六月二九日法律第五八号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成三年一月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成三年一二月二四日法律第一一二号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成四年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成四年六月二六日法律第八一号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成四年七月一日から施行する。 

 （社会福祉施設職員退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第二条 この法律の施行前に第二条の規定による改正前の社会福祉施設職員退職

手当共済法の規定によってした退職手当共済契約の申込みその他の手続は、同

条の規定による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定によってし

たものとみなす。 
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 （その他の経過措置の政令への委任） 

第六条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置

は、政令で定める。 

 

   附 則 （平成七年六月九日法律第一〇七号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成七年十月一日から施行する。ただし、第二条並びに附

則第三条、第五条、第七条、第十一条、第十三条、第十四条、第十六条、第十

八条、第二十条及び第二十二条の規定は、平成十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成九年六月一一日法律第七四号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成九年六月一八日法律第九二号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十一年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 略 

 二 第一条中雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働

者の福祉の増進に関する法律第二十六条の前の見出しの改正規定、同条の改

正規定（「事業主は」の下に「、労働省令で定めるところにより」を加える

部分及び「できるような配慮をするように努めなければならない」を「でき

るようにしなければならない」に改める部分に限る。）、同法第二十七条の

改正規定（「講ずるように努めなければならない」を「講じなければならな

い」に改める部分及び同条に二項を加える部分に限る。）、同法第三十四条

の改正規定（「及び第十二条第二項」を「、第十二条第二項及び第二十七条

第三項」に改める部分、「第十二条第一項」の下に「、第二十七条第二項」

を加える部分及び「第十四条及び」を「第十四条、第二十六条及び」に改め

る部分に限る。）及び同法第三十五条の改正規定、第三条中労働基準法第六

十五条第一項の改正規定（「十週間」を「十四週間」に改める部分に限

る。）、第七条中労働省設置法第五条第四十一号の改正規定（「が講ずるよ

うに努めるべき措置についての」を「に対する」に改める部分に限る。）並

びに附則第五条、第十二条及び第十三条の規定並びに附則第十四条中運輸省

設置法（昭和二十四年法律第百五十七号）第四条第一項第二十四号の二の三

の改正規定（「講ずるように努めるべき措置についての指針」を「講ずべき

措置についての指針等」に改める部分に限る。） 平成十年四月一日 

 

   附 則 （平成九年一二月一七日法律第一二四号） 抄 

 この法律は、介護保険法の施行の日から施行する。（施行の日＝平成一二年四

月一日） 

 

   附 則 （平成一〇年九月二八日法律第一一〇号） 

 この法律は、平成十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一一年七月一六日法律第八七号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款名を

加える改正規定（同法第二百五十条の九第一項に係る部分（両議院の同意を

得ることに係る部分に限る。）に限る。）、第四十条中自然公園法附則第九

項及び第十項の改正規定（同法附則第十項に係る部分に限る。）、第二百四

十四条の規定（農業改良助長法第十四条の三の改正規定に係る部分を除く。）

並びに第四百七十二条の規定（市町村の合併の特例に関する法律第六条、第

八条及び第十七条の改正規定に係る部分を除く。）並びに附則第七条、第十

条、第十二条、第五十九条ただし書、第六十条第四項及び第五項、第七十三

条、第七十七条、第百五十七条第四項から第六項まで、第百六十条、第百六

十三条、第百六十四条並びに第二百二条の規定 公布の日 

 （国等の事務） 

第百五十九条 この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、

この法律の施行前において、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令

により管理し又は執行する国、他の地方公共団体その他公共団体の事務（附則

第百六十一条において「国等の事務」という。）は、この法律の施行後は、地

方公共団体が法律又はこれに基づく政令により当該地方公共団体の事務として

処理するものとする。 

 （不服申立てに関する経過措置） 

第百六十一条 施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をし

た行政庁（以下この条において「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審

査法に規定する上級行政庁（以下この条において「上級行政庁」という。）が

あったものについての同法による不服申立てについては、施行日以後において

も、当該処分庁に引き続き上級行政庁があるものとみなして、行政不服審査法

の規定を適用する。この場合において、当該処分庁の上級行政庁とみなされる

行政庁は、施行日前に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁とする。 

２ 前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関

であるときは、当該機関が行政不服審査法の規定により処理することとされる

事務は、新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とす

る。 

 （罰則に関する経過措置） 

第百六十三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 

 （その他の経過措置の政令への委任） 

第百六十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経

過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 （検討） 

第二百五十条 新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務

については、できる限り新たに設けることのないようにするとともに、新地方

自治法別表第一に掲げるもの及び新地方自治法に基づく政令に示すものについ

ては、地方分権を推進する観点から検討を加え、適宜、適切な見直しを行うも

のとする。 

第二百五十一条 政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執

行できるよう、国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保

の方途について、経済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、その結果に基づいて

必要な措置を講ずるものとする。 

 

 附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

 一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

の一部を改正する法律附則の改正規定に係る部分に限る。）、第千三百五条、

第千三百六条、第千三百二十四条第二項、第千三百二十六条第二項及び第千

三百四十四条の規定 公布の日 

 

   附 則 （平成一二年六月七日法律第一一一号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

 一 第二条中社会福祉法第二条第三項第五号の改正規定並びに第四条、第九条

及び第十一条（社会福祉施設職員等退職手当共済法第二条第一項第四号の改

正規定（「社会福祉事業法」を「社会福祉法」に改める部分及び「第五十七

条第一項」を「第六十二条第一項」に改める部分に限る。）、同項第五号の

改正規定（「社会福祉事業法第五十七条第一項」を「社会福祉法第六十二条

第一項」に改める部分に限る。）及び同条第二項第四号の改正規定を除く。）

の規定並びに附則第九条、第十条、第二十一条及び第二十三条から第二十五

条までの規定並びに附則第三十九条中国有財産特別措置法（昭和二十七年法

律第二百十九号）第二条第二項第二号ロを同号ハとし、同号イの次に次のよ

うに加える改正規定 平成十三年四月一日 

 （検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後十年を経過した場合において、この法律の規

定の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

ものとする。 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第二十三条 第十一条の規定による改正前の社会福祉施設職員等退職手当共済法

（以下この条から附則第二十五条までにおいて「旧法」という。）第二条第六

項に規定する共済契約者（附則第一条第一号に掲げる規定の施行の際現に同項

に規定する共済契約者である者に限る。）であって社会福祉法人以外のもの及

び同号に掲げる規定の施行前に旧法の規定によって退職手当共済契約の申込み

 

をした社会福祉法人以外の者（当該退職手当共済契約の締結を拒絶された者及

び当該退職手当共済契約を解除された者を除く。）については、第十一条の規

定による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下この条から附則第

二十五条までにおいて「新法」という。）第二条第四項に規定する経営者とみ

なして、新法の規定（新法第二条第三項に規定する申出施設等に係る部分を除

く。）を適用する。この場合において、新法第六条第三項中「共済契約者の代

表者」とあるのは「共済契約者（共済契約者が法人である場合におけるその代

表者を含む。）」と、新法第二十九条中「、代理人」とあるのは「又は法人若

しくは人の代理人」と、「その法人」とあるのは「その法人又は人」とする。 

２ 旧法第二条第六項に規定する共済契約者であって社会福祉法人以外のものに

使用される同条第七項に規定する被共済職員（以下「旧被共済職員」という。）

であった者は、新法第二十四条第二項、第二十五条第二項及び第二十六条の規

定の適用については、被共済職員であった者とみなし、その者が旧法第六条第

二項第二号若しくは第三号、第三項又は第四項の規定によって旧法第二条第五

項に規定する退職手当共済契約が解除されたことにより旧被共済職員でなくな

った者である場合における新法第十一条第六項の規定の適用については、その

者は、旧被共済職員であった期間について被共済職員であった者とみなし、当

該退職手当共済契約が解除された日は、その者が被共済職員でなくなった日と

みなす。 

第二十四条 附則第一条第一号に掲げる規定の施行前に旧法の規定によってした

退職手当共済契約の申込みその他の手続は、新法の規定によってしたものとみ

なす。 

第二十五条 新法第八条から第九条の二まで並びに附則第二項及び第三項の規定

は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日以後に退職した者について適用

し、同日前に退職した者については、なお従前の例による。 

２ 次の各号に掲げる場合において、当該各号に規定する者が附則第一条第一号

に掲げる規定の施行の日の前日に現に退職した理由と同一の理由により退職し

たものとみなして、政令で定めるところにより、旧法第八条、第九条及び第十

一条の規定の例により計算した場合の退職手当金の額が、新法第八条から第九

条の二まで及び第十一条並びに附則第二項及び第三項の規定により計算した退

職手当金の額よりも多いときは、これらの規定にかかわらず、その多い額をも

ってその者に支給すべき退職手当金の額とする。 

 一 附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日の前日に旧法第二条第七項に規

定する被共済職員であった者が、附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日

以後に退職した場合 

 二 附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日前に旧法第二条第七項に規定す

る被共済職員でなくなった者で同日以後にさらに新法第二条第九項に規定す

る被共済職員となったものが、同日以後に退職し、かつ、新法第十一条第六

項又は第七項の規定により同日前の被共済職員期間と同日以後の被共済職員

期間とが合算される場合 

 （罰則に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行前にした行為及び附則第二十六条の規定によりなお

その効力を有することとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 （その他の経過措置の政令への委任） 

第二十九条 附則第三条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に

伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

 

   附 則 （平成一四年一二月一三日法律第一六六号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、附則第六条から第九条ま

で及び第十一条から第二十三条までの規定は、平成十五年十月一日から施行す

る。 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第十七条 前条の規定の施行前に同条の規定による改正前の社会福祉施設職員等

退職手当共済法の規定によってした退職手当共済契約の申込みその他の手続は、

同条の規定による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定によって

したものとみなす。 

 

   附 則 （平成一六年一二月一日法律第一五〇号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十七年四月一日から施行する。 

 （罰則に関する経過措置） 

第四条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前

の例による。 

 

   附 則 （平成一七年六月二九日法律第七七号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

 一 第一条、第五条、第八条、第十一条、第十三条及び第十五条並びに附則第

四条、第十五条、第二十二条、第二十三条第二項、第三十二条、第三十九条

及び第五十六条の規定 公布の日 

 （検討） 

第二条 政府は、介護保険制度の被保険者及び保険給付を受けられる者の範囲に

ついて、社会保障に関する制度全般についての一体的な見直しと併せて検討を

行い、その結果に基づいて、平成二十一年度を目途として所要の措置を講ずる

ものとする。 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第二十三条 この法律の施行の際現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第四条

第一項の規定により成立している退職手当共済契約（老人福祉法第十五条第四

項の規定による認可を受けた特別養護老人ホーム、同法第十四条の規定による

届出がなされた老人居宅生活支援事業のうち老人居宅介護等事業若しくは認知

症対応型老人共同生活援助事業又は社会福祉施設職員等退職手当共済法第二条

第一項第六号に掲げる施設若しくは第十六条の規定による改正前の社会福祉施

設職員等退職手当共済法（以下「旧共済法」という。）第二条第二項第四号に

掲げる事業のうち政令で定める施設若しくは事業（以下この条において「特別

養護老人ホーム等」と総称する。）に係るものに限る。）は、第十六条の規定

による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「新共済法」とい

う。）第二条第三項に規定する特定介護保険施設等（以下「特定介護保険施設

等」という。）に係る退職手当共済契約とみなす。 

２ 施行日前に特別養護老人ホーム等を経営していた旧共済法第二条第八項に規

定する共済契約者（社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正す

る等の法律（平成十二年法律第百十一号。以下「社会福祉事業法等改正法」と

いう。）附則第二十三条第一項の規定の適用を受ける者を含む。）が、施行日

前に厚生労働省令で定めるところにより独立行政法人福祉医療機構（以下「機

構」という。）に届け出たときは、施行日以後新たに当該共済契約者に使用さ

れ、かつ、当該特別養護老人ホーム等の業務に常時従事することを要する者と

なる者については、前項及び新共済法第二条第十一項の規定にかかわらず、同

項に規定する被共済職員でないものとする。 

第二十四条 この法律の施行の際現に特定介護保険施設等を経営している新共済

法第二条第五項に規定する経営者が、施行日前に旧共済法の規定によってした

退職手当共済契約の申込みは、同条第三項の規定により機構に申し出てしたも

のとみなす。 

２ 前項に定めるもののほか、施行日前に旧共済法の規定によってした退職手当

共済契約の申込みその他の手続は、新共済法の相当の規定によってしたものと

みなす。 

第二十五条 新共済法第八条から第九条の二まで及び第十一条第八項の規定は、

施行日以後に退職（新共済法第七条に規定する退職をいう。以下同じ。）した

者について適用し、施行日前に退職した者については、なお従前の例による。 

２ 次の各号に掲げる場合において、当該各号に規定する者が施行日の前日に現

に退職した理由と同一の理由により退職したものとみなして、政令で定めると

ころにより、旧共済法第八条から第九条の二まで及び第十一条並びに附則第二

項及び第三項並びに社会福祉事業法等改正法附則第二十五条第二項の規定の例

により計算した場合の退職手当金の額が、新共済法第八条から第九条の二まで

及び第十一条の規定により計算した退職手当金の額よりも多いときは、これら

の規定にかかわらず、その多い額をもってその者に支給すべき退職手当金の額

とする。 

 一 施行日の前日に旧共済法第二条第九項に規定する被共済職員（社会福祉事

業法等改正法附則第二十三条第一項の規定の適用を受ける共済契約者に使用

される者を含む。次号及び次条において同じ。）であった者が、施行日以後

に退職した場合 

 二 施行日前に旧共済法第二条第九項に規定する被共済職員でなくなった者で

施行日以後にさらに新共済法第二条第十一項に規定する被共済職員となった

ものが、施行日以後に退職し、かつ、新共済法第十一条第六項又は第七項の

規定により施行日前の被共済職員期間と施行日以後の被共済職員期間とが合

算される場合 

第二十六条 施行日の前日に旧共済法第二条第九項に規定する被共済職員であっ

た者のうち、施行日以後において新共済法第二条第七項に規定する特定介護保

険施設等職員であるもの（同条第十項に規定する共済契約者（社会福祉事業法
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をした社会福祉法人以外の者（当該退職手当共済契約の締結を拒絶された者及

び当該退職手当共済契約を解除された者を除く。）については、第十一条の規

定による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下この条から附則第

二十五条までにおいて「新法」という。）第二条第四項に規定する経営者とみ

なして、新法の規定（新法第二条第三項に規定する申出施設等に係る部分を除

く。）を適用する。この場合において、新法第六条第三項中「共済契約者の代

表者」とあるのは「共済契約者（共済契約者が法人である場合におけるその代

表者を含む。）」と、新法第二十九条中「、代理人」とあるのは「又は法人若

しくは人の代理人」と、「その法人」とあるのは「その法人又は人」とする。 

２ 旧法第二条第六項に規定する共済契約者であって社会福祉法人以外のものに

使用される同条第七項に規定する被共済職員（以下「旧被共済職員」という。）

であった者は、新法第二十四条第二項、第二十五条第二項及び第二十六条の規

定の適用については、被共済職員であった者とみなし、その者が旧法第六条第

二項第二号若しくは第三号、第三項又は第四項の規定によって旧法第二条第五

項に規定する退職手当共済契約が解除されたことにより旧被共済職員でなくな

った者である場合における新法第十一条第六項の規定の適用については、その

者は、旧被共済職員であった期間について被共済職員であった者とみなし、当

該退職手当共済契約が解除された日は、その者が被共済職員でなくなった日と

みなす。 

第二十四条 附則第一条第一号に掲げる規定の施行前に旧法の規定によってした

退職手当共済契約の申込みその他の手続は、新法の規定によってしたものとみ

なす。 

第二十五条 新法第八条から第九条の二まで並びに附則第二項及び第三項の規定

は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日以後に退職した者について適用

し、同日前に退職した者については、なお従前の例による。 

２ 次の各号に掲げる場合において、当該各号に規定する者が附則第一条第一号

に掲げる規定の施行の日の前日に現に退職した理由と同一の理由により退職し

たものとみなして、政令で定めるところにより、旧法第八条、第九条及び第十

一条の規定の例により計算した場合の退職手当金の額が、新法第八条から第九

条の二まで及び第十一条並びに附則第二項及び第三項の規定により計算した退

職手当金の額よりも多いときは、これらの規定にかかわらず、その多い額をも

ってその者に支給すべき退職手当金の額とする。 

 一 附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日の前日に旧法第二条第七項に規

定する被共済職員であった者が、附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日

以後に退職した場合 

 二 附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日前に旧法第二条第七項に規定す

る被共済職員でなくなった者で同日以後にさらに新法第二条第九項に規定す

る被共済職員となったものが、同日以後に退職し、かつ、新法第十一条第六

項又は第七項の規定により同日前の被共済職員期間と同日以後の被共済職員

期間とが合算される場合 

 （罰則に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行前にした行為及び附則第二十六条の規定によりなお

その効力を有することとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 （その他の経過措置の政令への委任） 

第二十九条 附則第三条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に

伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

 

   附 則 （平成一四年一二月一三日法律第一六六号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、附則第六条から第九条ま

で及び第十一条から第二十三条までの規定は、平成十五年十月一日から施行す

る。 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第十七条 前条の規定の施行前に同条の規定による改正前の社会福祉施設職員等

退職手当共済法の規定によってした退職手当共済契約の申込みその他の手続は、

同条の規定による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定によって

したものとみなす。 

 

   附 則 （平成一六年一二月一日法律第一五〇号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十七年四月一日から施行する。 

 （罰則に関する経過措置） 

第四条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前

の例による。 

 

   附 則 （平成一七年六月二九日法律第七七号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

 一 第一条、第五条、第八条、第十一条、第十三条及び第十五条並びに附則第

四条、第十五条、第二十二条、第二十三条第二項、第三十二条、第三十九条

及び第五十六条の規定 公布の日 

 （検討） 

第二条 政府は、介護保険制度の被保険者及び保険給付を受けられる者の範囲に

ついて、社会保障に関する制度全般についての一体的な見直しと併せて検討を

行い、その結果に基づいて、平成二十一年度を目途として所要の措置を講ずる

ものとする。 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第二十三条 この法律の施行の際現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第四条

第一項の規定により成立している退職手当共済契約（老人福祉法第十五条第四

項の規定による認可を受けた特別養護老人ホーム、同法第十四条の規定による

届出がなされた老人居宅生活支援事業のうち老人居宅介護等事業若しくは認知

症対応型老人共同生活援助事業又は社会福祉施設職員等退職手当共済法第二条

第一項第六号に掲げる施設若しくは第十六条の規定による改正前の社会福祉施

設職員等退職手当共済法（以下「旧共済法」という。）第二条第二項第四号に

掲げる事業のうち政令で定める施設若しくは事業（以下この条において「特別

養護老人ホーム等」と総称する。）に係るものに限る。）は、第十六条の規定

による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「新共済法」とい

う。）第二条第三項に規定する特定介護保険施設等（以下「特定介護保険施設

等」という。）に係る退職手当共済契約とみなす。 

２ 施行日前に特別養護老人ホーム等を経営していた旧共済法第二条第八項に規

定する共済契約者（社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正す

る等の法律（平成十二年法律第百十一号。以下「社会福祉事業法等改正法」と

いう。）附則第二十三条第一項の規定の適用を受ける者を含む。）が、施行日

前に厚生労働省令で定めるところにより独立行政法人福祉医療機構（以下「機

構」という。）に届け出たときは、施行日以後新たに当該共済契約者に使用さ

れ、かつ、当該特別養護老人ホーム等の業務に常時従事することを要する者と

なる者については、前項及び新共済法第二条第十一項の規定にかかわらず、同

項に規定する被共済職員でないものとする。 

第二十四条 この法律の施行の際現に特定介護保険施設等を経営している新共済

法第二条第五項に規定する経営者が、施行日前に旧共済法の規定によってした

退職手当共済契約の申込みは、同条第三項の規定により機構に申し出てしたも

のとみなす。 

２ 前項に定めるもののほか、施行日前に旧共済法の規定によってした退職手当

共済契約の申込みその他の手続は、新共済法の相当の規定によってしたものと

みなす。 

第二十五条 新共済法第八条から第九条の二まで及び第十一条第八項の規定は、

施行日以後に退職（新共済法第七条に規定する退職をいう。以下同じ。）した

者について適用し、施行日前に退職した者については、なお従前の例による。 

２ 次の各号に掲げる場合において、当該各号に規定する者が施行日の前日に現

に退職した理由と同一の理由により退職したものとみなして、政令で定めると

ころにより、旧共済法第八条から第九条の二まで及び第十一条並びに附則第二

項及び第三項並びに社会福祉事業法等改正法附則第二十五条第二項の規定の例

により計算した場合の退職手当金の額が、新共済法第八条から第九条の二まで

及び第十一条の規定により計算した退職手当金の額よりも多いときは、これら

の規定にかかわらず、その多い額をもってその者に支給すべき退職手当金の額

とする。 

 一 施行日の前日に旧共済法第二条第九項に規定する被共済職員（社会福祉事

業法等改正法附則第二十三条第一項の規定の適用を受ける共済契約者に使用

される者を含む。次号及び次条において同じ。）であった者が、施行日以後

に退職した場合 

 二 施行日前に旧共済法第二条第九項に規定する被共済職員でなくなった者で

施行日以後にさらに新共済法第二条第十一項に規定する被共済職員となった

ものが、施行日以後に退職し、かつ、新共済法第十一条第六項又は第七項の

規定により施行日前の被共済職員期間と施行日以後の被共済職員期間とが合

算される場合 

第二十六条 施行日の前日に旧共済法第二条第九項に規定する被共済職員であっ

た者のうち、施行日以後において新共済法第二条第七項に規定する特定介護保

険施設等職員であるもの（同条第十項に規定する共済契約者（社会福祉事業法
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等改正法附則第二十三条第一項の規定の適用を受ける者を含む。次条第一項に

おいて同じ。）に継続して使用される者に限る。）については、新共済法第二

条第六項に規定する社会福祉施設等職員とみなして、新共済法第十五条、第十

八条及び第十九条の規定を適用する。 

第二十七条 この法律の施行の際現に特定介護保険施設等を経営している新共済

法第二条第十項に規定する共済契約者が、当該共済契約者に使用され、かつ、

当該特定介護保険施設等の業務に常時従事することを要する者であって、施行

日以後に同条第十一項に規定する被共済職員となったもののすべての同意を得

たときは、新共済法第六条第五項の規定にかかわらず、当該退職手当共済契約

のうち当該同意を得た被共済職員に関する部分を解除することができる。 

２ 前項の規定による退職手当共済契約の解除は、新共済法第六条第六項、第七

条及び第十一条第六項の規定の適用については、新共済法第六条第五項の規定

による退職手当共済契約の解除とみなす。 

 （罰則に関する経過措置） 

第五十五条 この法律の施行前にした行為及び附則第九条の規定によりなお従前

の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

 （その他の経過措置の政令への委任） 

第五十六条 附則第三条から第二十七条まで、第三十六条及び第三十七条に定め

るもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置

を含む。）は、政令で定める。 

 

   附 則 （平成一七年一一月七日法律第一二三号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 附則第二十四条、第四十四条、第百一条、第百三条、第百十六条から第百

十八条まで及び第百二十二条の規定 公布の日 

 二 第五条第一項（居宅介護、行動援護、児童デイサービス、短期入所及び共

同生活援助に係る部分を除く。）、第三項、第五項、第六項、第九項から第

十五項まで、第十七項及び第十九項から第二十二項まで、第二章第一節（サ

ービス利用計画作成費、特定障害者特別給付費、特例特定障害者特別給付費、

療養介護医療費、基準該当療養介護医療費及び補装具費の支給に係る部分に

限る。）、第二十八条第一項（第二号、第四号、第五号及び第八号から第十

号までに係る部分に限る。）及び第二項（第一号から第三号までに係る部分

に限る。）、第三十二条、第三十四条、第三十五条、第三十六条第四項（第

三十七条第二項において準用する場合を含む。）、第三十八条から第四十条

まで、第四十一条（指定障害者支援施設及び指定相談支援事業者の指定に係

る部分に限る。）、第四十二条（指定障害者支援施設等の設置者及び指定相

談支援事業者に係る部分に限る。）、第四十四条、第四十五条、第四十六条

第一項（指定相談支援事業者に係る部分に限る。）及び第二項、第四十七条、

第四十八条第三項及び第四項、第四十九条第二項及び第三項並びに同条第四

項から第七項まで（指定障害者支援施設等の設置者及び指定相談支援事業者

に係る部分に限る。）、第五十条第三項及び第四項、第五十一条（指定障害

者支援施設及び指定相談支援事業者に係る部分に限る。）、第七十条から第

七十二条まで、第七十三条、第七十四条第二項及び第七十五条（療養介護医

療及び基準該当療養介護医療に係る部分に限る。）、第二章第四節、第三章、

第四章（障害福祉サービス事業に係る部分を除く。）、第五章、第九十二条

第一号（サービス利用計画作成費、特定障害者特別給付費及び特例特定障害

者特別給付費の支給に係る部分に限る。）、第二号（療養介護医療費及び基

準該当療養介護医療費の支給に係る部分に限る。）、第三号及び第四号、第

九十三条第二号、第九十四条第一項第二号（第九十二条第三号に係る部分に

限る。）及び第二項、第九十五条第一項第二号（第九十二条第二号に係る部

分を除く。）及び第二項第二号、第九十六条、第百十条（サービス利用計画

作成費、特定障害者特別給付費、特例特定障害者特別給付費、療養介護医療

費、基準該当療養介護医療費及び補装具費の支給に係る部分に限る。）、第

百十一条及び第百十二条（第四十八条第一項の規定を同条第三項及び第四項

において準用する場合に係る部分に限る。）並びに第百十四条並びに第百十

五条第一項及び第二項（サービス利用計画作成費、特定障害者特別給付費、

特例特定障害者特別給付費、療養介護医療費、基準該当療養介護医療費及び

補装具費の支給に係る部分に限る。）並びに附則第十八条から第二十三条ま

で、第二十六条、第三十条から第三十三条まで、第三十五条、第三十九条か

ら第四十三条まで、第四十六条、第四十八条から第五十条まで、第五十二条、

第五十六条から第六十条まで、第六十二条、第六十五条、第六十八条から第

七十条まで、第七十二条から第七十七条まで、第七十九条、第八十一条、第

八十三条、第八十五条から第九十条まで、第九十二条、第九十三条、第九十

五条、第九十六条、第九十八条から第百条まで、第百五条、第百八条、第百

十条、第百十二条、第百十三条及び第百十五条の規定 平成十八年十月一日 

三 附則第六十三条、第六十六条、第九十七条及び第百十一条の規定 平成

二十四年四月一日 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第六十七条 施行日において現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第四条第一

項の規定により成立している退職手当共済契約（附則第二十五条の規定による

改正前の児童福祉法第三十四条の三第一項の規定による届出がなされた児童居

宅生活支援事業のうち児童居宅介護等事業、附則第三十四条の規定による改正

前の身体障害者福祉法第二十六条第一項の規定による届出がなされた身体障害

者居宅生活支援事業のうち身体障害者居宅介護等事業又は附則第五十一条の規

定による改正前の知的障害者福祉法第十八条の規定による届出がなされた知的

障害者居宅生活支援事業のうち知的障害者居宅介護等事業若しくは知的障害者

地域生活援助事業に係るものに限る。）は、第七十九条第二項の規定による届

出がなされた障害福祉サービス事業（附則第八条第二項の規定により障害福祉

サービス事業とみなされた事業を含む。）のうち居宅介護、行動援護、外出介

護又は共同生活援助を行う事業に係る退職手当共済契約とみなす。 

２ 施行日前に附則第六十四条の規定による改正前の社会福祉施設職員等退職手

当共済法の規定によってした退職手当共済契約の申込みその他の手続は、同条

の規定による改正後の同法の相当の規定によってしたものとみなす。 

第六十八条 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日において現に社会福祉施

設職員等退職手当共済法第四条第一項の規定により成立している退職手当共済

契約（社会福祉法第六十二条第一項の規定による届出がなされた附則第三十五

条の規定による改正前の身体障害者福祉法に規定する身体障害者更生援護施設

のうち身体障害者更生施設、身体障害者療護施設若しくは身体障害者授産施設

又は附則第五十二条の規定による改正前の知的障害者福祉法に規定する知的障

害者援護施設のうち知的障害者更生施設、知的障害者授産施設若しくは知的障

害者通勤寮に係るものに限る。）は、社会福祉法第六十二条第一項の規定によ

る届出がなされた附則第四十一条第一項の規定によりなお従前の例により運営

をすることができることとされた同項に規定する身体障害者更生援護施設又は

附則第五十八条第一項の規定によりなお従前の例により運営をすることができ

ることとされた同項に規定する知的障害者援護施設に係る退職手当共済契約と

みなす。 

２ 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日において現に社会福祉施設職員等

退職手当共済法第四条第一項の規定により成立している退職手当共済契約（第

七十九条第二項の規定による届出がなされた障害福祉サービス事業（附則第八

条第二項の規定により障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む。）のう

ち居宅介護、行動援護、外出介護又は共同生活援助を行う事業に係るものに限

る。）は、第七十九条第二項の規定による届出がなされた障害福祉サービス事

業のうち居宅介護、重度訪問介護、行動援護、共同生活介護若しくは共同生活

援助を行う事業又は移動支援事業に係る退職手当共済契約とみなす。 

３ 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日前に附則第六十五条の規定による

改正前の社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定によってした退職手当共済

契約の申込みその他の手続は、同条の規定による改正後の同法の相当の規定に

よってしたものとみなす。 

 （罰則の適用に関する経過措置） 

第百二十一条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前

の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

 （その他の経過措置の政令への委任） 

第百二十二条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経

過措置は、政令で定める。 

 

   附 則 （平成二〇年一二月三日法律第八五号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成二二年一二月一〇日法律第七一号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一及び二 略 

 三 第二条の規定（障害者自立支援法目次の改正規定、同法第一条の改正規定、

同法第二条第一項第一号の改正規定、同法第三条の改正規定、同法第四条第
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一項の改正規定、同法第二章第二節第三款中第三十一条の次に一条を加える

改正規定、同法第四十二条第一項の改正規定、同法第七十七条第一項第一号

の改正規定並びに同法第七十七条第三項及び第七十八条第二項の改正規定を

除く。）、第四条の規定（児童福祉法第二十四条の十一第一項の改正規定を

除く。）及び第六条の規定並びに附則第四条から第十条まで、第十九条から

第二十一条まで、第三十五条（第一号に係る部分に限る。）、第四十条、第

四十二条、第四十三条、第四十六条、第四十八条、第五十条、第五十三条、

第五十七条、第六十条、第六十二条、第六十四条、第六十七条、第七十条及

び第七十三条の規定 平成二十四年四月一日までの間において政令で定める

日（平成二三年政令第二九五号で平成二三年一〇月一日から施行） 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第五十五条 この法律の施行の際現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第四条

第一項の規定により成立している退職手当共済契約（旧児童福祉法第三十五条

第四項の認可を得た旧児童福祉法に規定する知的障害児施設、知的障害児通園

施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設又は重症心身障害児施設に係るもの

に限る。）は、新児童福祉法第三十五条第四項の認可を得た新児童福祉法に規

定する障害児入所施設又は新児童福祉法第三十四条の三第二項の規定による届

出がなされた障害児通所支援事業に係る退職手当共済契約とみなす。 

２ 施行日前に前条の規定による改正前の社会福祉施設職員等退職手当共済法の

規定によってした退職手当共済契約の申込みその他の手続は、同条の規定によ

る改正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法の相当の規定によってしたもの

とみなす。 

 

   附 則 （平成二三年五月二日法律第四〇号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 （調整規定） 

第十三条 この法律の施行の日が地域の自主性及び自立性を高めるための改革の

推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成二十三年法律第三十七号）

の施行の日前である場合には、前条のうち、障がい者制度改革推進本部等にお

ける検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地

域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律附則第一条第三号の改正

規定中「第七十三条」とあるのは「第七十四条」と、同法附則に三条を加える

改正規定中「第七十三条」とあるのは「第七十四条」と、「第七十四条」とあ

るのは「第七十五条」と、「第七十五条」とあるのは「第七十六条」とする。 

 

   附 則 （平成二四年六月二七日法律第五一号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十五年四月一日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 略 

 二 第二条、第四条、第六条及び第八条並びに附則第五条から第八条まで、第

十二条から第十六条まで及び第十八条から第二十六条までの規定 平成二十

六年四月一日 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第十六条 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の際現に社会福祉施設職員等退

職手当共済法第四条第一項の規定により成立している退職手当共済契約（平成

二十六年改正前障害者総合支援法第七十九条第二項の規定による届出がなされ

た平成二十六年改正前障害者総合支援法第五条第十項に規定する共同生活介護

を行う事業に係るものに限る。）は、平成二十六年改正後障害者総合支援法第

七十九条第二項の規定による届出がなされた平成二十六年改正後障害者総合支

援法第五条第十五項に規定する共同生活援助を行う事業に係る退職手当共済契

約とみなす。 

 

   附 則 （平成二四年八月二二日法律第六七号） 抄 

この法律は、子ども・子育て支援法の施行の日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 第二十五条及び第七十三条の規定 公布の日 

 

   附 則 （平成二五年一二月一三日法律第一〇五号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、附則第三条

及び第十一条の規定は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成二六年五月三〇日法律第四二号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令

で定める日から施行する。（平成二七年政令第二九号で平成二八年四月一日か

ら施行） 

 

   附 則 （平成二八年三月三一日法律第二一号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 第五条及び第六条の規定並びに附則第五条、第七条、第九条、第三十一条、

第三十二条、第三十四条及び第三十五条の規定 公布の日 

 二 第一条、第三条及び第四条の規定並びに次条から附則第四条までの規定並

びに附則第六条、第二十六条から第三十条まで、第三十三条、第三十六条及

び第三十八条の規定 平成二十八年四月一日 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第二十六条 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の際現に社会福祉施設職員等

退職手当共済法第四条第一項の規定により成立している退職手当共済契約（児

童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十四条の三第二項の規定によ

る届出がされた障害児通所支援事業、同法第三十五条第四項の規定による認可

を受けた障害児入所施設、社会福祉法第六十二条第一項の規定による届出がさ

れた障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七

年法律第百二十三号）に規定する障害者支援施設又は同法第七十九条第二項の

規定による届出がされた障害福祉サービス事業のうち居宅介護、重度訪問介護、

同行援護、行動援護、療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継

続支援若しくは共同生活援助を行う事業若しくは移動支援事業（以下「障害者

支援施設等」と総称する。）に係るものに限る。）は、第三条の規定による改

正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「新共済法」という。）第二

条第三項に規定する特定介護保険施設等（以下「特定介護保険施設等」とい

う。）に係る退職手当共済契約とみなす。 

２ 第二号施行日前に障害者支援施設等を経営していた社会福祉施設職員等退職

手当共済法第二条第十項に規定する共済契約者（社会福祉の増進のための社会

福祉事業法等の一部を改正する等の法律（平成十二年法律第百十一号。附則第

二十八条第二項第一号において「社会福祉事業法等改正法」という。）附則第

二十三条第一項の規定の適用を受ける者を含む。以下「共済契約者」という。）

が、第二号施行日前に厚生労働省令で定めるところにより独立行政法人福祉医

療機構（次条及び附則第三十五条第二項において「機構」という。）に届け出

たときは、第二号施行日以後新たに当該共済契約者に使用され、かつ、特定介

護保険施設等（当該障害者支援施設等に限る。）の業務に常時従事することを

要する者となる者（社会福祉施設職員等退職手当共済法第二条第六項に規定す

る社会福祉施設等職員を除く。）については、前項及び社会福祉施設職員等退

職手当共済法第二条第十一項の規定にかかわらず、同項に規定する被共済職員

でないものとする。 

第二十七条 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の際現に特定介護保険施設等

（障害者支援施設等に限る。附則第三十条第一項において同じ。）を経営して

いる社会福祉施設職員等退職手当共済法第二条第五項に規定する経営者が、第

二号施行日前に第三条の規定による改正前の社会福祉施設職員等退職手当共済

法（以下「旧共済法」という。）の規定によってした退職手当共済契約の申込

みは、新共済法第二条第三項の規定により機構に申し出てしたものとみなす。 

第二十八条 新共済法第八条、第九条及び第十一条第八項の規定並びに附則第三

項から第五項までの規定は、第二号施行日以後に退職（社会福祉施設職員等退

職手当共済法第七条に規定する退職をいう。以下同じ。）をした者について適

用し、第二号施行日前に退職をした者については、なお従前の例による。 

２ 次の各号に掲げる場合において、当該各号に規定する者が第二号施行日の前

日に当該退職をした理由と同一の理由により退職をしたものとみなして、政令

で定めるところにより、旧共済法第八条及び第九条、社会福祉施設職員等退職

手当共済法第九条の二、旧共済法第十一条並びに介護保険法等の一部を改正す

る法律（平成十七年法律第七十七号）附則第二十五条第二項の規定の例により

計算した場合の退職手当金の額が、新共済法第八条及び第九条、新共済法附則

第五項の規定により読み替えて適用する社会福祉施設職員等退職手当共済法第

九条の二並びに新共済法第十一条並びに附則第三項及び第四項の規定により計

算した退職手当金の額よりも多いときは、これらの規定にかかわらず、その多

い額をもってその者に支給すべき退職手当金の額とする。 

 一 第二号施行日の前日に社会福祉施設職員等退職手当共済法第二条第十一項

に規定する被共済職員（社会福祉事業法等改正法附則第二十三条第一項の規



－172－ －173－

 

定の適用を受ける共済契約者に使用される者を含む。以下「被共済職員」と

いう。）であった者が、第二号施行日以後に退職をした場合 

 二 第二号施行日前に被共済職員でなくなった者で第二号施行日以後にさらに

被共済職員となったものが、第二号施行日以後に退職をし、かつ、社会福祉

施設職員等退職手当共済法第十一条第六項又は第七項の規定により第二号施

行日前の被共済職員期間と第二号施行日以後の被共済職員期間とが合算され

る場合 

第二十九条 第二号施行日の前日に被共済職員であった者のうち、第二号施行日

以後において社会福祉施設職員等退職手当共済法第二条第七項に規定する特定

介護保険施設等職員であるもの（共済契約者に継続して使用される者であって、

附則第一条第二号に掲げる規定の施行の際現に存する障害者支援施設等の業務

に常時従事することを要するものに限る。）については、同法第二条第六項に

規定する社会福祉施設等職員とみなして、同法第十五条、新共済法第十八条及

び社会福祉施設職員等退職手当共済法第十九条の規定を適用する。 

第三十条 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の際現に特定介護保険施設等を

経営している共済契約者が、当該共済契約者に使用され、かつ、当該特定介護

保険施設等の業務に常時従事することを要する者であって、第二号施行日以後

に被共済職員となったものの全ての同意を得たときは、社会福祉施設職員等退

職手当共済法第六条第五項の規定にかかわらず、当該退職手当共済契約のうち

当該同意を得た被共済職員に関する部分を解除することができる。 

２ 前項の規定による退職手当共済契約の解除は、社会福祉施設職員等退職手当

共済法第六条第六項、第七条及び第十一条第六項の規定の適用については、同

法第六条第五項の規定による退職手当共済契約の解除とみなす。 

 （罰則の適用に関する経過措置） 

第三十三条 この法律（附則第一条第二号に掲げる規定にあっては、当該規定。

以下この条において同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりな

お従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 （政令への委任） 

第三十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 （検討） 

第三十五条 政府は、この法律の公布後五年を目途として、この法律による改正

後のそれぞれの法律（以下この項において「改正後の各法律」という。）の施

行の状況等を勘案し、改正後の各法律の規定について検討を加え、必要がある

と認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、平成二十九年度までに、社会福祉施設職員等退職手当共済制度に関

し、総合的な子ども・子育て支援の実施の状況を勘案し、機構に対する国の財

政措置（児童福祉法第三十九条第一項に規定する保育所及び就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七

十七号）第二条第七項に規定する幼保連携型認定こども園の職員に係る退職手

当金の支給に要する費用に関するものに限る。）の見直しについて検討を加え、

その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

   附 則 （平成二八年六月三日法律第六三号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成二八年六月三日法律第六五号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成三十年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成三〇年六月八日法律第四四号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成三十年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉施設職員等退職手当共済法施行令 
（昭和三十六年八月五日政令第二百八十六号） 

最終改正：平成二十八年三月三十一日政令第百八十五号 

 

 （社会福祉施設） 

第一条 社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「法」という。）第二条第一

項第五号に規定する施設は、次に掲げる施設とする。 

 一 売春防止法（昭和三十一年法律第百十八号）に規定する婦人保護施設であ

つて、当該施設における要保護女子の収容保護及びこれに伴い必要な事務に

要する費用について、同法第三十八条第一項第四号の規定による都道府県の

支弁が行われているもの 

 二 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）に規定する軽費老人ホーム

であつて、厚生労働大臣が定める基準に適合するもの（第二条の二第一号に

掲げるものを除く。） 

 三 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）に規定する視聴覚

障害者情報提供施設であつて、厚生労働大臣が定める基準に適合するもの 

 四 授産施設であつて、厚生労働大臣が定める基準に適合するもの 

 五 身体障害者福祉法に規定する身体障害者福祉センターのうち、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二

十三号）第七十七条第一項第九号の事業に相当する事業を行うものであつて、

厚生労働大臣が定める基準に適合するもの（同号の事業に相当する事業を行

う部分に限る。） 

 （特定社会福祉事業） 

第二条 法第二条第二項第三号の政令で定める社会福祉事業は、児童福祉法（昭

和二十二年法律第百六十四号）第三十四条の十五第二項の規定による認可を受

けた小規模保育事業とする。 

 （特定介護保険施設等） 

第二条の二 法第二条第三項第七号の政令で定める施設又は事業は、次に掲げる

施設又は事業とする。 

 一 老人福祉法に規定する軽費老人ホームであつて、介護保険法（平成九年法

律第百二十三号）第四十一条第一項本文、第四十二条の二第一項本文又は第

五十三条第一項本文の指定に係るもの 

 二 老人福祉法に規定する老人福祉センターのうち、同法に規定する老人デイ

サービス事業を行うものであつて、厚生労働大臣が定める基準に適合するも

の（老人デイサービス事業を行う部分に限る。） 

 三 老人福祉法に規定する老人デイサービスセンターであつて、厚生労働大臣

が定める基準に適合するもの 

 四 老人福祉法に規定する老人短期入所施設であつて、厚生労働大臣が定める

基準に適合するもの 

 五 老人福祉法第十四条の規定による届出がなされた複合型サービス福祉事業

であつて、厚生労働大臣が定める基準に適合するもの 

 六 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する

地域活動支援センターであつて、厚生労働大臣が定める基準に適合するもの 

 七 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する

福祉ホームであつて、厚生労働大臣が定める基準に適合するもの 

 八 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十九条

第二項の規定による届出がなされた障害福祉サービス事業のうち短期入所又

は重度障害者等包括支援を行う事業 

 （退職手当金の額の計算の基礎となる額） 

第三条 法第八条第一項に規定する政令で定める額は、退職（法第七条に規定す

る退職をいう。以下同じ。）した者の退職の日の属する月前（退職の日が月の

末日である場合は、その月以前）における被共済職員期間の計算の基礎となつ

た最後の六月の本俸の総額を六で除して得た額についての次の表の上欄に掲げ

る区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる額とする。 

七四、〇〇〇円未満 六二、〇〇〇円 

七四、〇〇〇円以上 八六、〇〇〇円未満 七四、〇〇〇円 

八六、〇〇〇円以上 一〇〇、〇〇〇円未満 八六、〇〇〇円 

一〇〇、〇〇〇円以上 一一五、〇〇〇円未満 一〇〇、〇〇〇円 

一一五、〇〇〇円以上 一三〇、〇〇〇円未満 一一五、〇〇〇円 

一三〇、〇〇〇円以上 一四五、〇〇〇円未満 一三〇、〇〇〇円 

一四五、〇〇〇円以上 一六〇、〇〇〇円未満 一四五、〇〇〇円 

一六〇、〇〇〇円以上 一七五、〇〇〇円未満 一六〇、〇〇〇円 

一七五、〇〇〇円以上 一九〇、〇〇〇円未満 一七五、〇〇〇円 

一九〇、〇〇〇円以上 二〇五、〇〇〇円未満 一九〇、〇〇〇円 

二〇五、〇〇〇円以上 二二〇、〇〇〇円未満 二〇五、〇〇〇円 
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二二〇、〇〇〇円以上 二三五、〇〇〇円未満 二二〇、〇〇〇円 

二三五、〇〇〇円以上 二五〇、〇〇〇円未満 二三五、〇〇〇円 

二五〇、〇〇〇円以上 二六五、〇〇〇円未満 二五〇、〇〇〇円 

二六五、〇〇〇円以上 二八〇、〇〇〇円未満 二六五、〇〇〇円 

二八〇、〇〇〇円以上 三〇〇、〇〇〇円未満 二八〇、〇〇〇円 

三〇〇、〇〇〇円以上 三二〇、〇〇〇円未満 三〇〇、〇〇〇円 

三二〇、〇〇〇円以上 三四〇、〇〇〇円未満 三二〇、〇〇〇円 

三四〇、〇〇〇円以上 三六〇、〇〇〇円未満 三四〇、〇〇〇円 

三六〇、〇〇〇円以上 三六〇、〇〇〇円 

  

 （障害の程度） 

第四条 法第九条に規定する政令で定める程度の障害の状態は、厚生年金保険法

（昭和二十九年法律第百十五号）第四十七条第二項に規定する障害等級に該当

する程度の障害の状態とする。 

 （被共済職員期間を合算する場合の退職理由） 

第五条 法第十一条第七項の政令で定める理由は、引き続き一年以上被共済職員

である者が、その者に係る共済契約者の経営する共済契約対象施設等の業務及

び共済契約対象施設等以外の施設又は事業の業務を兼務することを要するもの

となつたこと（兼務するそれぞれの業務の勤務時間の一週間の合計が、当該共

済契約対象施設等の業務に常時従事する者の一週間の勤務時間に見合う場合に

限る。）とする。 

 （掛金の額） 

第六条 法第十五条第二項第一号に規定する社会福祉施設等職員に係る掛金の額

は、単位掛金額（次条の規定により厚生労働大臣が定める額をいう。以下同

じ。）に当該事業年度の初日において当該共済契約者が使用する社会福祉施設

等職員の数を乗じて得た額とする。 

２ 法第十五条第二項第二号に規定する特定介護保険施設等職員に係る掛金の額

は、単位掛金額に三を乗じて得た額に当該事業年度の初日において当該共済契

約者が使用する特定介護保険施設等職員の数を乗じて得た額とする。ただし、

当該特定介護保険施設等職員が使用される施設又は事業所が次の各号に掲げる

ものである場合にあつては、当該特定介護保険施設等職員に係る掛金の額は、

単位掛金額に当該各号に定める数を乗じて得た額と、単位掛金額に三を乗じて

得た額に当該事業年度の初日において当該施設又は事業所において使用する特

定介護保険施設等職員の数から当該各号に定める数を控除して得た数を乗じて

得た額との合計額とする。 

 一 法第二条第三項第二号に掲げる施設であつて、かつ、児童福祉法第二十七

条第一項の規定により同項第三号の措置がとられた児童に関する業務量の割

合として厚生労働省令で定めるところにより算定したもの（以下この条にお

いて「措置入所障害児関係業務割合」という。）が零を上回るもの 当該事

業年度の初日において当該施設において使用する特定介護保険施設等職員の

数に当該施設の措置入所障害児関係業務割合を乗じて得た数（その数に一に

満たない端数があるときは、これを切り捨てて得た数。以下「措置入所障害

児関係業務従事職員数」という。） 

 二 法第二条第三項第一号、第三号若しくは第六号又は第二条の二第八号に掲

げる事業を行う事業所であつて、かつ、特定社会福祉事業に関する業務量の

割合として厚生労働省令で定めるところにより算定したもの（以下この条に

おいて「特定社会福祉事業割合」という。）が三分の一以上であるもの 当

該事業年度の初日において当該事業所において使用する特定介護保険施設等

職員の数に当該事業所の特定社会福祉事業割合を乗じて得た数（その数に一

に満たない端数があるときは、これを切り捨てて得た数。以下「特定職員数」

という。） 

３ 法第十五条第二項第三号に規定する申出施設等職員に係る掛金の額は、単位

掛金額に三を乗じて得た額に当該事業年度の初日において当該共済契約者が使

用する申出施設等職員の数を乗じて得た額とする。 

４ 新たに退職手当共済契約が締結された場合における当該契約の申込みの日が

属する事業年度分の掛金の額は、前三項の規定にかかわらず、単位掛金額に当

該契約の申込みの日における第一号に掲げる数と第二号に掲げる数とを合計し

た数を乗じて得た額を十二で除して得た額に、その申込みの日の属する月から

当該事業年度の末日の属する月までの月数を乗じて得た額とする。 

 一 当該共済契約者が使用する社会福祉施設等職員の数。ただし、次のイに掲

げる場合にあつては当該社会福祉施設等職員の数とイに定める数とを合計し

た数とし、次のロに掲げる場合にあつては当該社会福祉施設等職員の数とロ

に定める数とを合計した数とする。 

  イ 当該特定介護保険施設等職員を使用する施設が第二項第一号に掲げる施

設に該当する場合 当該施設において使用する特定介護保険施設等職員の

数に当該施設の措置入所障害児関係業務割合を乗じて得た数（その数に一

に満たない端数があるときは、これを切り捨てて得た数。以下この条にお

いて「新規措置入所障害児関係業務従事職員数」という。） 

  ロ 当該特定介護保険施設等職員を使用する事業所が第二項第二号に掲げる

事業所に該当する場合 当該事業所において使用する特定介護保険施設等

職員の数に当該事業所の特定社会福祉事業割合を乗じて得た数（その数に

一に満たない端数があるときは、これを切り捨てて得た数。以下この条に

おいて「新規特定職員数」という。） 

 二 当該共済契約者が使用する特定介護保険施設等職員の数と申出施設等職員

の数とを合計した数に三を乗じて得た数。ただし、前号イに掲げる場合にあ

つては当該合計した数から新規措置入所障害児関係業務従事職員数を、同号

ロに掲げる場合にあつては当該合計した数から新規特定職員数を、それぞれ

控除して得た数に三を乗じて得た数とする。 

５ 新たに退職手当共済契約が締結された場合であつて、かつ、当該契約の申込

みの日において当該共済契約者が第二項第一号に掲げる施設と同項第二号に掲

げる事業所のいずれも経営する場合におけるその申込みの日が属する事業年度

分の掛金の額は、前各項の規定にかかわらず、単位掛金額に当該契約の申込み

の日における第一号に掲げる数と第二号に掲げる数とを合計した数を乗じて得

た額を十二で除して得た額に、その申込みの日の属する月から当該事業年度の

末日の属する月までの月数を乗じて得た額とする。 

 一 当該共済契約者が使用する社会福祉施設等職員の数、新規措置入所障害児

関係業務従事職員数及び新規特定職員数を合計した数 

 二 当該共済契約者が使用する特定介護保険施設等職員の数と申出施設等職員

の数とを合計した数から新規措置入所障害児関係業務従事職員数と新規特定

職員数とを合計した数を控除して得た数に三を乗じて得た数 

 （単位掛金額） 

第七条 単位掛金額は、毎事業年度、当該事業年度において支給される退職手当

金の見込額から第一号に掲げる額を控除して得た額を第二号に掲げる数で除し

て得た額を基準として厚生労働大臣が定める。 

 一 次に掲げる額の合計額 

  イ 国が当該事業年度において独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」と

いう。）に対し交付する法第十八条に規定する費用に係る補助金の見込額 

  ロ 各都道府県が当該事業年度において機構に対し交付する法第十九条に規

定する補助金の見込額の合計額 

 二 次に掲げる数の合計数 

  イ 当該事業年度の初日における社会福祉施設等職員（被共済職員である者

に限る。）の見込数、措置入所障害児関係業務従事職員数の見込数及び特

定職員数の見込数を合計した数 

  ロ 当該事業年度の初日における特定介護保険施設等職員の見込数と申出施

設等職員の見込数とを合計した数から措置入所障害児関係業務従事職員数

の見込数と特定職員数の見込数とを合計した数を控除して得た数に三を乗

じて得た数 

 （国の補助の対象となる特定介護保険施設等職員） 

第八条 法第十八条第一号の政令で定める者は、第六条第二項第二号に掲げる事

業所において使用する特定介護保険施設等職員とする。 

２ 法第十八条第二号の政令で定める者は、第六条第二項第一号に掲げる施設に

おいて使用する特定介護保険施設等職員とする。 

 （補助金算定対象額） 

第九条 法第十八条に規定する補助金算定対象額は、当該事業年度における退職

手当金の支給に要する費用の額に当該事業年度の初日における社会福祉施設等

職員（被共済職員である者に限る。）の数、措置入所障害児関係業務従事職員

数及び特定職員数を合計した数を同日における被共済職員の数で除して得た数

を乗じて得た額とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この政令は、昭和三十六年十月一日から施行する。ただし、第四条及び第五

条の規定は、昭和三十七年四月一日から施行する。 

 （施設又は事業の転換を行う場合の特例） 

２ 法附則第二項の政令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 法第二条第一項第四号に掲げる施設を第二条の二第一号に掲げる施設へ転

換する場合 

 二 第一条第二号に掲げる施設を第二条の二第一号に掲げる施設へ転換する場

合 
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 三 障害者自立支援法の一部の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（平成

十八年政令第三百二十号）第二十条の規定による改正前の第一条第六号に掲

げる施設のうち障害者自立支援法附則第四十六条の規定による改正前の精神

保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）に

規定する精神障害者地域生活支援センターであつて、厚生労働大臣が定める

基準に適合するものを障害者自立支援法に規定する相談支援事業を行う施設

へ転換する場合 

３ 前項各号に掲げる場合において、当該転換の際現に法第四条第一項の規定に

より成立している退職手当共済契約（前項各号に掲げる施設に係るものに限る。

以下「転換退職手当共済契約」という。）は、特定介護保険施設等に係る退職

手当共済契約とみなす。この場合において、転換後の前項第三号の施設は、特

定介護保険施設等とみなして、法の規定を適用する。 

４ 附則第二項各号に掲げる場合において、当該転換をする日（以下「転換日」

という。）前に転換されることとなる施設を経営していた共済契約者（社会福

祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律（平成十二年法

律第百十一号）附則第二十三条第一項の規定の適用を受ける者を含む。以下同

じ。）が、転換日前に厚生労働省令で定めるところにより機構に届け出たとき

は、転換日以後新たに当該共済契約者に使用され、かつ、当該転換後の施設の

業務に常時従事することを要する者となる者については、前項及び法第二条第

十一項の規定にかかわらず、被共済職員でないものとする。 

５ 附則第二項各号に掲げる場合において、転換日の前日に被共済職員であつた

者のうち、転換日以後において当該転換後の施設に係る特定介護保険施設等職

員又は転換日以後において当該転換後の同項第三号の施設に常時従事すること

を要する者であるもの（共済契約者に継続して使用される者に限る。）につい

ては、社会福祉施設等職員とみなして、法第十五条、第十八条及び第十九条の

規定を適用する。 

６ 附則第二項各号に掲げる場合において、当該転換の際現に当該転換後の施設

を経営している共済契約者が、当該共済契約者に使用され、かつ、当該転換後

の施設の業務に常時従事することを要する者であつて、転換日以後に被共済職

員となつたもののすべての同意を得たときは、法第六条第五項の規定にかかわ

らず、当該転換退職手当共済契約のうち当該同意を得た被共済職員に関する部

分を解除することができる。 

７ 前項の規定による転換退職手当共済契約の解除は、法第六条第六項、第七条

及び第十一条第六項の規定の適用については、法第六条第五項の規定による退

職手当共済契約の解除とみなす。 

 

   附 則 （昭和三八年七月一一日政令第二四七号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、昭和三十八年八月一日から施行し、この政令による改正後

の公職選挙法施行令（昭和二十五年政令第八十九号）の規定は、この政令の施

行の日から起算して三箇月を経過した日後にその期日が公示され、又は告示さ

れる選挙から適用する。 

 

   附 則 （昭和三九年三月三一日政令第八四号） 

 この政令は、昭和三十九年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和四二年八月一日政令第二二五号） 抄 

 （施行期日） 

１ この政令は、公布の日から施行する。 

 （社会福祉施設職員退職手当共済法施行令の一部改正に伴う経過措置） 

４ この政令による改正前の社会福祉施設職員退職手当共済法施行令第一条第二

号の規定に該当する施設のうち、社会福祉施設職員退職手当共済法（昭和三十

六年法律第百五十五号）第二条第一項第四号の規定に該当しない施設であつて、

この政令の施行の際現に当該施設の経営者が当該施設の職員について退職手当

共済契約を締結しているものは、当該退職手当共済契約が引き続き効力を有す

る間、社会福祉施設職員退職手当共済法第二条第一項第六号に規定する施設と

する。 

 

   附 則 （昭和四四年三月二七日政令第三三号） 

 この政令は、昭和四十四年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和四五年四月二〇日政令第七八号） 

 この政令は、公布の日から施行し、この政令による改正後の第二条の規定は、

昭和四十五年四月一日以後の退職に係る退職手当金について適用する。 

 

   附 則 （昭和四六年四月二〇日政令第一三二号） 

 この政令は、公布の日から施行し、この政令による改正後の第二条の規定は、

昭和四十六年四月一日以後の退職に係る退職手当金について適用する。 

 

   附 則 （昭和四七年三月三一日政令第五一号） 

 この政令は、昭和四十七年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和四八年四月二三日政令第九七号） 抄 

１ この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、昭和四十八年

四月一日から適用する。 

 

   附 則 （昭和四九年四月一日政令第九三号） 

 この政令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五〇年四月八日政令第一一〇号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、昭和五十年四月

一日から適用する。 

 

   附 則 （昭和五一年三月二六日政令第三四号） 抄 

 （施行期日） 

１ この政令は、昭和五十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五一年八月二〇日政令第二二六号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、昭和五十一年四

月一日から適用する。 

 

   附 則 （昭和五二年七月一五日政令第二三二号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、昭和五十二年四

月一日から適用する。 

 

   附 則 （昭和五三年四月五日政令第一〇〇号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、昭和五十三年四

月一日から適用する。 

 

   附 則 （昭和五四年四月四日政令第九三号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、昭和五十四年四

月一日から適用する。 

 

   附 則 （昭和五六年四月三日政令第一〇七号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、昭和五十六年四

月一日から適用する。 

 

   附 則 （昭和五七年八月三一日政令第二三六号） 

 この政令は、昭和五十七年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五八年四月五日政令第七八号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、昭和五十八年四

月一日から適用する。 

 

   附 則 （昭和五九年一二月一一日政令第三四二号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、法の施行の日（昭和六十年一月一日）から施行する。 

 

   附 則 （昭和六〇年四月六日政令第九五号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、昭和六十年四月

一日から適用する。 

 

   附 則 （昭和六一年三月二八日政令第五三号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、昭和六十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和六一年四月五日政令第一〇二号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、昭和六十一年四

月一日から適用する。 
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   附 則 （昭和六三年四月八日政令第一一四号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、昭和六十三年四

月一日から適用する。 

 

   附 則 （平成元年五月二九日政令第一四八号） 

 この政令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成二年六月八日政令第一四四号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、平成二年四月一

日から適用する。 

 

   附 則 （平成二年一二月七日政令第三四七号） 抄 

 この政令は、平成三年一月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成三年四月一二日政令第一二八号） 

 この政令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成四年四月一〇日政令第一三〇号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、平成四年四月一

日から適用する。 

 

   附 則 （平成四年六月三〇日政令第二三六号） 

 この政令は、平成四年七月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成五年四月一日政令第一三三号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、平成五年四月一

日から適用する。 

 

   附 則 （平成六年六月二四日政令第一七六号） 

 この政令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成七年六月三〇日政令第二七八号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、平成七年七月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成九年四月一日政令第一四七号） 

 この政令は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、平成九年四月一

日から適用する。 

 

   附 則 （平成一〇年一一月二六日政令第三七二号） 

 この政令は、平成十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一二年一月二一日政令第一一号） 

 

 この政令は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律等の一部を改正する法

律の施行の日（平成十二年四月一日）から施行する。 

 

   附 則 （平成一二年六月七日政令第三〇九号） 抄 

 （施行期日） 

１ この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の

施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。 

 

   附 則 （平成一二年六月七日政令第三三四号） 

 この政令は、公布の日から施行する。 

 

    附 則 （平成一二年一〇月一二日政令第四四八号） 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、平成十三年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一三年三月二八日政令第八〇号） 

 この政令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成一三年一〇月一九日政令第三三三号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、平成十四年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一四年四月一日政令第一五〇号） 

 この政令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成一五年九月三日政令第三九三号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、公布の日から施行する。ただし、附則第六条から第二十四

条までの規定は、平成十五年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一七年八月三日政令第二七二号） 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、介護保険法等の一部を改正する法律（以下「改正法」とい

う。）の施行の日（平成十八年四月一日。附則第五条第一項において「施行日」

という。）から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 改正法附則第二十三条第一項の政令で定める施設又は事業は、この政令

による改正前の社会福祉施設職員等退職手当共済法施行令第一条第二号に掲げ

る施設（介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第四十一条第一項本文の指

定に係るものに限る。）並びに同令第一条第五号、第六号及び第九号に掲げる

施設とする。 

第三条 改正法附則第二十五条第二項の規定により同項各号に規定する者につい

て改正法第十六条の規定による改正前の社会福祉施設職員等退職手当共済法

（以下「旧法」という。）第八条から第九条の二まで及び第十一条並びに附則

第二項及び第三項並びに社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改

正する等の法律（平成十二年法律第百十一号。次条において「社会福祉事業法

等改正法」という。）附則第二十五条第二項の規定の例により退職手当金の額

を計算する場合においては、旧法第八条第一項の政令で定める額は、現に退職

（改正法第十六条の規定による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法

（次条において「新法」という。）第七条に規定する退職をいう。以下この条

において同じ。）した日の属する月前（退職した日が月の末日である場合は、

その月以前）における被共済職員期間の計算の基礎となった最後の六月の本俸

の総額を六で除して得た額についての社会福祉施設職員等退職手当共済法施行

令第三条の表の上欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる額とす

る。 

第四条 新法第四条の二第二項の規定により平成十八年四月三十日までの間に新

法第二条第三項に規定する特定介護保険施設等となったものとみなされたこと

により同条第七項に規定する特定介護保険施設等職員（以下「特定介護保険施

設等職員」という。）となった者（同月一日において現に同条第十項に規定す

る共済契約者（社会福祉事業法等改正法附則第二十三条第一項の規定の適用を

受ける者を含む。次条第一項において「共済契約者」という。）に使用され、

かつ、その者の経営する当該特定介護保険施設等とみなされた施設又は事業の

業務に常時従事することを要する者に限る。）については、同月一日において

特定介護保険施設等職員となったものとみなす。 

第五条 当分の間、社会福祉施設職員等退職手当共済法施行令第六条第二項第二

号に掲げる事業所（法第二条第三項第三号に掲げる事業を行う事業所に限る。

次項において同じ。）に使用される特定介護保険施設等職員について、改正法

附則第二十六条の規定を適用しないものとして同令第六条第二項第二号の規定

により算定した同号に規定する特定職員数が、施行日の前日に旧法第二条第九

項に規定する被共済職員であった者のうち、施行日以後において特定介護保険

施設等職員であるもの（共済契約者に継続して使用され、かつ、当該事業所の

業務に常時従事することを要する者に限る。以下この条において「既加入職員」

という。）の数より多いときは、当該既加入職員については、改正法附則第二

十六条の規定は適用しない。 

２ 当分の間、社会福祉施設職員等退職手当共済法施行令第六条第二項第二号に

掲げる事業所に使用される特定介護保険施設等職員について、改正法附則第二

十六条の規定を適用しないものとして同号の規定により算定した同号に規定す

る特定職員数が、既加入職員の数より少ないとき、又は既加入職員の数と同じ

であるときは、当該事業所に使用される特定介護保険施設等職員については、

同項ただし書の規定は適用しない。 

 

   附 則 （平成一八年一月二五日政令第一〇号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、平成十八年四月一日から施行する。 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法施行令の一部改正に伴う経過措置） 
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第二十三条 施行日において現に社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和三十

六年法律第百五十五号）第四条第一項の規定により成立している退職手当共済

契約（旧身体障害者福祉法に規定する身体障害者福祉センターのうち、旧身体

障害者福祉法に規定する身体障害者デイサービス事業を行うものであって、厚

生労働大臣が定める基準に適合するもの（身体障害者デイサービス事業を行う

部分に限る。）に係るものに限る。）は、身体障害者福祉法に規定する身体障

害者福祉センターのうち、法に規定する障害者デイサービス（旧身体障害者福

祉法に規定する身体障害者デイサービスに限る。以下この項において同じ。）

を行う事業を行うものであって、厚生労働大臣が定める基準に適合するもの

（障害者デイサービスを行う事業を行う部分に限る。）に係る退職手当共済契

約とみなす。 

２ 施行日において現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第四条第一項の規定

により成立している退職手当共済契約（法附則第四十五条の規定による改正前

の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第五十条の三第一項の規定による

届出がなされた精神障害者居宅生活支援事業に係るものに限る。）は、法第七

十九条第二項の規定による届出がなされた障害福祉サービス事業（法附則第八

条第二項の規定により障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む。以下こ

の条において同じ。）のうち居宅介護、行動援護、外出介護、短期入所又は共

同生活援助を行う事業に係る退職手当共済契約とみなす。 

３ 施行日において現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第四条第一項の規定

により成立している退職手当共済契約（旧児童福祉法第三十四条の三第一項の

規定による届出がなされた児童居宅生活支援事業のうち児童短期入所事業、旧

身体障害者福祉法第二十六条第一項の規定による届出がなされた身体障害者居

宅生活支援事業のうち身体障害者短期入所事業又は旧知的障害者福祉法第十八

条の規定による届出がなされた知的障害者居宅生活支援事業のうち知的障害者

短期入所事業に限る。）は、法第七十九条第二項の規定による届出がなされた

障害福祉サービス事業のうち短期入所を行う事業に係る退職手当共済契約とみ

なす。 

４ 施行日において現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第四条第一項の規定

により成立している退職手当共済契約（旧児童福祉法第三十四条の三第一項の

規定による届出がなされた児童居宅生活支援事業のうち児童デイサービス事業

に係るものに限る。）は、法第七十九条第二項の規定による届出がなされた障

害福祉サービス事業のうち児童デイサービスを行う事業に係る退職手当共済契

約とみなす。 

５ 施行日において現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第四条第一項の規定

により成立している退職手当共済契約（旧身体障害者福祉法第二十六条第一項

の規定による届出がなされた身体障害者居宅生活支援事業のうち身体障害者デ

イサービス事業又は旧知的障害者福祉法第十八条の規定による届出がなされた

知的障害者居宅生活支援事業のうち知的障害者デイサービス事業に係るものに

限る。）は、法第七十九条第二項の規定による届出がなされた障害福祉サービ

ス事業のうち障害者デイサービス事業に係る退職手当共済契約とみなす。 

 

   附 則 （平成一八年三月三一日政令第一五四号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、平成十八年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一八年九月二六日政令第三二〇号）  

 この政令は、障害者自立支援法の一部の施行の日（平成十八年十月一日）から

施行する。 

 

   附 則 （平成二三年一二月二日政令第三七六号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、平成二十四年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成二四年二月三日政令第二六号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、平成二十四年四月一日から施行する。 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法施行令の一部改正に伴う経過措置） 

第四条 この政令の施行の際現に社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和三十

六年法律第百五十五号）第四条第一項の規定により成立している退職手当共済

契約（旧自立支援法附則第四十八条の規定によりなお従前の例により運営をす

ることができることとされた同条に規定する精神障害者社会復帰施設であって、

厚生労働大臣が定める基準に適合するものに係るものに限る。）は、社会福祉

法（昭和二十六年法律第四十五号）第六十二条第一項の規定による届出がなさ

れた障害者自立支援法に規定する障害者支援施設に係る退職手当共済契約とみ

なす。 

２ この政令の施行の際現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第四条第一項の

規定により成立している退職手当共済契約（旧自立支援法第七十九条第二項の

規定による届出がなされた障害福祉サービス事業のうち児童デイサービスを行

う事業に係るものに限る。）は、新児童福祉法第三十四条の三第二項の規定に

よる届出がなされた障害児通所支援事業に係る退職手当共済契約とみなす。 

 

   附 則 （平成二五年一月一八日政令第五号） 

 この政令は、平成二十五年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成二六年九月三日政令第三〇〇号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、子ども・子育て支援法の施行の日から施行する。 

 

   附 則 （平成二八年三月三一日政令第一八五号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、平成二十八年四月一日から施行する。 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法施行令の一部改正に伴う経過措置） 

第二条 この政令の施行の際現に共済法第四条第一項の規定により成立している

共済法第二条第九項に規定する退職手当共済契約（以下「退職手当共済契約」

という。）（第二条の規定による改正前の社会福祉施設職員等退職手当共済法

施行令第一条第六号若しくは第七号に掲げる施設又は同令第二条第二号に掲げ

る事業（以下「地域活動支援センター等」と総称する。）に係るものに限る。）

は、特定介護保険施設等に係る退職手当共済契約とみなす。 

２ この政令の施行の日（以下「施行日」という。）前に地域活動支援センター

等を経営していた共済契約者が、施行日前に厚生労働省令で定めるところによ

り独立行政法人福祉医療機構（次条において「機構」という。）に届け出たと

きは、施行日以後新たに当該共済契約者に使用され、かつ、特定介護保険施設

等（当該地域活動支援センター等に限る。）の業務に常時従事することを要す

る者となる者（共済法第二条第六項に規定する社会福祉施設等職員（附則第五

条第一項において「社会福祉施設等職員」という。）を除く。）については、

前項及び共済法第二条第十一項の規定にかかわらず、同項に規定する被共済職

員でないものとする。 

第三条 この政令の施行の際現に特定介護保険施設等（地域活動支援センター等

に限る。以下同じ。）を経営している共済法第二条第五項に規定する経営者が、

施行日前に旧共済法の規定によってした退職手当共済契約の申込みは、新共済

法第二条第三項の規定により機構に申し出てしたものとみなす。 

第四条 共済法第四条の二第二項の規定により平成二十八年四月三十日までの間

に特定介護保険施設等となったものとみなされたことにより特定介護保険施設

等職員となった者（同月一日において現に共済契約者に使用され、かつ、その

者の経営する当該特定介護保険施設等となったものとみなされた施設又は事業

の業務に常時従事することを要する者に限る。）については、同月一日におい

て特定介護保険施設等職員となったものとみなす。 

第五条 施行日の前日に被共済職員であった者のうち、施行日以後において特定

介護保険施設等職員であるもの（共済契約者に継続して使用される者であって、

この政令の施行の際現に存する地域活動支援センター等の業務に常時従事する

ことを要するものに限る。）については、社会福祉施設等職員とみなして、共

済法第十五条、新共済法第十八条及び共済法第十九条の規定を適用する。 

２ 当分の間、新令第六条第二項第二号に掲げる事業所（新令第二条の二第八号

に掲げる事業を行う事業所に限る。）に使用される特定介護保険施設等職員に

ついて、前項の規定を適用しないものとして新令第六条第二項第二号の規定に

より算定した同号に規定する特定職員数が、施行日の前日に被共済職員であっ

た者のうち、施行日以後において特定介護保険施設等職員であるもの（共済契

約者に継続して使用され、かつ、当該事業所の業務に常時従事することを要す

る者に限る。以下「既加入短期入所等事業所職員」という。）の数より多いと

きは、当該既加入短期入所等事業所職員については、前項の規定は、適用しな

い。 

第六条 この政令の施行の際現に特定介護保険施設等を経営している共済契約者

が、当該共済契約者に使用され、かつ、当該特定介護保険施設等の業務に常時

従事することを要する者であって、施行日以後に被共済職員となったものの全

ての同意を得たときは、共済法第六条第五項の規定にかかわらず、当該退職手

当共済契約のうち当該同意を得た被共済職員に関する部分を解除することがで

きる。 
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２ 前項の規定による退職手当共済契約の解除は、共済法第六条第六項、第七条

及び第十一条第六項の規定の適用については、共済法第六条第五項の規定によ

る退職手当共済契約の解除とみなす。 

第七条 新令第六条第二項、第四項及び第五項並びに第七条の規定は、平成二十

八年度以後の事業年度に納付すべき掛金について適用し、平成二十七年度以前

の事業年度に納付すべき掛金については、なお従前の例による。 

第八条 当分の間、新令第六条第二項第一号に掲げる施設に使用される特定介護

保険施設等職員について、改正法附則第二十九条の規定を適用しないものとし

て同号の規定により算定した同号に規定する措置入所障害児関係業務従事職員

数が、既加入施設職員の数より少ないとき、又は既加入施設職員の数と同じで

あるときは、当該施設に使用される特定介護保険施設等職員については、同項

ただし書の規定は、適用しない。 

２ 当分の間、新令第六条第二項第二号に掲げる事業所（法第二条第三項第三号

又は新令第二条の二第八号に掲げる事業を行う事業所を除く。）に使用される

特定介護保険施設等職員について、改正法附則第二十九条の規定を適用しない

ものとして新令第六条第二項第二号の規定により算定した同号に規定する特定

職員数が、既加入事業所職員の数より少ないとき、又は既加入事業所職員の数

と同じであるときは、当該事業所に使用される特定介護保険施設等職員につい

ては、同項ただし書の規定は、適用しない。 

３ 当分の間、新令第六条第二項第二号に掲げる事業所（新令第二条の二第八号

に掲げる事業を行う事業所に限る。）に使用される特定介護保険施設等職員に

ついて、附則第五条第一項の規定を適用しないものとして新令第六条第二項第

二号の規定により算定した同号に規定する特定職員数が、既加入短期入所等事

業所職員の数より少ないとき、又は既加入短期入所等事業所職員の数と同じで

あるときは、当該事業所に使用される特定介護保険施設等職員については、同

項ただし書の規定は、適用しない。 

第九条 新令第八条及び第九条の規定は、平成二十八年度以後の各年度における

国及び都道府県の補助について適用し、平成二十七年度以前の各年度における

当該補助については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規則 
（昭和三十六年八月五日厚生省令第三十六号） 

最終改正：平成二十八年三月三十一日厚生労働省令第七十八号 

 目次 

 第一章 共済契約の締結等（第一条―第五条） 

 第二章 退職手当金の支給等（第六条―第八条） 

 第三章 掛金の納付（第八条の二―第十一条） 

 第四章 共済契約者の届出等（第十二条―第十九条） 

 第五章 雑則（第二十条―第二十四条） 

 附則 

 

   第一章 共済契約の締結等 

 （契約締結の拒絶理由） 

第一条 社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和三十六年法律第百五十五号。

以下「法」という。）第三条第四号の厚生労働省令で定める正当な理由は、次

のとおりとする。 

 一 退職手当共済契約（以下「共済契約」という。）の申込者がその使用する

職員に対する給与の支払を怠つていること。 

 二 次条に規定する申込書に虚偽の記載が行われていること。 

 （契約の申込み） 

第二条 共済契約の申込みは、次に掲げる事項を記載した申込書を独立行政法人

福祉医療機構（以下「機構」という。）に提出して行わなければならない。 

 一 申込者の名称及び主たる事務所の所在地 

 二 社会福祉施設又は特定社会福祉事業の名称、種類及び所在地（特定社会福

祉事業にあつては、その事務所の所在地）並びに社会福祉施設については、

その取扱定員 

 三 共済契約を締結したことの有無及び締結したことのある場合には、その締

結に係る期間 

 四 中小企業退職金共済法（昭和三十四年法律第百六十号）の規定による退職

金共済契約を締結していることの有無 

 五 社会福祉施設等職員の氏名、生年月日、職種、本俸月額及びその従事する

社会福祉施設又は特定社会福祉事業の名称 

 六 社会福祉施設等職員のうちに法第六条第二項第二号若しくは第三号又は第

三項から第五項までの規定によつて共済契約が解除されたことにより被共済

職員でなくなつたことがある者がある場合には、その者の氏名及び当該共済

契約者の氏名又は名称 

 七 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）に規定する軽費老人ホーム

（以下「軽費老人ホーム」という。）であつて社会福祉施設職員等退職手当

共済法施行令（昭和三十六年政令第二百八十六号。以下「令」という。）第

一条第二号に規定する施設に該当するものにあつては、その旨 

２ 前項の申込書には、その申込みに係る社会福祉施設又は特定社会福祉事業が

社会福祉施設又は特定社会福祉事業であることを証する書類を添付しなければ

ならない。 

 （契約の申込みの承諾等） 

第三条 機構は、共済契約の申込みを承諾したときは、共済契約の締結を証する

書類に約款を添えて当該共済契約の申込者に送付しなければならない。 

２ 機構は、共済契約の締結を拒絶したときは、その理由を付してその旨を当該

共済契約の申込者に文書で通知しなければならない。 

 （申出の拒絶理由） 

第三条の二 法第四条の二第一項第二号の厚生労働省令で定める正当な理由は、

次のとおりとする。 

 一 申出を行つた共済契約者がその使用する職員に対する給与の支払を怠つて

いること。 

 二 次条に規定する申出書に虚偽の記載が行われていること。 

 三 申出を行つた共済契約者が当該申出に係る施設又は事業について当該申出

の日前一年以内に法第六条第五項の規定により退職手当共済契約を解除して

いること。 

 （特定介護保険施設等及び申出施設等に係る申出） 

第三条の三 法第二条第三項及び第四項の規定による申出は、次に掲げる事項を

記載した申出書を機構に提出して行わなければならない。 

 一 申出を行う共済契約者の名称及び主たる事務所の所在地 

 二 申出に係る施設又は事業の名称、種類及び所在地（事業にあつては、その

事務所の所在地）並びに施設については、その取扱定員 

 三 申出に係る施設若しくは事業の業務に常時従事することを要する者（次号

及び第五号において「常勤者」という。）又は当該施設若しくは事業の業務
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及び申出を行う共済契約者が経営する共済契約対象施設等の業務を兼務する

ことを要する者（兼務するそれぞれの業務の勤務時間の一週間の合計が、当

該共済契約対象施設等の業務に常時従事する者の一週間の勤務時間に見合う

場合に限る。次号及び第五号において「兼務者」という。）の氏名、生年月

日、職種、本俸月額及びその従事する施設又は事業の名称 

 四 常勤者又は兼務者のうちに法第六条第二項第二号若しくは第三号又は第三

項から第五項までの規定によつて共済契約が解除されたことにより被共済職

員でなくなつたことがある者がある場合には、その者の氏名及び当該共済契

約者の氏名又は名称 

 五 常勤者又は兼務者のうちに引き続き一年以上当該申出を行う共済契約者に

係る被共済職員であつた者で法第十一条第七項又は令第五条に規定する理由

により退職したことがある者がある場合には、その者の氏名及び退職した年

月日 

 六 軽費老人ホームにあつては、令第二条の二第一号に規定する施設に該当す

る旨 

 七 令第六条第二項第一号に掲げる施設にあつては同号に定める措置入所障害

児関係業務従事職員数、同項第二号に掲げる事業所にあつては同号に定める

特定職員数 

２ 前項の申出書には、法第二条第三項の規定による申出にあつてはその申出に

係る施設又は事業が同項各号に規定する施設又は事業のいずれかであることを

証する書類、同条第四項の規定による申出にあつてはその申出に係る施設又は

事業が当該申出を行う共済契約者が経営しているものであることを証する書類

を添付しなければならない。 

 （申出の承諾等） 

第三条の四 機構は、特定介護保険施設等又は申出施設等に係る申出を承諾した

ときは、申出の承諾を証する書類を当該申出を行つた共済契約者に送付しなけ

ればならない。 

２ 機構は、申出を拒絶したときは、その理由を付してその旨を当該申出を行つ

た共済契約者に文書で通知しなければならない。 

 （機構が行う契約の解除） 

第四条 法第六条第二項又は第三項の規定による共済契約の解除は、その旨を当

該共済契約者に文書で通知することによつて行わなければならない。 

２ 前項の通知には、解除の理由を附さなければならない。 

 （共済契約者が行う契約の解除） 

第五条 法第六条第四項又は第五項の規定による共済契約の解除は、同項の同意

があつたことを証する書類を添えてその旨を機構に文書で通知することによつ

て行わなければならない。 

 

   第二章 退職手当金の支給等 

 （退職手当金の請求） 

第六条 退職手当金の請求は、次に掲げる事項を記載した請求書を機構に提出し

て行わなければならない。 

 一 請求者の氏名及び住所 

 二 被共済職員であつた者の氏名及び生年月日並びに退職の理由及び年月日 

 三 共済契約者の名称及び主たる事務所の所在地 

 四 振込みを希望する金融機関（機構の指定するものに限る。以下同じ。）の

名称及び預貯金口座の番号 

２ 退職した者が法第九条の規定に該当するときは、前項の請求書には、障害の

状態に関する医師の診断書又は業務上の負傷若しくは疾病若しくは死亡である

ことを証する書類を添付しなければならない。 

３ 退職手当金を請求しようとする者が被共済職員の遺族であるときは、第一項

の請求書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 一 死亡診断書その他被共済職員の死亡を証する書類 

 二 請求者と死亡した被共済職員との身分関係を明らかにすることができる戸

籍の謄本又は抄本（請求者が届出をしていないが被共済職員の死亡の当時事

実上婚姻関係と同様の事情にあつた者であるときは、その事実を明らかにす

ることができる書類） 

 三 請求者が法第十条第一項第二号又は第三号に掲げる者であるときは、被共

済職員の死亡の当時主としてその収入によつて生計を維持していたことを明

らかにすることができる書類 

 四 請求者が死亡した被共済職員の配偶者以外の者であるときは、その者より

先順位の遺族がないことを明らかにすることができる書類 

４ 退職手当金の支給を受けるべき遺族に同順位者が二人以上あるときは、退職

手当金の請求は、退職手当金の受領に関し一切の権限を有する代理人一人を定

め、その者によりしなければならない。 

５ 前項の代理人は、その権限を証する書類を機構に提出しなければならない。 

６ 退職手当金の支給を受けることができる者が死亡した場合において、その者

の相続人が退職手当金の請求をしようとするときは、前五項の規定によるほか、

第一項の請求書には、当該相続人が当該退職手当金の支給を受けることができ

る者の相続人であることを明らかにすることができる書類を添付しなければな

らない。 

 （退職手当金の支給） 

第七条 退職手当金の支給は、請求者の希望する金融機関の預貯金口座への振込

みの方法によるものとする。 

 （被共済職員期間の合算の申出） 

第八条 法第十一条第八項の規定による申出は、次に掲げる事項を記載した申出

書を機構に提出して行わなければならない。 

 一 当該申出を行う被共済職員（以下この条において「申出職員」という。）

の氏名及び生年月日 

 二 申出職員の退職の理由及び退職した年月日 

 三 申出職員が退職する前に使用された共済契約者及び再び被共済職員となつ

た際に使用されることとなる共済契約者の氏名又は名称 

 

   第三章 掛金の納付 

 （措置入所障害児関係業務割合） 

第八条の二 令第六条第二項第一号に規定する措置入所障害児関係業務割合は、

当該事業年度の前年度の各月の初日における同号に規定する特定介護保険施設

等職員が使用される施設を利用する児童の合計数（当該施設の運営が前年度の

三月二日以後に開始された場合にあつては、当該施設の運営が開始された日及

びその翌月の初日における当該児童の合計数（当該施設の運営が開始された日

が月の初日であるときは、その日における当該児童の数））のうち、児童福祉

法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十七条第一項の規定により同項第三

号の措置がとられたものの占める割合とする。 

 （特定社会福祉事業割合） 

第九条 令第六条第二項第二号に規定する特定社会福祉事業割合は、同号に規定

する特定介護保険施設等職員が使用される事業所において当該特定介護保険施

設等職員が従事することを要する業務に係る当該事業年度の前年度の収入額

（当該事業所の運営が前年度の三月二日以後に開始された場合にあつては、当

該事業所の運営が開始された日の属する月及びその翌月（当該事業所の運営が

開始された日が月の初日であるときは、その日の属する月）の当該業務に係る

収入額）のうち、特定社会福祉事業に係るものの占める割合とする。 

 （掛金の納付請求書の送付） 

第九条の二 機構は、毎事業年度の開始前に掛金の納付請求書を共済契約者に送

付しなければならない。ただし、新たに共済契約が締結された場合における当

該契約の申込みの日又はその承諾の日が属する事業年度分の掛金については、

機構が当該契約の申込みを承諾するときに送付するものとする。 

 （掛金の納付） 

第十条 掛金の納付は、前条の納付請求書を金融機関に提出して行わなければな

らない。 

 （納付期限の延長） 

第十一条 共済契約者は、法第十六条第二項の規定による掛金の納付期限の延長

を申請しようとするときは、その理由及び希望する延長期限を記載した申請書

を機構に提出しなければならない。 

２ 機構は、法第十六条第二項の規定により掛金の納付期限を延長したときは、

遅滞なく、その旨及び延長期限を当該共済契約者に文書で通知しなければなら

ない。 

 

   第四章 共済契約者の届出等 

 （共済契約者の届出等） 

第十二条 共済契約者は、経営者でなくなつたときは、遅滞なく、その旨及び経

営者でなくなつた年月日を記載した届書を機構に提出しなければならない。 

第十三条 共済契約者は、当該共済契約に係る被共済職員につき中小企業退職金

共済法の規定による退職金共済契約を締結したときは、遅滞なく、その旨及び

その締結の年月日を記載した届書を機構に提出しなければならない。 

第十四条 共済契約者は、毎事業年度、四月一日において使用する被共済職員に

ついて、次に掲げる事項を記載した届書を、同月末日までに、機構に提出しな

ければならない。 

 一 氏名、生年月日及び本俸月額 

 二 前事業年度における法第十一条に規定する被共済職員期間となる月数 

 三 従事する共済契約対象施設等の名称 

 

 四 軽費老人ホームにあつては、令第二条の二第一号に規定する施設に該当す

ることの有無 

 五 令第六条第二項第一号に掲げる施設にあつては同号に定める措置入所障害

児関係業務従事職員数、同項第二号に掲げる事業所にあつては同号に定める

特定職員数。ただし、同項各号に規定する特定介護保険施設等職員が使用さ

れる施設又は事業所の運営を前年度の三月二日以後に開始した場合にあつて

は、その見込数とする。 

２ 前項の届書に同項第五号ただし書に規定する見込数を記載して提出した共済

契約者は、令第六条第二項第一号に定める措置入所障害児関係業務従事職員数

又は同項第二号に定める特定職員数が当該見込数と異なる場合は、当該措置入

所障害児関係業務従事職員数又は当該特定職員数を記載した届書を、五月末日

までに、機構に提出しなければならない。 

第十五条 共済契約者は、新たに被共済職員となつた者があるときは、遅滞なく、

その者について、次に掲げる事項を記載した届書を機構に提出しなければなら

ない。 

 一 氏名、生年月日、職種及び本俸月額 

 二 従事する共済契約対象施設等の名称、種類及び所在地（特定社会福祉事業

又は特定介護保険施設等若しくは申出施設等である事業にあつては、その事

務所の所在地） 

 三 異動の内容及び年月日 

 四 法第六条第二項第二号若しくは第三号又は第三項から第五項までの規定に

よつて共済契約が解除されたことにより被共済職員でなくなつたことがある

者については、当該共済契約に係る共済契約者の氏名又は名称 

 五 引き続き一年以上被共済職員である者が、法第十一条第七項又は令第五条

に規定する理由により退職した場合において、その者が、退職した日から起

算して五年以内に、再び当該共済契約者に係る被共済職員となつたときは、

退職の年月日及び再び被共済職員となるまでの間に従事した施設又は事業の

名称 

第十六条 共済契約者は、退職した者があるときは、遅滞なく、その者について、

次に掲げる事項を記載した届書を機構に提出しなければならない。 

 一 氏名及び生年月日 

 二 退職の理由及び年月日 

 三 当該事業年度における法第十一条に規定する被共済職員期間となる月数 

 四 退職の日の属する月前（退職の日が月の末日である場合は、その月以前）

における被共済職員期間の計算の基礎となつた最後の六月の本俸の各月ごと

の額 

 五 引き続き一年以上被共済職員である者が、法第十一条第七項又は令第五条

に規定する理由により退職した場合においては、退職後に従事する施設又は

事業の名称 

第十七条 共済契約者は、その名称又は主たる事務所の所在地を変更したときは、

速やかに、その旨及び変更の年月日を記載した届書を機構に提出しなければな

らない。 

第十八条 被共済職員は、その氏名を変更したときは、すみやかに、その旨及び

変更の年月日を共済契約者に申し出なければならない。 

２ 共済契約者は、前項の申出を受けたときは、速やかに、当該被共済職員の変

更前及び変更後の氏名並びに変更の年月日を記載した届書を機構に提出しな

ければならない。 

第十九条 第十二条から前条までに規定するほか、共済契約者は、被共済職員の

従業の状況に関する事項について機構から届出を求められたときは、速やかに、

当該事項を記載した届書を機構に提出しなければならない。 

 

   第五章 雑則 

 （立入検査の場合の証明書） 

第二十条 法第二十三条第二項の規定によつて当該職員が携帯すべき証明書は、

別記様式による。 

 （被共済職員原簿） 

第二十一条 法第二十四条第一項の規定により被共済職員に関する原簿（以下

「被共済職員原簿」という。）に記録すべき事項は、次のとおりとする。 

 一 被共済職員の氏名、生年月日及び被共済職員期間 

 二 共済契約者の名称及び主たる事務所の所在地 

 三 従事する共済契約対象施設等の名称 

 （被共済職員原簿の閲覧請求） 

第二十二条 被共済職員又は被共済職員であつた者は、自己に利害関係のある範

囲内において、被共済職員原簿の閲覧を請求することができる。ただし、記録

の保存又は機構の事務に支障のあるときは、この限りでない。 

 （あつせんの請求手続） 

第二十三条 法第二十五条第一項又は第二項の規定によるあつせんの請求は、次

に掲げる事項を記載した請求書を厚生労働大臣に提出して行わなければならな

い。 

 一 請求者の名称及び主たる事務所の所在地 

 二 紛争の内容 

 三 紛争の経過概要 

 （あつせんの経過概要の通知） 

第二十四条 厚生労働大臣は、あつせんを終了したときは、その経過概要を請求

者及び機構に通知するものとする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この省令は、昭和三十六年十月一日から施行する。ただし、第三章及び第十

四条の規定は、昭和三十七年四月一日から施行する。 

 （令附則第四項の規定に基づく届出） 

２ 令附則第四項の規定による届出は、次に掲げる事項を記載した届書を機構に

提出して行わなければならない。 

 一 届出を行う共済契約者の氏名又は名称及び主たる事務所の所在地 

 二 届出に係る施設の名称、種類及び所在地 

 三 転換を行う年月日 

 四 その他機構が必要と認める事項 

３ 前項の届出は、転換の日の前日までに行わなければならない。 

 

   附 則 （昭和四五年四月二四日厚生省令第一七号） 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令による改正後の第十六条の規定にかかわらず、昭和四十五年三月三

十一日以前の退職に係る届書については、なお従前の例による。 

 

   附 則 （昭和五一年三月二六日厚生省令第七号） 

 この省令は、昭和五十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五七年八月三一日厚生省令第四〇号） 

 この省令は、昭和五十七年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五八年四月一日厚生省令第一七号） 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五九年一二月二六日厚生省令第六〇号） 抄 

 （施行期日） 

１ この省令は、法の施行の日（昭和六十年一月一日）から施行する。 

 

   附 則 （平成元年三月二四日厚生省令第一〇号） 抄 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令の施行の際この省令による改正前の様式（以下「旧様式」という。）

により使用されている書類は、この省令による改正後の様式によるものとみな

す。 

３ この省令の施行の際現にある旧様式による用紙及び板については、当分の間、

これを取り繕って使用することができる。 

４ この省令による改正後の省令の規定にかかわらず、この省令により改正され

た規定であって改正後の様式により記載することが適当でないものについては、

当分の間、なお従前の例による。 

 

   附 則 （平成元年五月二九日厚生省令第二六号） 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成二年一二月二八日厚生省令第五九号） 抄 

１ この省令は、平成三年一月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成四年四月一〇日厚生省令第二四号） 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成四年六月三〇日厚生省令第四一号） 

１ この省令は、平成四年七月一日から施行する。 
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 四 軽費老人ホームにあつては、令第二条の二第一号に規定する施設に該当す

ることの有無 

 五 令第六条第二項第一号に掲げる施設にあつては同号に定める措置入所障害

児関係業務従事職員数、同項第二号に掲げる事業所にあつては同号に定める

特定職員数。ただし、同項各号に規定する特定介護保険施設等職員が使用さ

れる施設又は事業所の運営を前年度の三月二日以後に開始した場合にあつて

は、その見込数とする。 

２ 前項の届書に同項第五号ただし書に規定する見込数を記載して提出した共済

契約者は、令第六条第二項第一号に定める措置入所障害児関係業務従事職員数

又は同項第二号に定める特定職員数が当該見込数と異なる場合は、当該措置入

所障害児関係業務従事職員数又は当該特定職員数を記載した届書を、五月末日

までに、機構に提出しなければならない。 

第十五条 共済契約者は、新たに被共済職員となつた者があるときは、遅滞なく、

その者について、次に掲げる事項を記載した届書を機構に提出しなければなら

ない。 

 一 氏名、生年月日、職種及び本俸月額 

 二 従事する共済契約対象施設等の名称、種類及び所在地（特定社会福祉事業

又は特定介護保険施設等若しくは申出施設等である事業にあつては、その事

務所の所在地） 

 三 異動の内容及び年月日 

 四 法第六条第二項第二号若しくは第三号又は第三項から第五項までの規定に

よつて共済契約が解除されたことにより被共済職員でなくなつたことがある

者については、当該共済契約に係る共済契約者の氏名又は名称 

 五 引き続き一年以上被共済職員である者が、法第十一条第七項又は令第五条

に規定する理由により退職した場合において、その者が、退職した日から起

算して五年以内に、再び当該共済契約者に係る被共済職員となつたときは、

退職の年月日及び再び被共済職員となるまでの間に従事した施設又は事業の

名称 

第十六条 共済契約者は、退職した者があるときは、遅滞なく、その者について、

次に掲げる事項を記載した届書を機構に提出しなければならない。 

 一 氏名及び生年月日 

 二 退職の理由及び年月日 

 三 当該事業年度における法第十一条に規定する被共済職員期間となる月数 

 四 退職の日の属する月前（退職の日が月の末日である場合は、その月以前）

における被共済職員期間の計算の基礎となつた最後の六月の本俸の各月ごと

の額 

 五 引き続き一年以上被共済職員である者が、法第十一条第七項又は令第五条

に規定する理由により退職した場合においては、退職後に従事する施設又は

事業の名称 

第十七条 共済契約者は、その名称又は主たる事務所の所在地を変更したときは、

速やかに、その旨及び変更の年月日を記載した届書を機構に提出しなければな

らない。 

第十八条 被共済職員は、その氏名を変更したときは、すみやかに、その旨及び

変更の年月日を共済契約者に申し出なければならない。 

２ 共済契約者は、前項の申出を受けたときは、速やかに、当該被共済職員の変

更前及び変更後の氏名並びに変更の年月日を記載した届書を機構に提出しな

ければならない。 

第十九条 第十二条から前条までに規定するほか、共済契約者は、被共済職員の

従業の状況に関する事項について機構から届出を求められたときは、速やかに、

当該事項を記載した届書を機構に提出しなければならない。 

 

   第五章 雑則 

 （立入検査の場合の証明書） 

第二十条 法第二十三条第二項の規定によつて当該職員が携帯すべき証明書は、

別記様式による。 

 （被共済職員原簿） 

第二十一条 法第二十四条第一項の規定により被共済職員に関する原簿（以下

「被共済職員原簿」という。）に記録すべき事項は、次のとおりとする。 

 一 被共済職員の氏名、生年月日及び被共済職員期間 

 二 共済契約者の名称及び主たる事務所の所在地 

 三 従事する共済契約対象施設等の名称 

 （被共済職員原簿の閲覧請求） 

第二十二条 被共済職員又は被共済職員であつた者は、自己に利害関係のある範

囲内において、被共済職員原簿の閲覧を請求することができる。ただし、記録

の保存又は機構の事務に支障のあるときは、この限りでない。 

 （あつせんの請求手続） 

第二十三条 法第二十五条第一項又は第二項の規定によるあつせんの請求は、次

に掲げる事項を記載した請求書を厚生労働大臣に提出して行わなければならな

い。 

 一 請求者の名称及び主たる事務所の所在地 

 二 紛争の内容 

 三 紛争の経過概要 

 （あつせんの経過概要の通知） 

第二十四条 厚生労働大臣は、あつせんを終了したときは、その経過概要を請求

者及び機構に通知するものとする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この省令は、昭和三十六年十月一日から施行する。ただし、第三章及び第十

四条の規定は、昭和三十七年四月一日から施行する。 

 （令附則第四項の規定に基づく届出） 

２ 令附則第四項の規定による届出は、次に掲げる事項を記載した届書を機構に

提出して行わなければならない。 

 一 届出を行う共済契約者の氏名又は名称及び主たる事務所の所在地 

 二 届出に係る施設の名称、種類及び所在地 

 三 転換を行う年月日 

 四 その他機構が必要と認める事項 

３ 前項の届出は、転換の日の前日までに行わなければならない。 

 

   附 則 （昭和四五年四月二四日厚生省令第一七号） 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令による改正後の第十六条の規定にかかわらず、昭和四十五年三月三

十一日以前の退職に係る届書については、なお従前の例による。 

 

   附 則 （昭和五一年三月二六日厚生省令第七号） 

 この省令は、昭和五十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五七年八月三一日厚生省令第四〇号） 

 この省令は、昭和五十七年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五八年四月一日厚生省令第一七号） 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五九年一二月二六日厚生省令第六〇号） 抄 

 （施行期日） 

１ この省令は、法の施行の日（昭和六十年一月一日）から施行する。 

 

   附 則 （平成元年三月二四日厚生省令第一〇号） 抄 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令の施行の際この省令による改正前の様式（以下「旧様式」という。）

により使用されている書類は、この省令による改正後の様式によるものとみな

す。 

３ この省令の施行の際現にある旧様式による用紙及び板については、当分の間、

これを取り繕って使用することができる。 

４ この省令による改正後の省令の規定にかかわらず、この省令により改正され

た規定であって改正後の様式により記載することが適当でないものについては、

当分の間、なお従前の例による。 

 

   附 則 （平成元年五月二九日厚生省令第二六号） 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成二年一二月二八日厚生省令第五九号） 抄 

１ この省令は、平成三年一月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成四年四月一〇日厚生省令第二四号） 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成四年六月三〇日厚生省令第四一号） 

１ この省令は、平成四年七月一日から施行する。 
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２ この省令による改正後の第十五条の規定にかかわらず、平成四年六月三十日

以前に新たに被共済職員となった者に係る届書については、なお従前の例によ

る。 

３ この省令の施行の際この省令による改正前の様式（以下「旧様式」という。）

により使用されている書類は、この省令による改正後の様式によるものとみな

す。 

４ この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 

 

   附 則 （平成一一年三月八日厚生省令第一五号） 抄 

１ この省令は、平成十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一二年二月二三日厚生省令第一三号） 

 （施行期日） 

１ この省令は、平成十二年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 平成十二年度において、共済契約者がこの省令による改正後の社会福祉施設

職員等退職手当共済法施行規則第十四条の規定により提出する届書については、

同条第二号中「前事業年度」とあるのは、「平成十一年十月一日から平成十二

年三月三十一日までの間」とする。 

 

   附 則 （平成一二年六月七日厚生省令第一〇〇号） 抄 

 （施行期日） 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成一二年一〇月二〇日厚生省令第一二七号） 抄 

 （施行期日） 

１ この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の

施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。 

 （様式に関する経過措置） 

３ この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において

「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省令による改正後

の様式によるものとみなす。 

４ この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 

 

   附 則 （平成一二年一二月六日厚生省令第一四〇号） 

 （施行期日） 

１ この省令は、平成十三年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律（平成

十二年法律第百十一号）附則第二十三条第一項の規定により社会福祉施設職

員等退職手当共済法（昭和三十六年法律第百五十五号）第二条第四項に規定

する経営者とみなされる者（法人である者を除く。）に係る社会福祉施設職

員等退職手当共済法施行規則第六条、第十七条、第二十一条及び第二十三条

の規定の適用については、第六条第一項第三号、第十七条、第二十一条第二

号及び第二十三条第一号中「名称」とあるのは「氏名」と、「主たる事務所

の所在地」とあるのは「住所」とする。 

 

   附 則 （平成一五年九月三〇日厚生労働省令第一四八号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この省令は、公布の日から施行する。ただし、第二十二条及び附則第五

条から第七条までの規定は、平成十五年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一七年八月二五日厚生労働省令第一三三号） 

 （施行期日） 

第一条 この省令は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、次条の規定は、

公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 介護保険法等の一部を改正する法律（以下「介護保険法等改正法」とい

う。）附則第二十三条第二項の規定による届出は、次に掲げる事項を記載した

届書を独立行政法人福祉医療機構（以下この条において「機構」という。）に

提出して行わなければならない。 

 一 届出を行う共済契約者の氏名又は名称及び主たる事務所の所在地 

 二 届出に係る介護保険法等改正法附則第二十三条第一項に規定する特別養護

老人ホーム等の名称、種類及び所在地 

 三 その他機構が必要と認める事項 

２ 前項の届出は、平成十七年十二月一日から平成十八年三月三十一日までの間

に行わなければならない。 

第三条 当分の間、この省令による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法

施行規則（以下この条及び次条において「新規則」という。）第二条第一項第

六号、第三条の二第三号及び第三条の三第四号の規定の適用については、新規

則第二条第一項第六号中「又は第三項から第五項まで」とあるのは「、第三項

から第五項まで又は介護保険法等の一部を改正する法律（以下「介護保険法等

改正法」という。）附則第二十七条第一項」と、新規則第三条の二第三号中

「法第六条第五項」とあるのは「法第六条第五項又は介護保険法等改正法附則

第二十七条第一項」と、新規則第三条の三第四号中「又は第三項から第五項ま

で」とあるのは「若しくは第三項から第五項まで又は介護保険法等改正法附則

第二十七条第一項」とする。 

第四条 当分の間、新規則第五条の規定は、介護保険法等改正法附則第二十七条

第一項の規定に基づく退職手当共済契約の解除について準用する。 

 

   附 則 （平成二〇年三月三日厚生労働省令第二六号） 抄 

 （施行期日） 

１ この省令は、平成二十年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 

４ この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙につい

ては、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

 

   附 則 （平成二八年三月三一日厚生労働省令第七八号） 

 （施行期日） 

第一条 この省令は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次条の規定

は、公布の日から施行する。 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

第二条 社会福祉法等の一部を改正する法律（平成二十八年法律第二十一号。以

下「社会福祉法等改正法」という。）附則第二十六条第二項又は社会福祉法等

の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関す

る政令（平成二十八年政令第百八十五号。以下「整備令」という。）附則第二

条第二項の規定による届出は、次に掲げる事項を記載した届書を独立行政法人

福祉医療機構（以下この条において「機構」という。）に提出して行わなけれ

ばならない。 

 一 届出を行う共済契約者の氏名又は名称及び主たる事務所の所在地 

 二 届出に係る社会福祉法等改正法附則第二十六条第一項に規定する障害者支

援施設等又は整備令附則第二条第一項に規定する地域活動支援センター等の

名称、種類及び所在地 

 三 その他機構が必要と認める事項 

第三条 当分の間、第二条の規定による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共

済法施行規則（以下「新規則」という。）第二条第一項第六号、第三条の二第

三号及び第三条の三第四号の規定の適用については、新規則第二条第一項第六

号中「又は第三項から第五項まで」とあるのは「若しくは第三項から第五項ま

で、介護保険法等の一部を改正する法律（平成十七年法律第七十七号。以下

「介護保険法等改正法」という。）附則第二十七条第一項又は社会福祉法等の

一部を改正する法律（平成二十八年法律第二十一号。以下「社会福祉法等改正

法」という。）附則第三十条第一項」と、新規則第三条の二第三号中「法第六

条第五項」とあるのは「法第六条第五項、介護保険法等改正法附則第二十七条

第一項又は社会福祉法等改正法附則第三十条第一項」と、新規則第三条の三第

四号中「又は第三項から第五項まで」とあるのは「若しくは第三項から第五項

まで、介護保険法等改正法附則第二十七条第一項又は社会福祉法等改正法附則

第三十条第一項」とする。 

第四条 当分の間、新規則第五条の規定は、社会福祉法等改正法附則第三十条第

一項の規定に基づく退職手当共済契約の解除について準用する。 
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社会福祉施設職員等退職手当共済約款 
（昭和３６年１０月１日制定） 

最終改正 平成３１年２月１２日 

目次 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 共済契約の成立（第４条の１－第５条） 

第３章 掛金の納付（第６条－第１４条） 

第４章 共済契約者の届出義務等（第１５条－第２９条） 

第５章 共済契約の解除（第３０条－第３２条） 

第６章 退職手当金の支給、差止め及び支給制限等（第３３条－第４２条） 

第７章 雑則（第４３条－第５２条） 

附則 

 

   第１章 総則 

 （約款の目的） 

第１条 この社会福祉施設職員等退職手当共済約款（以下「約款」という。）は、

社会福祉施設職員等退職手当共済契約（以下「共済契約」という。）の締結に

関し、独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）と共済契約者及び

被共済職員との間の掛金の納付、共済契約者の届出、共済契約の解除及び退職

手当金の支給等共済契約上の関係についての重要な事項を取り決めることを目

的としております。 

 （契約の締結） 

第２条 共済契約は、社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和３６年法律第１

５５号。以下「共済法」という。）、社会福祉施設職員等退職手当共済法施行

令（昭和３６年政令第２８６号。以下「施行令」という。）、社会福祉施設職

員等退職手当共済法施行規則（昭和３６年厚生省令第３６号）及びこの約款に

定めるところにより締結します。 

 （業務の取扱い） 

第３条 共済契約に関する業務の一部について、委託した都道府県社会福祉協議

会又はこれに準じる者として認めた者（以下「業務委託先（都道府県社会福祉

協議会等）」という。）で取り扱います。 

 

   第２章 共済契約の成立 

 （契約の成立及び効力の発生） 

第４条の１ 共済契約にあたって、共済契約申込希望者は、機構が指定する申込

書及び添付書類（以下、「申込書等」といいます。）を提出してください。 

２ 申込書等の内容に重大な不備があるとき、または、申込書等に不足が生じて

いるときは、受理を行わず、修正または必要書類の提出を求めるものとします。 

第４条の２ 共済契約にあたって、機構は、共済法等に規定する事項について審

査を行います。 

第４条の３ 共済契約は、機構が共済契約の申込みを承諾したときは、その申込

みの日において成立したものとみなし、かつ、その日から効力を生じます。 

２ 機構は、共済契約の申込みを承諾したときは、退職手当共済契約証書（以下

「共済契約証書」という。）に約款を添えて共済契約者に送付します。 

３ 共済契約が成立したときは、共済契約者は、遅滞なく、その旨を被共済職員

に通知してください。 

 （特定介護保険施設等の申出） 

第４条の４ 共済契約者は、特定介護保険施設等の申出を行う場合は、施設等新

設届・申出書（様式第１号）にその申出に係る施設又は事業が当該申出を行う

共済契約者が経営しているものであることを証する書類（附表１の（１）に掲

げる添付書類）を添えて機構に提出してください。 

２ 機構は、特定介護保険施設等の申出を承諾したときは、特定介護保険施設等

承諾書を共済契約者に送付します。 

３ 機構が、特定介護保険施設等の申出を承諾したときは、その申出のあった日

に特定介護保険施設等となったものとみなします。 

４ 共済契約者は、特定介護保険施設等の承諾を受けたときは、遅滞なく、その

旨を被共済職員に通知してください。 

 （申出施設等の申出） 

第４条の５ 共済契約者は、申出施設等の申出を行う場合は、施設等新設届・申

出書（様式第１号）にその申出に係る施設又は事業が当該申出を行う共済契約

者が経営しているものであることを証する書類（附表１の（１）に掲げる添付

書類）を添えて機構に提出してください。 

２ 申出を行う場合の施設又は事業の単位は、次の各号に掲げるところによりま

す。 



－180－ －181－

 

２ この省令による改正後の第十五条の規定にかかわらず、平成四年六月三十日

以前に新たに被共済職員となった者に係る届書については、なお従前の例によ

る。 

３ この省令の施行の際この省令による改正前の様式（以下「旧様式」という。）

により使用されている書類は、この省令による改正後の様式によるものとみな

す。 

４ この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 

 

   附 則 （平成一一年三月八日厚生省令第一五号） 抄 

１ この省令は、平成十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一二年二月二三日厚生省令第一三号） 

 （施行期日） 

１ この省令は、平成十二年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 平成十二年度において、共済契約者がこの省令による改正後の社会福祉施設

職員等退職手当共済法施行規則第十四条の規定により提出する届書については、

同条第二号中「前事業年度」とあるのは、「平成十一年十月一日から平成十二

年三月三十一日までの間」とする。 

 

   附 則 （平成一二年六月七日厚生省令第一〇〇号） 抄 

 （施行期日） 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成一二年一〇月二〇日厚生省令第一二七号） 抄 

 （施行期日） 

１ この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の

施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。 

 （様式に関する経過措置） 

３ この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において

「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省令による改正後

の様式によるものとみなす。 

４ この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 

 

   附 則 （平成一二年一二月六日厚生省令第一四〇号） 

 （施行期日） 

１ この省令は、平成十三年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律（平成

十二年法律第百十一号）附則第二十三条第一項の規定により社会福祉施設職

員等退職手当共済法（昭和三十六年法律第百五十五号）第二条第四項に規定

する経営者とみなされる者（法人である者を除く。）に係る社会福祉施設職

員等退職手当共済法施行規則第六条、第十七条、第二十一条及び第二十三条

の規定の適用については、第六条第一項第三号、第十七条、第二十一条第二

号及び第二十三条第一号中「名称」とあるのは「氏名」と、「主たる事務所

の所在地」とあるのは「住所」とする。 

 

   附 則 （平成一五年九月三〇日厚生労働省令第一四八号） 抄 

 （施行期日） 

第一条 この省令は、公布の日から施行する。ただし、第二十二条及び附則第五

条から第七条までの規定は、平成十五年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一七年八月二五日厚生労働省令第一三三号） 

 （施行期日） 

第一条 この省令は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、次条の規定は、

公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 介護保険法等の一部を改正する法律（以下「介護保険法等改正法」とい

う。）附則第二十三条第二項の規定による届出は、次に掲げる事項を記載した

届書を独立行政法人福祉医療機構（以下この条において「機構」という。）に

提出して行わなければならない。 

 一 届出を行う共済契約者の氏名又は名称及び主たる事務所の所在地 

 二 届出に係る介護保険法等改正法附則第二十三条第一項に規定する特別養護

老人ホーム等の名称、種類及び所在地 

 三 その他機構が必要と認める事項 

２ 前項の届出は、平成十七年十二月一日から平成十八年三月三十一日までの間

に行わなければならない。 

第三条 当分の間、この省令による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共済法

施行規則（以下この条及び次条において「新規則」という。）第二条第一項第

六号、第三条の二第三号及び第三条の三第四号の規定の適用については、新規

則第二条第一項第六号中「又は第三項から第五項まで」とあるのは「、第三項

から第五項まで又は介護保険法等の一部を改正する法律（以下「介護保険法等

改正法」という。）附則第二十七条第一項」と、新規則第三条の二第三号中

「法第六条第五項」とあるのは「法第六条第五項又は介護保険法等改正法附則

第二十七条第一項」と、新規則第三条の三第四号中「又は第三項から第五項ま

で」とあるのは「若しくは第三項から第五項まで又は介護保険法等改正法附則

第二十七条第一項」とする。 

第四条 当分の間、新規則第五条の規定は、介護保険法等改正法附則第二十七条

第一項の規定に基づく退職手当共済契約の解除について準用する。 

 

   附 則 （平成二〇年三月三日厚生労働省令第二六号） 抄 

 （施行期日） 

１ この省令は、平成二十年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 

４ この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙につい

ては、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

 

   附 則 （平成二八年三月三一日厚生労働省令第七八号） 

 （施行期日） 

第一条 この省令は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次条の規定

は、公布の日から施行する。 

 （社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

第二条 社会福祉法等の一部を改正する法律（平成二十八年法律第二十一号。以

下「社会福祉法等改正法」という。）附則第二十六条第二項又は社会福祉法等

の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関す

る政令（平成二十八年政令第百八十五号。以下「整備令」という。）附則第二

条第二項の規定による届出は、次に掲げる事項を記載した届書を独立行政法人

福祉医療機構（以下この条において「機構」という。）に提出して行わなけれ

ばならない。 

 一 届出を行う共済契約者の氏名又は名称及び主たる事務所の所在地 

 二 届出に係る社会福祉法等改正法附則第二十六条第一項に規定する障害者支

援施設等又は整備令附則第二条第一項に規定する地域活動支援センター等の

名称、種類及び所在地 

 三 その他機構が必要と認める事項 

第三条 当分の間、第二条の規定による改正後の社会福祉施設職員等退職手当共

済法施行規則（以下「新規則」という。）第二条第一項第六号、第三条の二第

三号及び第三条の三第四号の規定の適用については、新規則第二条第一項第六

号中「又は第三項から第五項まで」とあるのは「若しくは第三項から第五項ま

で、介護保険法等の一部を改正する法律（平成十七年法律第七十七号。以下

「介護保険法等改正法」という。）附則第二十七条第一項又は社会福祉法等の

一部を改正する法律（平成二十八年法律第二十一号。以下「社会福祉法等改正

法」という。）附則第三十条第一項」と、新規則第三条の二第三号中「法第六

条第五項」とあるのは「法第六条第五項、介護保険法等改正法附則第二十七条

第一項又は社会福祉法等改正法附則第三十条第一項」と、新規則第三条の三第

四号中「又は第三項から第五項まで」とあるのは「若しくは第三項から第五項

まで、介護保険法等改正法附則第二十七条第一項又は社会福祉法等改正法附則

第三十条第一項」とする。 

第四条 当分の間、新規則第五条の規定は、社会福祉法等改正法附則第三十条第

一項の規定に基づく退職手当共済契約の解除について準用する。 
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社会福祉施設職員等退職手当共済約款 
（昭和３６年１０月１日制定） 

最終改正 平成３１年２月１２日 

目次 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 共済契約の成立（第４条の１－第５条） 

第３章 掛金の納付（第６条－第１４条） 

第４章 共済契約者の届出義務等（第１５条－第２９条） 

第５章 共済契約の解除（第３０条－第３２条） 

第６章 退職手当金の支給、差止め及び支給制限等（第３３条－第４２条） 

第７章 雑則（第４３条－第５２条） 

附則 

 

   第１章 総則 

 （約款の目的） 

第１条 この社会福祉施設職員等退職手当共済約款（以下「約款」という。）は、

社会福祉施設職員等退職手当共済契約（以下「共済契約」という。）の締結に

関し、独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）と共済契約者及び

被共済職員との間の掛金の納付、共済契約者の届出、共済契約の解除及び退職

手当金の支給等共済契約上の関係についての重要な事項を取り決めることを目

的としております。 

 （契約の締結） 

第２条 共済契約は、社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和３６年法律第１

５５号。以下「共済法」という。）、社会福祉施設職員等退職手当共済法施行

令（昭和３６年政令第２８６号。以下「施行令」という。）、社会福祉施設職

員等退職手当共済法施行規則（昭和３６年厚生省令第３６号）及びこの約款に

定めるところにより締結します。 

 （業務の取扱い） 

第３条 共済契約に関する業務の一部について、委託した都道府県社会福祉協議

会又はこれに準じる者として認めた者（以下「業務委託先（都道府県社会福祉

協議会等）」という。）で取り扱います。 

 

   第２章 共済契約の成立 

 （契約の成立及び効力の発生） 

第４条の１ 共済契約にあたって、共済契約申込希望者は、機構が指定する申込

書及び添付書類（以下、「申込書等」といいます。）を提出してください。 

２ 申込書等の内容に重大な不備があるとき、または、申込書等に不足が生じて

いるときは、受理を行わず、修正または必要書類の提出を求めるものとします。 

第４条の２ 共済契約にあたって、機構は、共済法等に規定する事項について審

査を行います。 

第４条の３ 共済契約は、機構が共済契約の申込みを承諾したときは、その申込

みの日において成立したものとみなし、かつ、その日から効力を生じます。 

２ 機構は、共済契約の申込みを承諾したときは、退職手当共済契約証書（以下

「共済契約証書」という。）に約款を添えて共済契約者に送付します。 

３ 共済契約が成立したときは、共済契約者は、遅滞なく、その旨を被共済職員

に通知してください。 

 （特定介護保険施設等の申出） 

第４条の４ 共済契約者は、特定介護保険施設等の申出を行う場合は、施設等新

設届・申出書（様式第１号）にその申出に係る施設又は事業が当該申出を行う

共済契約者が経営しているものであることを証する書類（附表１の（１）に掲

げる添付書類）を添えて機構に提出してください。 

２ 機構は、特定介護保険施設等の申出を承諾したときは、特定介護保険施設等

承諾書を共済契約者に送付します。 

３ 機構が、特定介護保険施設等の申出を承諾したときは、その申出のあった日

に特定介護保険施設等となったものとみなします。 

４ 共済契約者は、特定介護保険施設等の承諾を受けたときは、遅滞なく、その

旨を被共済職員に通知してください。 

 （申出施設等の申出） 

第４条の５ 共済契約者は、申出施設等の申出を行う場合は、施設等新設届・申

出書（様式第１号）にその申出に係る施設又は事業が当該申出を行う共済契約

者が経営しているものであることを証する書類（附表１の（１）に掲げる添付

書類）を添えて機構に提出してください。 

２ 申出を行う場合の施設又は事業の単位は、次の各号に掲げるところによりま

す。 



－182－ －183－

 

（１）施設の設置又は事業の開始について、都道府県知事等の指定若しくは許可

若しくは認可を得る必要があるもの又は都道府県知事等へ届出の必要がある

もの 

   指定若しくは許可若しくは認可を受け又は届け出た施設又は事業別 

（２）前号に該当するもの以外のもの 

   定款に定められた施設又は事業別及び法人本部 

３ 機構は、申出施設等の申出を承諾したときは、申出施設等承諾書を共済契約

者に送付します。 

４ 機構が、申出施設等の申出を承諾したときは、その申出のあった日に申出施

設等となったものとみなします。 

５ 共済契約者は、申出施設等の承諾を受けたときは、遅滞なく、その旨を被共

済職員に通知してください。 

 （被共済職員等の受益） 

第５条 被共済職員及びその遺族は、この共済契約の利益を受けます。 

 

   第３章 掛金の納付 

 （掛金の納付） 

第６条 共済契約者は、毎事業年度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。

以下同じ。）、機構に掛金を納付してください。 

 （掛金の額） 

第７条 掛金の額は、第１号の社会福祉施設等職員に係る掛金の額と第２号の特

定介護保険施設等職員に係る掛金の額及び第３号の申出施設等職員に係る掛金

の額の合計額とします。 

（１）社会福祉施設等職員に係る掛金の額は、単位掛金額（施行令第６条の規定

により厚生労働大臣が定める額をいう。以下同じ。）に毎事業年度の４月１

日において共済契約者が使用する社会福祉施設等職員数を乗じて得た額とし

ます。 

（２）特定介護保険施設等職員に係る掛金の額は、単位掛金額に３を乗じて得た

額に毎事業年度の４月１日において共済契約者が使用する特定介護保険施設

等職員数を乗じて得た額とします。ただし、以下の場合においては、当該特

定介護保険施設等職員に係る掛金の額は次に掲げる合計の額とします。 

  ① 当該特定介護保険施設等職員が使用される事業所が、障害児通所支援事

業、老人居宅介護等事業、小規模多機能型居宅介護事業、認知症対応型老人

共同生活援助事業、居宅介護事業、重度訪問介護事業、同行援護事業、行動

援護事業、療養介護事業、生活介護事業、短期入所事業、重度障害者等包括

支援事業、自立訓練事業、就労移行支援事業、就労継続支援事業、共同生活

援助事業又は移動支援事業を行い、かつ、特定社会福祉事業に関する業務量

の割合（以下「特定社会福祉事業割合」という。）が３分の１以上である場

合にあっては、次に掲げる合計の額とします。 

   ア 単位掛金額に、毎事業年度の４月１日において当該事業所において使

用する特定介護保険施設等職員の数に当該事業所の特定社会福祉事業割合を

乗じて得た数（その数に１に満たない端数があるときは、これを切り捨てて

得た数。以下「特定職員数」という。）を乗じて得た額。 

   イ 単位掛金額に３を乗じて得た額に、毎事業年度の４月１日において当

該事業所において使用する特定介護保険施設等職員の数から特定職員数を控

除して得た数を乗じて得た額。 

  ② 障害児入所施設であって、かつ、児童福祉法第２７条第１項の規定によ

り同項第３号の措置が取られた児童に関する業務量の割合（以下、「措置入

所障害児関係業務割合」という。）が零を上回る場合にあっては、次に掲げ

る合計の額とします。 

   ア 単位掛金額に、当該事業年度の４月１日において当該施設において使

用する特定介護保険施設等職員の数に当該施設の措置入所障害児関係業務割

合を乗じて得た数（その数に１に満たない端数のあるときは、これを切り捨

てます。以下、「措置入所障害児関係業務従事職員数」という。）を乗じて

得た額 

   イ 単位掛金額に３を乗じて得た額に、当該事業年度の４月１日において

当該事業所において使用する特定介護保険施設等職員の数から措置入所障害

児関係業務従事職員数を控除して得た数を乗じて得た額 

（３）申出施設等職員に係る掛金の額は、単位掛金額に３を乗じて得た額に毎事

業年度の４月１日において共済契約者が使用する申出施設等職員数を乗じて

得た額とします。 

２ 新たに共済契約が締結された場合におけるその共済契約の申込みの日が属す

る事業年度分の掛金の額は、前項の規定にかかわらず、単位掛金額にその共済

契約の申込みの日における第１号に掲げる数と第２号に掲げる数とを合計した

数を乗じて得た額を１２で除して得た額に、その申込みの日の属する月から当

該事業年度の末日の属する月までの月数を乗じて得た額とします。 

（１）当該共済契約者が使用する社会福祉施設等職員の数（ただし、第１項第２

号ただし書に規定する場合にあっては、当該事業所において使用する特定介

護保険施設等職員の数に当該事業所の特定社会福祉事業割合を乗じて得た数

（その数に１に満たない端数があるときは、これを切り捨てて得た数。次号

において「新規特定職員数」という。）を加えた数。 

（２）当該共済契約者が使用する特定介護保険施設等職員の数と申出施設等職員

の数とを合計した数に３を乗じて得た数。ただし第１項第２号ただし書に規

定する場合にあっては、当該合計した数から新規特定職員数を控除して得た

数に３を乗じて得た数。 

 （掛金の納付請求書の送付） 

第８条 機構は、毎事業年度の開始前に掛金の納付請求書を共済契約者に送付し

ます。ただし、新たに共済契約が締結された場合におけるその契約の申込みの

日又はその承諾の日が属する事業年度分の掛金については、機構がその契約の

申込みを承諾するときに送付します。 

 （掛金の納付方法） 

第９条 掛金は、機構の指定する口座に払い込んでください。 

第１０条 削除 

 （納付期限） 

第１１条 毎事業年度に納付すべき掛金の納付期限は、その事業年度の５月３１

日とします。ただし、第８条ただし書の掛金については、機構がその契約の申

込みを承諾した日から起算して２箇月を経過する日とします。 

 （納付期限の延長） 

第１２条 機構は、災害その他やむを得ない理由により掛金の納付義務者が掛金

をその納付期限までに納付することができないと認めるときは、その納付期限

を延長することができます。 

２ 共済契約者は、前項の規定による掛金の納付期限の延長を申請しようとする

ときは、掛金納付期限延長承認申請書（様式第３号）を機構に提出してくださ

い。 

３ 機構は、第１項の規定により掛金の納付期限を延長したときは、遅滞なく、

その旨及び延長期限を共済契約者に通知します。 

 （割増金） 

第１３条 機構は、掛金の納付義務者が掛金をその納付期限までに納付しなかっ

たときは、その納付義務者に対し、割増金を請求することができます。 

２ 前項の割増金は、機構の請求に基づき納付してください。この場合に、割増

金の額は、掛金の額について年１０．９５％の割合で納付期限の翌日から納付

の日の前日までの日数によって計算した額とします。 

３ 前項の割増金を計算する場合の年当たりの割合は、閏年の日を含む期間につ

いても３６５日当たりの割合とします。 

 （端数計算） 

第１４条 第７条第２項の掛金及び前条第２項の割増金の額に１円未満の端数が

あるときは、その端数を切り捨てます。 

 

   第４章 共済契約者の届出義務等 

 （経営者でなくなった者の届） 

第１５条 共済契約者は、社会福祉施設若しくは特定社会福祉事業（以下「社会

福祉施設等」という。）又は特定介護保険施設等の経営者でなくなったときは、

遅滞なく、社会福祉施設等及び特定介護保険施設等の経営者でなくなった者の

届（様式第４号。以下「経営者でなくなった者の届」という。）に経営者でな

くなったことを証する書類（附表１の（２）に掲げる添付書類）を添えて機構

に提出してください。ただし、次条の規定に該当し、同条の規定により、当該

届書を機構に提出する場合を除きます。 

 （共済契約者が変更した場合の届書等） 

第１６条 共済契約者である社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の経営者に

次の各号に掲げる変更が生じた場合において、変更後の経営者がその変更時か

ら共済契約を締結するときは、変更後の経営者は、遅滞なく、当該各号に掲げ

る届書等（変更前の共済契約者の提出する届書を含む。）を機構に提出してく

ださい。 

  なお、本項から第３項までにおいて、経営者が変更したことを証する書類又

は経営者がその社会福祉施設等又は特定介護保険施設等を経営していることを

証する書類は、それぞれ附表１の（３）又は附表１の（１）に掲げる添付書類

とします。 

（１）共済契約者である経営者が交代した場合（経営者交替） 

変更前の共済契約者 経営者でなくなった者の届 

 

変更後の経営者 申込書及び経営者が変更したことを証

する書類 

（２）共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の一部が分

離独立した場合（分離独立） 

変更前の共済契約者 共済契約対象施設等一部廃止等届（様式

第１２号） 

変更後の経営者 申込書及び経営者が変更したことを証す

る書類 

（３）２以上の共済契約者が合併して、新たに社会福祉法人を設立した場合（新

設合併） 

変更前の共済契約者 経営者でなくなった者の届 

変更後の経営者 申込書及び経営者が変更したことを証

する書類 

（４）共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の一部が、

社会福祉施設等又は特定介護保険施設等を経営している共済契約者以外の経

営者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等となった場合（分離

移管と新規加入） 

変更前の共済契約者 共済契約対象施設等一部廃止等届（様式

第１２号） 

変更後の経営者 申込書並びに新規加入の社会福祉施設等

又は特定介護保険施設等について「経営

者がその社会福祉施設等又は特定介護保

険施設等を経営していることを証する書

類」及び分離移管の社会福祉施設等又は

特定介護保険施設等について「経営者が

変更したことを証する書類」 

（５）共済契約者の経営する社会福祉施設等及び特定介護保険施設等の全部が、

社会福祉施設等を経営している共済契約者以外の経営者の経営する社会福祉

施設等及び特定介護保険施設等となった場合（吸収合併と新規加入） 

変更前の共済契約者 経営者でなくなった者の届 

変更後の経営者 申込書並びに新規加入の社会福祉施設等

及び特定介護保険施設等について「経営

者がその社会福祉施設等又は特定介護保

険施設等を経営していることを証する書

類」及び吸収合併の社会福祉施設等又は

特定介護保険施設等について「経営者が

変更したことを証する書類」 

２ 共済契約者である社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の経営者に次の各

号に掲げる変更が生じた場合において、変更後の経営者が共済契約者であると

きは、変更後の共済契約者は、遅滞なく、当該各号に掲げる届書等（変更前の

共済契約者の提出する届書を含む。）を機構に提出してください。 

（１）共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の一部が、

他の共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等となった

場合（分離移管） 

変更前の共済契約者 共済契約対象施設等一部廃止等届（様式

第１２号） 

変更後の共済契約者 施設等新設届・申出書（様式第１号）に

よる社会福祉施設等新設の届又は特定介

護保険施設等の申出及び経営者が変更し

たことを証する書類 

（２）共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の全部が、

他の共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等となった

場合（吸収合併） 

変更前の共済契約者 経営者でなくなった者の届 

変更後の共済契約者 施設等新設届・申出書（様式第１号）に

よる社会福祉施設等新設の届又は特定介

護保険施設等の申出及び経営者が変更し

たことを証する書類 

３ 申出施設等の経営者に変更が生じた場合において、変更後の経営者がその変

更時に申出施設等の申出を行うときは、次に掲げる届出等（変更前の共済契約

者の提出する届書については、第１項又は第２項に該当し同時に提出する場合

を除く。）を機構に提出してください。 

変更前の共済契約者 共済契約対象施設等一部廃止等届（様式

第１２号）又は経営者でなくなった者の

届 

変更後の共済契約者 施設等新設届・申出書（様式第１号）に

よる申出施設等の申出及び経営者が変更

したことを証する書類 

（中小企業退職金共済契約締結届） 

第１７条 共済契約者は、その共済契約に係る被共済職員につき中小企業退職金

共済法（昭和３４年法律第１６０号）の規定による退職金共済契約を締結した

ときは、遅滞なく、中小企業退職金共済契約締結届（様式第５号）を機構に提

出してください。 

 （掛金納付対象職員届） 

第１８条 共済契約者は、毎事業年度、４月１日において使用する被共済職員に

ついて、掛金納付対象職員届（様式第２号）を同月末日までに機構に提出して

ください。ただし、当該事業年度の４月１日に新たに社会福祉施設等を新設し、

又は社会福祉施設等の経営の移管を受け第１６条第２項又は第２４条に規定す

る社会福祉施設等新設の届出を行う被共済職員、同日に新たに第４条の２又は

第１６条第２項に規定する特定介護保険施設等の申出を行う被共済職員及び同

日に新たに第４条の３又は第１６条第３項の規定により申出施設等の申出を行

う被共済職員を除きます。 

２ 前項の届書を提出する場合において、被共済職員につき、業務上負傷し又は

疾病にかかり、療養のために当該社会福祉施設等又は特定介護保険施設等又は

申出施設等（以下「共済契約対象施設等」という。）の業務に従事しなかった

月があるときは、その負傷又は疾病が業務に起因したものであることを証する

書類を添えてください。 

３ 第７条第１項第２号ただし書に規定する特定介護保険施設等職員が使用され

る事業所が、その運営を前年度３月２日以後に開始して、第１項の届書を届け

出た又は当該事業年度の４月１日における特定介護保険施設等として施設等新

設届・申出書（様式第１号）により申し出た場合であって、当該届書又は申出

書に記載した特定職員数の見込数と異なるときは、特定職員数の見込数変更届

（様式第２号の２）に当該特定職員数を記載のうえ、当該事業年度の５月末日

までに提出してください。 

 （被共済職員育児休業の届出） 

第１９条 共済契約者は、被共済職員から共済法第１１条第４項に規定する育児

休業（以下「育児休業」という。）の申出を受けたときは、掛金納付対象職員

届（様式第２号）により機構に届け出てください。ただし、当該被共済職員が

退職した場合は、被共済職員退職届（以下、「退職届」という。）（様式第７

号）により届け出てください。 

２ 前項の規定により届け出た育児休業の期間に変更があった場合は、翌事業年

度の掛金納付対象職員届（様式第２号）により機構に届け出てください。ただ

し、当該被共済職員が翌事業年度までに退職した場合は、退職届（様式第７号）

により届け出てください。 

 （被共済職員加入の届） 

第２０条 共済契約者は、新たに被共済職員となった者があるときは、遅滞なく、

被共済職員加入届（様式第６号）を機構に提出してください。（第４条の２、

第４条の３、第１６条又は第２４条に規定する施設等新設届・申出書（様式第

１号）による届出又は申出及び当該事業年度の４月１日に新たに被共済職員と

なり、第１８条に規定する掛金納付対象職員届（様式第２号）により加入の届

出を行う場合を除く。） 

 （被共済職員退職の届） 

第２１条 共済契約者は、退職（被共済職員が第３０条第１項第２号若しくは第

３号、第２項又は第３１条第１項、第２項の規定による共済契約の解除以外の

理由により被共済職員でなくなることをいう。以下同じ。）した者があるとき

は、遅滞なく、退職届（様式第７号）を機構に提出してください。ただし、第

１８条に規定する掛金納付対象職員届（様式第２号）により退職の届出をした

ものであって、かつ、被共済職員となった日から起算して１年に満たないで退

職したものは、除きます。 

２ 第１８条第２項の規定は、前項の場合に準用します。 

３ 退職した者が第３４条第１項第２号の規定に該当するときは、退職届（様式

第７号）に次の書類を添えてください。 

（１）業務上の負傷又は疾病により退職した場合は、障害の程度が厚生年金保険

法（昭和２９年法律第１１５号）第４７条第２項に規定する障害等級（附表

２）に該当することを証する書類（障害厚生年金の受給を証する書類又は医

師の診断書）及び業務に起因することを証する書類（労働者災害補償保険法

（昭和２２年法律第５０号）に基づく補償に該当することを証する書類等） 

（２）業務上死亡したことにより退職した場合は、その死亡が業務に起因するこ

とを証する書類 
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変更後の経営者 申込書及び経営者が変更したことを証

する書類 

（２）共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の一部が分

離独立した場合（分離独立） 

変更前の共済契約者 共済契約対象施設等一部廃止等届（様式

第１２号） 

変更後の経営者 申込書及び経営者が変更したことを証す

る書類 

（３）２以上の共済契約者が合併して、新たに社会福祉法人を設立した場合（新

設合併） 

変更前の共済契約者 経営者でなくなった者の届 

変更後の経営者 申込書及び経営者が変更したことを証

する書類 

（４）共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の一部が、

社会福祉施設等又は特定介護保険施設等を経営している共済契約者以外の経

営者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等となった場合（分離

移管と新規加入） 

変更前の共済契約者 共済契約対象施設等一部廃止等届（様式

第１２号） 

変更後の経営者 申込書並びに新規加入の社会福祉施設等

又は特定介護保険施設等について「経営

者がその社会福祉施設等又は特定介護保

険施設等を経営していることを証する書

類」及び分離移管の社会福祉施設等又は

特定介護保険施設等について「経営者が

変更したことを証する書類」 

（５）共済契約者の経営する社会福祉施設等及び特定介護保険施設等の全部が、

社会福祉施設等を経営している共済契約者以外の経営者の経営する社会福祉

施設等及び特定介護保険施設等となった場合（吸収合併と新規加入） 

変更前の共済契約者 経営者でなくなった者の届 

変更後の経営者 申込書並びに新規加入の社会福祉施設等

及び特定介護保険施設等について「経営

者がその社会福祉施設等又は特定介護保

険施設等を経営していることを証する書

類」及び吸収合併の社会福祉施設等又は

特定介護保険施設等について「経営者が

変更したことを証する書類」 

２ 共済契約者である社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の経営者に次の各

号に掲げる変更が生じた場合において、変更後の経営者が共済契約者であると

きは、変更後の共済契約者は、遅滞なく、当該各号に掲げる届書等（変更前の

共済契約者の提出する届書を含む。）を機構に提出してください。 

（１）共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の一部が、

他の共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等となった

場合（分離移管） 

変更前の共済契約者 共済契約対象施設等一部廃止等届（様式

第１２号） 

変更後の共済契約者 施設等新設届・申出書（様式第１号）に

よる社会福祉施設等新設の届又は特定介

護保険施設等の申出及び経営者が変更し

たことを証する書類 

（２）共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の全部が、

他の共済契約者の経営する社会福祉施設等又は特定介護保険施設等となった

場合（吸収合併） 

変更前の共済契約者 経営者でなくなった者の届 

変更後の共済契約者 施設等新設届・申出書（様式第１号）に

よる社会福祉施設等新設の届又は特定介

護保険施設等の申出及び経営者が変更し

たことを証する書類 

３ 申出施設等の経営者に変更が生じた場合において、変更後の経営者がその変

更時に申出施設等の申出を行うときは、次に掲げる届出等（変更前の共済契約

者の提出する届書については、第１項又は第２項に該当し同時に提出する場合

を除く。）を機構に提出してください。 

変更前の共済契約者 共済契約対象施設等一部廃止等届（様式

第１２号）又は経営者でなくなった者の

届 

変更後の共済契約者 施設等新設届・申出書（様式第１号）に

よる申出施設等の申出及び経営者が変更

したことを証する書類 

（中小企業退職金共済契約締結届） 

第１７条 共済契約者は、その共済契約に係る被共済職員につき中小企業退職金

共済法（昭和３４年法律第１６０号）の規定による退職金共済契約を締結した

ときは、遅滞なく、中小企業退職金共済契約締結届（様式第５号）を機構に提

出してください。 

 （掛金納付対象職員届） 

第１８条 共済契約者は、毎事業年度、４月１日において使用する被共済職員に

ついて、掛金納付対象職員届（様式第２号）を同月末日までに機構に提出して

ください。ただし、当該事業年度の４月１日に新たに社会福祉施設等を新設し、

又は社会福祉施設等の経営の移管を受け第１６条第２項又は第２４条に規定す

る社会福祉施設等新設の届出を行う被共済職員、同日に新たに第４条の２又は

第１６条第２項に規定する特定介護保険施設等の申出を行う被共済職員及び同

日に新たに第４条の３又は第１６条第３項の規定により申出施設等の申出を行

う被共済職員を除きます。 

２ 前項の届書を提出する場合において、被共済職員につき、業務上負傷し又は

疾病にかかり、療養のために当該社会福祉施設等又は特定介護保険施設等又は

申出施設等（以下「共済契約対象施設等」という。）の業務に従事しなかった

月があるときは、その負傷又は疾病が業務に起因したものであることを証する

書類を添えてください。 

３ 第７条第１項第２号ただし書に規定する特定介護保険施設等職員が使用され

る事業所が、その運営を前年度３月２日以後に開始して、第１項の届書を届け

出た又は当該事業年度の４月１日における特定介護保険施設等として施設等新

設届・申出書（様式第１号）により申し出た場合であって、当該届書又は申出

書に記載した特定職員数の見込数と異なるときは、特定職員数の見込数変更届

（様式第２号の２）に当該特定職員数を記載のうえ、当該事業年度の５月末日

までに提出してください。 

 （被共済職員育児休業の届出） 

第１９条 共済契約者は、被共済職員から共済法第１１条第４項に規定する育児

休業（以下「育児休業」という。）の申出を受けたときは、掛金納付対象職員

届（様式第２号）により機構に届け出てください。ただし、当該被共済職員が

退職した場合は、被共済職員退職届（以下、「退職届」という。）（様式第７

号）により届け出てください。 

２ 前項の規定により届け出た育児休業の期間に変更があった場合は、翌事業年

度の掛金納付対象職員届（様式第２号）により機構に届け出てください。ただ

し、当該被共済職員が翌事業年度までに退職した場合は、退職届（様式第７号）

により届け出てください。 

 （被共済職員加入の届） 

第２０条 共済契約者は、新たに被共済職員となった者があるときは、遅滞なく、

被共済職員加入届（様式第６号）を機構に提出してください。（第４条の２、

第４条の３、第１６条又は第２４条に規定する施設等新設届・申出書（様式第

１号）による届出又は申出及び当該事業年度の４月１日に新たに被共済職員と

なり、第１８条に規定する掛金納付対象職員届（様式第２号）により加入の届

出を行う場合を除く。） 

 （被共済職員退職の届） 

第２１条 共済契約者は、退職（被共済職員が第３０条第１項第２号若しくは第

３号、第２項又は第３１条第１項、第２項の規定による共済契約の解除以外の

理由により被共済職員でなくなることをいう。以下同じ。）した者があるとき

は、遅滞なく、退職届（様式第７号）を機構に提出してください。ただし、第

１８条に規定する掛金納付対象職員届（様式第２号）により退職の届出をした

ものであって、かつ、被共済職員となった日から起算して１年に満たないで退

職したものは、除きます。 

２ 第１８条第２項の規定は、前項の場合に準用します。 

３ 退職した者が第３４条第１項第２号の規定に該当するときは、退職届（様式

第７号）に次の書類を添えてください。 

（１）業務上の負傷又は疾病により退職した場合は、障害の程度が厚生年金保険

法（昭和２９年法律第１１５号）第４７条第２項に規定する障害等級（附表

２）に該当することを証する書類（障害厚生年金の受給を証する書類又は医

師の診断書）及び業務に起因することを証する書類（労働者災害補償保険法

（昭和２２年法律第５０号）に基づく補償に該当することを証する書類等） 

（２）業務上死亡したことにより退職した場合は、その死亡が業務に起因するこ

とを証する書類 
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４ 退職した者が第４１条の規定に該当するときは、退職届（様式第７号）に共

済契約者の事情を説明した書類及びその事実を証する書類を添えてください。 

 （共済契約者間継続職員異動届） 

第２２条 共済契約者は、他の共済契約者が使用する被共済職員を当該他の共済

契約者の同意を得て、当該被共済職員が退職手当金を請求しないで引き続き自

己の使用する被共済職員とした場合は、遅滞なく、共済契約者間継続職員異動

届（様式第８号）を機構に提出してください。ただし、経営の移管による場合

を除きます。 

２ 前項の共済契約者間継続職員異動届は、被共済職員を異動前に使用していた

共済契約者と連名で行ってください。 

 （共済契約対象（外）施設等異動届） 

第２２条の２ 共済契約者は、その使用する被共済職員で引き続き１年以上の被

共済職員である者が、退職手当金を請求しないでその者に係る共済契約者の経

営する共済契約対象施設等以外の施設又は事業（以下「共済契約対象外施設等」

という。）の業務に常時従事することを要するものとなった場合、又は共済契

約対象施設等の業務及び共済契約対象外施設等の業務を兼務することを要する

ものとなった場合（兼務するそれぞれの業務の勤務時間の１週間の合計が、当

該共済契約対象施設等の業務に常時従事する者の１週間の勤務時間に見合う場

合に限る。）、若しくはその者が共済契約対象外施設等から再び当該共済契約

者の経営する共済契約対象施設等に復帰することとなった場合は、遅滞なく、

共済契約対象（外）施設等異動届（様式第９号）を機構に提出してください。

（第４条の２、第４条の３、第１６条又は第２４条の規定により施設等新設

届・申出書（様式第１号）による届出又は申出及び当該事業年度の４月１日に

共済契約対象外施設等から再び当該共済契約者の経営する共済契約対象施設等

に復帰することとなった被共済職員で、第１８条に規定する掛金納付対象職員

届（様式第２号）による共済契約対象施設等に復帰の届出を行う場合を除く。） 

２ 被共済職員が、共済契約対象外施設等へ異動後、共済契約対象施設等に復帰

前に退職した場合は退職届（様式第７号）を提出してください。 

  なお、その場合の退職日は、共済契約対象外施設等へ異動した日の前日とな

りますので、異動日前６箇月（被共済職員期間となる月）の本俸月額を記録保

存しておいてください。 

 （共済契約者氏名等変更の届） 

第２３条 共済契約者は、その氏名若しくは名称又は住所等を変更したときは、

速やかに、共済契約者氏名等変更届・共済契約証書再交付申出書（様式第１０

号）を機構に提出してください。 

 （社会福祉施設等新設の届） 

第２４条 共済契約者は、新たに社会福祉施設等を新設し、又は社会福祉施設等

の経営の移管を受けたときは、速やかに、施設等新設届・申出書（様式第１号）

に社会福祉施設等を経営していることを証する書類（附表１の（１）に掲げる

添付書類）を添えて機構に提出してください。ただし、第１６条第２項の規定

に該当し、同項の規定により、当該届書を機構に提出する場合を除きます。 

 （共済契約対象施設等一部廃止等届） 

第２５条 共済契約者は、共済契約対象施設等の一部について廃止し若しくは休

止し、又は経営を移管したときは、速やかに、共済契約対象施設等一部廃止等

届（様式第１２号）に共済契約対象施設等の一部を廃止、休止したことを証す

る書類（附表１の（２）に掲げる添付書類）を添えて機構に提出してください。

ただし、第１６条の規定に該当し、同条の規定により、当該届書を機構に提出

する場合を除きます。 

 （被共済職員氏名変更の届出） 

第２６条 被共済職員は、その氏名を変更したときは、速やかに、その旨及び変

更の年月日を共済契約者に申出てください。 

２ 共済契約者は、前項の申出を受けたときは、掛金納付対象職員届（様式第２

号）又は退職届（様式第７号）に併せて機構に届け出てください。 

 （その他の届出） 

第２７条 第１５条から前条までに規定するほか、共済契約者は、被共済職員の

従業の状況に関する事項について機構から届出を求められたときは、速やかに、

その事項を記載した届書を機構に提出してください。 

 （届書等の経由） 

第２８条 共済契約者は、第２１条に規定する退職届及び第３８条第１項の規定

による退職手当金請求書（様式第７号の２）・合算制度利用申出書（様式第７

号の３）を提出するときは、業務委託先（都道府県社会福祉協議会等）を経由

して機構に提出してください。 

２ 所在する都道府県において業務委託先が存在しないときは、機構に直接提出

してください。 

 （被共済職員の従業状況の記録及び保存） 

第２９条 共済契約者は、その使用する被共済職員ごとに、その出勤、欠勤、出

張、外勤、産前産後の休業、育児休業、介護休業（共済法第１１条第３項に規

定する介護休業をいう。以下同じ。）、業務上の負傷又は疾病による休業等に

関する従業状況を記録し、その記録を作成の日から２年間、保存しておいてく

ださい。 

 

   第５章 共済契約の解除 

 （機構が行う契約の解除） 

第３０条 機構は、次の各号に掲げる場合には、共済契約を解除します。 

（１）共済契約者が、社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の経営者でなくな

ったとき。 

（２）共済契約者が、納付期限後２箇月以内に掛金を納付しなかったとき。 

（３）共済契約者が、その共済契約に係る被共済職員について、中小企業退職金

共済法の規定による退職金共済契約を締結したとき。 

２ 機構は、次の各号に掲げる場合には、共済契約を解除することができます。 

（１）共済契約者が、第１５条から第２７条までの規定に違反して、届出をせず、

又は虚偽の届出をしたとき。 

（２）共済契約者が、第２９条の規定に違反して、記録を作成せず、若しくは虚

偽の記録を作成し、又は同条の記録をその作成の日から起算して２年間、保

存しなかったとき。 

（３）共済契約者の代表者又はその代理人、使用人その他の従業者が厚生労働大

臣又は都道府県知事が行う立入検査にあたり、その職員の質問に対して答弁

せず、若しくは虚偽の陳述をし、又はその職員の検査を拒み、妨げ、若しく

は忌避したとき。 

３ 機構は、前２項の規定により共済契約を解除したときは、解除の理由を付し

て、その旨を共済契約者に通知します。 

４ 機構は、第１項又は第２項の規定により共済契約者を解除したときは、その

契約に係る被共済職員にその旨を通知します。 

 （共済契約者が行う契約の解除） 

第３１条 共済契約者は、すべての被共済職員の同意を得たときは、共済契約を

解除することができます。 

２ 共済契約者は、その経営する特定介護保険施設等又は申出施設等の業務に従

事するすべての被共済職員の同意を得たときは、当該退職手当共済契約のうち

当該同意を得た被共済職員に関する部分を解除することができます。 

３ 共済契約者は、第１項の規定により共済契約を解除するときは、退職手当共

済契約解除通知書（様式第１３号）に被共済職員の従業状況報告及び同項の同

意があったことを証する書類を添付のうえ、機構に提出してください。 

４ 共済契約者は、第２項の規定により共済契約を解除するときは、退職手当共

済契約部分解除通知書（様式第１３号の２）に当該被共済職員の従業状況報告

及び同項の同意があったことを証する書類を添付のうえ、機構に提出してくだ

さい。 

 （契約解除の効力） 

第３２条 共済契約の解除は、将来に向かってのみ効力を生じます。 

 

   第６章 退職手当金の支給、差止め及び支給制限等 

 （退職手当金の支給） 

第３３条 機構は、被共済職員が退職したときは、その者（退職が死亡によるも

のであるときは、その遺族）に対し、退職手当金を支給します。ただし、被共

済職員となった日から起算して１年に満たないで退職したときは、退職手当金

は支給しません。 

 （退職手当金の算出方法） 

第３４条 退職手当金の額は、次の各号の区分によって算出した額とします。こ

の場合において、被共済職員期間（年数）の計算は、次条の規定により行いま

す。ただし、算出した額が、施行令第３条に定める額（以下「計算基礎額」と

いう。）に６０を乗じて得た額を超えるときは、その乗じて得た額とします。  

（１）被共済職員が退職した場合は、次の被共済職員期間の区分により算出した

額とします。 

  ア １年以上１０年まで計算基礎額×年数×５２．２／１００ 

  イ １１年以上１５年まで（計算基礎額×１０年×６９．６／１００）＋

（計算基礎額×１０年をこえる期間の年数×７６．５６／１００） 

  ウ １６年以上１９年まで（計算基礎額×１０年×７８．３／１００）＋

（計算基礎額×５年×８６．１３／１００）＋（計算基礎額×１５年をこえ

る期間の年数×１２５．２８／１００） 

  エ ２０年以上（計算基礎額×１０年×８７／１００）＋（計算基礎額×５

年×９５．７／１００）＋（計算基礎額×５年×１３９．２／１００）＋

 

（計算基礎額×２１年から２５年までの期間の年数×１７４／１００）＋

（計算基礎額×２６年から３０年までの期間の年数×１３９．２／１００）

＋（計算基礎額×３０年をこえる期間の年数×１０４．４／１００） 

（２）業務上の負傷若しくは疾病により厚生年金保険法第４７条第２項に規定す

る障害等級（附表２）に該当する程度の障害の状態になったことにより、又

は業務上死亡したことにより退職した者の被共済職員期間が１年以上１９年

までである場合、前号の規定にかかわらず、次の被共済職員期間の区分によ

り算出した額とします。 

  （計算基礎額×１０年までの期間×８７／１００）＋（計算基礎額×１１年

から１５年までの期間の年数×９５．７／１００）＋（計算基礎額×１６年

から１９年までの期間の年数×１３９．２／１００） 

２ 共済契約者が、退職手当金の計算基礎額を有利なものとするため、被共済職

員の退職前にその者の本俸を不当に改定したと認められる場合は、機構は適

正な計算基礎額により退職手当金の額を算出することができるものとします。 

 （被共済職員期間の計算） 

第３５条 被共済職員期間を計算する場合には、月によるものとし、その者が被

共済職員となった日の属する月から被共済職員でなくなった日の属する月まで

をこれに算入します。 

２ 前項の場合において、その者が被共済職員期間となった日の属する月から被

共済職員でなくなった日の属する月までの期間のうちに、その者がその共済契

約対象施設等の業務に従事した日数が１０日以下である月があるときは、その

月は、同項の規定にかかわらず、被共済職員期間に算入しません。 

３ 被共済職員が業務上負傷し又は疾病にかかり、療養のためにその共済契約対

象施設等の業務に従事しなかった期間及び介護休業によりその業務に従事しな

かった期間並びに女性である被共済職員が出産前６週間（多胎妊娠の場合にあ

っては、１４週間）及び出産後８週間においてその業務に従事しなかった期間

は、前項の規定の適用については、その被共済職員は、その業務に従事したも

のとみなします。 

４ 被共済職員が育児休業によりその共済契約対象施設等の業務に従事しなかっ

た場合は、前２項の規定にかかわらず、その業務に従事しなくなった日の属す

る月からその業務に従事することとなった日の属する月までの間の月数の２分

の１に相当する月数は、被共済職員期間に算入します。ただし、その業務に従

事しなくなった日又はその業務に従事することとなった日の属する月が前３項

の規定により被共済職員期間に算入されるときは、その月については、この限

りではありません。 

５ 被共済職員が被共済職員でなくなった日の属する月にさらに被共済職員とな

った場合において、その月がその被共済職員でなくなったことによって支給さ

れる退職手当金の計算の基礎となっているときは、その月は、第１項の規定に

かかわらず、その被共済職員となった後の期間に係る被共済職員期間に算入し

ません。 

６ 引き続き１年以上被共済職員であった者が、第３０条第１項第２号若しくは

第３号、第２項又は第３１条第１項、第２項の規定によって共済契約が解除さ

れたことにより被共済職員でなくなった場合において、その者が、被共済職員

でなくなった日から起算して１箇月以内にさらに被共済職員となり、引き続き

１年以上被共済職員であったときは、第１項の規定の適用については、その者

は、その間引き続き被共済職員であったものとみなし、その者が、被共済職員

でなくなった日から起算して１箇月をこえ、同日から起算して５年以内にさら

に被共済職員となり、引き続き１年以上被共済職員であったときは、前後の各

期間につき前５項の規定により計算した被共済職員期間を合算します。 

７ 引き続き１年以上被共済職員である者が、その者に係る共済契約者の経営す

る共済契約対象外施設等の業務に従事することを要するものとなったこと、又

はその者に係る共済契約者の経営する共済契約対象施設等の業務及び共済契約

対象外施設等の業務を兼務することを要するものとなったこと（兼務するそれ

ぞれの業務の勤務時間の１週間の合計が、当該共済契約対象施設等の業務に常

時従事する者の１週間の勤務時間に見合う場合に限る。）により退職した場合

においてその者が、退職した日から起算して５年以内に退職手当金を請求しな

いで再び当該共済契約者の経営する共済契約対象施設等に係る職員となったと

きは、共済法第１１条第７項の規定により、前後の各期間につき１項から５項

までの規定によって計算した被共済職員期間を合算します。 

８ 前項の規定による場合のほか、引き続き１年以上被共済職員である者が退職

した場合（第４１条第１項に該当する場合を除く。）において、その者が、退

職した日から起算して３年以内（平成２８年３月３１日以前の退職においては

２年以内）に、退職手当金を請求しないで再び被共済職員となり、かつ、その

者が機構に申し出たときは、前後の各期間につき第１項から第５項までの規定

によって計算した被共済期間を合算します。 

９ 被共済職員期間（前３項の規定により２以上の被共済職員期間を合算すべき

場合には、合算後の被共済職員期間）に１年未満の端数がある場合には、その

端数は、切り捨てます。 

 （共済契約者が変更した場合の被共済職員期間） 

第３６条 共済契約対象施設等の経営者に変更が生じた場合において、第１６条

に規定する届書等が機構に提出されたときは、変更前の共済契約者に使用され

ていた被共済職員で引き続き変更後の共済契約者に使用されるに至ったものは、

変更前の共済契約者に使用される被共済職員となった時から引き続き変更後の

共済契約者に係る被共済職員であったものとみなします。 

 （遺族の範囲及び順位） 

第３７条 第３３条の規定により退職手当金の支給を受けるべき遺族は、次の各

号に掲げる者とします。 

（１）配偶者（届出をしていないが、被共済職員の死亡の当時事実上婚姻関係と

同様の事情にあった者を含む。） 

（２）子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹で被共済職員の死亡の当時主としてそ

の収入によって生計を維持していたもの 

（３）前項に掲げる者のほか、被共済職員の死亡の当時主としてその収入によっ

て生計を維持していた親族  

（４）子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹で第２号に該当しないもの 

２ 退職手当金の支給を受けるべき遺族の順位は、前項各号の順序により、同項

第２号及び第４号に掲げる者のうちにあっては、その各号に規定する順序によ

ります。この場合において、父母については養父母、実父母の順序により、祖

父母については養父母の養父母、養父母の実父母、実父母の養父母、実父母の

実父母の順序によります。 

３ 前項の規定により退職手当金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あ

るときは、退職手当金は、その人数によって等分して支給します。 

 （退職手当金の請求） 

第３８条 共済契約者は、第３３条の規定により退職手当金の支給を受けること

ができる者に対し、退職手当金請求書及び合算制度利用申出書を交付してくだ

さい。 

２ 退職手当金を請求しようとする者（以下「退職手当金請求者」という。）は、

共済契約者を経由して退職手当金請求書を機構に提出してください。 

３ 引き続き１年以上被共済職員である者が、退職手当金を請求せず、３年以内

（平成２８年３月３１日以前の退職においては２年以内）に再び被共済職員と

なるときは合算制度を利用することができます。 

４ 退職手当金請求者が被共済職員の遺族であるときは、退職手当金請求書に次

に掲げる書類を添えてください。 

（１）退職手当金請求者と死亡した被共済職員との身分関係を明らかにすること

ができる戸籍の謄本（退職手当金請求者が届出をしていないが被共済職員の

死亡の当時事実上婚姻関係と同様の事情にあった者であるときは、その事実

を明らかにすることができる書類） 

（２）退職手当金請求者が前条第１項第２号又は第３号に掲げる者であるときは、

被共済職員の死亡の当時主としてその収入によって生計を維持していたこと

を明らかにすることができる書類 

（３）退職手当金請求者が死亡した被共済職員の配偶者以外の者であるときは、

その者より先順位の遺族がないことを明らかにすることができる書類 

５ 退職手当金の支給を受けるべき遺族に同順位者が２人以上あるときは、退職

手当金の請求は、退職手当金の受領に関し一切の権限を有する代理人一人を定

め、その者により行ってください。 

６ 前項の代理人は、その権限を証する書類を退職手当金請求書に添えてくださ

い。 

７ 退職手当金の支給を受けることができる者が死亡した場合において、その者

の相続人が退職手当金の請求をしようとするときは、前４項の規定によるほか、

退職手当金請求書にその相続人がその退職手当金の支給を受けることができる

者の相続人であることを明らかにすることができる書類を添えてください。 

 （退職手当金の支給方法） 

第３９条 退職手当金の支給は、退職手当金請求者の希望する金融機関のその者

の口座への振込みの方法によるものとします。 

 （支払の差し止め） 

第４０条 機構は、退職した被共済職員をその退職時まで使用していた共済契約

者が、その退職の日の属する事業年度の掛金を納付するまでは、その退職に係

る退職手当金の支払を差し止めすることができます。 

 （支給の制限） 

第４１条 機構は、被共済職員が自己の犯罪行為その他これに準ずべき重大な非

行により退職したときは、退職手当金を支給しません。 
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４ 退職した者が第４１条の規定に該当するときは、退職届（様式第７号）に共

済契約者の事情を説明した書類及びその事実を証する書類を添えてください。 

 （共済契約者間継続職員異動届） 

第２２条 共済契約者は、他の共済契約者が使用する被共済職員を当該他の共済

契約者の同意を得て、当該被共済職員が退職手当金を請求しないで引き続き自

己の使用する被共済職員とした場合は、遅滞なく、共済契約者間継続職員異動

届（様式第８号）を機構に提出してください。ただし、経営の移管による場合

を除きます。 

２ 前項の共済契約者間継続職員異動届は、被共済職員を異動前に使用していた

共済契約者と連名で行ってください。 

 （共済契約対象（外）施設等異動届） 

第２２条の２ 共済契約者は、その使用する被共済職員で引き続き１年以上の被

共済職員である者が、退職手当金を請求しないでその者に係る共済契約者の経

営する共済契約対象施設等以外の施設又は事業（以下「共済契約対象外施設等」

という。）の業務に常時従事することを要するものとなった場合、又は共済契

約対象施設等の業務及び共済契約対象外施設等の業務を兼務することを要する

ものとなった場合（兼務するそれぞれの業務の勤務時間の１週間の合計が、当

該共済契約対象施設等の業務に常時従事する者の１週間の勤務時間に見合う場

合に限る。）、若しくはその者が共済契約対象外施設等から再び当該共済契約

者の経営する共済契約対象施設等に復帰することとなった場合は、遅滞なく、

共済契約対象（外）施設等異動届（様式第９号）を機構に提出してください。

（第４条の２、第４条の３、第１６条又は第２４条の規定により施設等新設

届・申出書（様式第１号）による届出又は申出及び当該事業年度の４月１日に

共済契約対象外施設等から再び当該共済契約者の経営する共済契約対象施設等

に復帰することとなった被共済職員で、第１８条に規定する掛金納付対象職員

届（様式第２号）による共済契約対象施設等に復帰の届出を行う場合を除く。） 

２ 被共済職員が、共済契約対象外施設等へ異動後、共済契約対象施設等に復帰

前に退職した場合は退職届（様式第７号）を提出してください。 

  なお、その場合の退職日は、共済契約対象外施設等へ異動した日の前日とな

りますので、異動日前６箇月（被共済職員期間となる月）の本俸月額を記録保

存しておいてください。 

 （共済契約者氏名等変更の届） 

第２３条 共済契約者は、その氏名若しくは名称又は住所等を変更したときは、

速やかに、共済契約者氏名等変更届・共済契約証書再交付申出書（様式第１０

号）を機構に提出してください。 

 （社会福祉施設等新設の届） 

第２４条 共済契約者は、新たに社会福祉施設等を新設し、又は社会福祉施設等

の経営の移管を受けたときは、速やかに、施設等新設届・申出書（様式第１号）

に社会福祉施設等を経営していることを証する書類（附表１の（１）に掲げる

添付書類）を添えて機構に提出してください。ただし、第１６条第２項の規定

に該当し、同項の規定により、当該届書を機構に提出する場合を除きます。 

 （共済契約対象施設等一部廃止等届） 

第２５条 共済契約者は、共済契約対象施設等の一部について廃止し若しくは休

止し、又は経営を移管したときは、速やかに、共済契約対象施設等一部廃止等

届（様式第１２号）に共済契約対象施設等の一部を廃止、休止したことを証す

る書類（附表１の（２）に掲げる添付書類）を添えて機構に提出してください。

ただし、第１６条の規定に該当し、同条の規定により、当該届書を機構に提出

する場合を除きます。 

 （被共済職員氏名変更の届出） 

第２６条 被共済職員は、その氏名を変更したときは、速やかに、その旨及び変

更の年月日を共済契約者に申出てください。 

２ 共済契約者は、前項の申出を受けたときは、掛金納付対象職員届（様式第２

号）又は退職届（様式第７号）に併せて機構に届け出てください。 

 （その他の届出） 

第２７条 第１５条から前条までに規定するほか、共済契約者は、被共済職員の

従業の状況に関する事項について機構から届出を求められたときは、速やかに、

その事項を記載した届書を機構に提出してください。 

 （届書等の経由） 

第２８条 共済契約者は、第２１条に規定する退職届及び第３８条第１項の規定

による退職手当金請求書（様式第７号の２）・合算制度利用申出書（様式第７

号の３）を提出するときは、業務委託先（都道府県社会福祉協議会等）を経由

して機構に提出してください。 

２ 所在する都道府県において業務委託先が存在しないときは、機構に直接提出

してください。 

 （被共済職員の従業状況の記録及び保存） 

第２９条 共済契約者は、その使用する被共済職員ごとに、その出勤、欠勤、出

張、外勤、産前産後の休業、育児休業、介護休業（共済法第１１条第３項に規

定する介護休業をいう。以下同じ。）、業務上の負傷又は疾病による休業等に

関する従業状況を記録し、その記録を作成の日から２年間、保存しておいてく

ださい。 

 

   第５章 共済契約の解除 

 （機構が行う契約の解除） 

第３０条 機構は、次の各号に掲げる場合には、共済契約を解除します。 

（１）共済契約者が、社会福祉施設等又は特定介護保険施設等の経営者でなくな

ったとき。 

（２）共済契約者が、納付期限後２箇月以内に掛金を納付しなかったとき。 

（３）共済契約者が、その共済契約に係る被共済職員について、中小企業退職金

共済法の規定による退職金共済契約を締結したとき。 

２ 機構は、次の各号に掲げる場合には、共済契約を解除することができます。 

（１）共済契約者が、第１５条から第２７条までの規定に違反して、届出をせず、

又は虚偽の届出をしたとき。 

（２）共済契約者が、第２９条の規定に違反して、記録を作成せず、若しくは虚

偽の記録を作成し、又は同条の記録をその作成の日から起算して２年間、保

存しなかったとき。 

（３）共済契約者の代表者又はその代理人、使用人その他の従業者が厚生労働大

臣又は都道府県知事が行う立入検査にあたり、その職員の質問に対して答弁

せず、若しくは虚偽の陳述をし、又はその職員の検査を拒み、妨げ、若しく

は忌避したとき。 

３ 機構は、前２項の規定により共済契約を解除したときは、解除の理由を付し

て、その旨を共済契約者に通知します。 

４ 機構は、第１項又は第２項の規定により共済契約者を解除したときは、その

契約に係る被共済職員にその旨を通知します。 

 （共済契約者が行う契約の解除） 

第３１条 共済契約者は、すべての被共済職員の同意を得たときは、共済契約を

解除することができます。 

２ 共済契約者は、その経営する特定介護保険施設等又は申出施設等の業務に従

事するすべての被共済職員の同意を得たときは、当該退職手当共済契約のうち

当該同意を得た被共済職員に関する部分を解除することができます。 

３ 共済契約者は、第１項の規定により共済契約を解除するときは、退職手当共

済契約解除通知書（様式第１３号）に被共済職員の従業状況報告及び同項の同

意があったことを証する書類を添付のうえ、機構に提出してください。 

４ 共済契約者は、第２項の規定により共済契約を解除するときは、退職手当共

済契約部分解除通知書（様式第１３号の２）に当該被共済職員の従業状況報告

及び同項の同意があったことを証する書類を添付のうえ、機構に提出してくだ

さい。 

 （契約解除の効力） 

第３２条 共済契約の解除は、将来に向かってのみ効力を生じます。 

 

   第６章 退職手当金の支給、差止め及び支給制限等 

 （退職手当金の支給） 

第３３条 機構は、被共済職員が退職したときは、その者（退職が死亡によるも

のであるときは、その遺族）に対し、退職手当金を支給します。ただし、被共

済職員となった日から起算して１年に満たないで退職したときは、退職手当金

は支給しません。 

 （退職手当金の算出方法） 

第３４条 退職手当金の額は、次の各号の区分によって算出した額とします。こ

の場合において、被共済職員期間（年数）の計算は、次条の規定により行いま

す。ただし、算出した額が、施行令第３条に定める額（以下「計算基礎額」と

いう。）に６０を乗じて得た額を超えるときは、その乗じて得た額とします。  

（１）被共済職員が退職した場合は、次の被共済職員期間の区分により算出した

額とします。 

  ア １年以上１０年まで計算基礎額×年数×５２．２／１００ 

  イ １１年以上１５年まで（計算基礎額×１０年×６９．６／１００）＋

（計算基礎額×１０年をこえる期間の年数×７６．５６／１００） 

  ウ １６年以上１９年まで（計算基礎額×１０年×７８．３／１００）＋

（計算基礎額×５年×８６．１３／１００）＋（計算基礎額×１５年をこえ

る期間の年数×１２５．２８／１００） 

  エ ２０年以上（計算基礎額×１０年×８７／１００）＋（計算基礎額×５

年×９５．７／１００）＋（計算基礎額×５年×１３９．２／１００）＋

 

（計算基礎額×２１年から２５年までの期間の年数×１７４／１００）＋

（計算基礎額×２６年から３０年までの期間の年数×１３９．２／１００）

＋（計算基礎額×３０年をこえる期間の年数×１０４．４／１００） 

（２）業務上の負傷若しくは疾病により厚生年金保険法第４７条第２項に規定す

る障害等級（附表２）に該当する程度の障害の状態になったことにより、又

は業務上死亡したことにより退職した者の被共済職員期間が１年以上１９年

までである場合、前号の規定にかかわらず、次の被共済職員期間の区分によ

り算出した額とします。 

  （計算基礎額×１０年までの期間×８７／１００）＋（計算基礎額×１１年

から１５年までの期間の年数×９５．７／１００）＋（計算基礎額×１６年

から１９年までの期間の年数×１３９．２／１００） 

２ 共済契約者が、退職手当金の計算基礎額を有利なものとするため、被共済職

員の退職前にその者の本俸を不当に改定したと認められる場合は、機構は適

正な計算基礎額により退職手当金の額を算出することができるものとします。 

 （被共済職員期間の計算） 

第３５条 被共済職員期間を計算する場合には、月によるものとし、その者が被

共済職員となった日の属する月から被共済職員でなくなった日の属する月まで

をこれに算入します。 

２ 前項の場合において、その者が被共済職員期間となった日の属する月から被

共済職員でなくなった日の属する月までの期間のうちに、その者がその共済契

約対象施設等の業務に従事した日数が１０日以下である月があるときは、その

月は、同項の規定にかかわらず、被共済職員期間に算入しません。 

３ 被共済職員が業務上負傷し又は疾病にかかり、療養のためにその共済契約対

象施設等の業務に従事しなかった期間及び介護休業によりその業務に従事しな

かった期間並びに女性である被共済職員が出産前６週間（多胎妊娠の場合にあ

っては、１４週間）及び出産後８週間においてその業務に従事しなかった期間

は、前項の規定の適用については、その被共済職員は、その業務に従事したも

のとみなします。 

４ 被共済職員が育児休業によりその共済契約対象施設等の業務に従事しなかっ

た場合は、前２項の規定にかかわらず、その業務に従事しなくなった日の属す

る月からその業務に従事することとなった日の属する月までの間の月数の２分

の１に相当する月数は、被共済職員期間に算入します。ただし、その業務に従

事しなくなった日又はその業務に従事することとなった日の属する月が前３項

の規定により被共済職員期間に算入されるときは、その月については、この限

りではありません。 

５ 被共済職員が被共済職員でなくなった日の属する月にさらに被共済職員とな

った場合において、その月がその被共済職員でなくなったことによって支給さ

れる退職手当金の計算の基礎となっているときは、その月は、第１項の規定に

かかわらず、その被共済職員となった後の期間に係る被共済職員期間に算入し

ません。 

６ 引き続き１年以上被共済職員であった者が、第３０条第１項第２号若しくは

第３号、第２項又は第３１条第１項、第２項の規定によって共済契約が解除さ

れたことにより被共済職員でなくなった場合において、その者が、被共済職員

でなくなった日から起算して１箇月以内にさらに被共済職員となり、引き続き

１年以上被共済職員であったときは、第１項の規定の適用については、その者

は、その間引き続き被共済職員であったものとみなし、その者が、被共済職員

でなくなった日から起算して１箇月をこえ、同日から起算して５年以内にさら

に被共済職員となり、引き続き１年以上被共済職員であったときは、前後の各

期間につき前５項の規定により計算した被共済職員期間を合算します。 

７ 引き続き１年以上被共済職員である者が、その者に係る共済契約者の経営す

る共済契約対象外施設等の業務に従事することを要するものとなったこと、又

はその者に係る共済契約者の経営する共済契約対象施設等の業務及び共済契約

対象外施設等の業務を兼務することを要するものとなったこと（兼務するそれ

ぞれの業務の勤務時間の１週間の合計が、当該共済契約対象施設等の業務に常

時従事する者の１週間の勤務時間に見合う場合に限る。）により退職した場合

においてその者が、退職した日から起算して５年以内に退職手当金を請求しな

いで再び当該共済契約者の経営する共済契約対象施設等に係る職員となったと

きは、共済法第１１条第７項の規定により、前後の各期間につき１項から５項

までの規定によって計算した被共済職員期間を合算します。 

８ 前項の規定による場合のほか、引き続き１年以上被共済職員である者が退職

した場合（第４１条第１項に該当する場合を除く。）において、その者が、退

職した日から起算して３年以内（平成２８年３月３１日以前の退職においては

２年以内）に、退職手当金を請求しないで再び被共済職員となり、かつ、その

者が機構に申し出たときは、前後の各期間につき第１項から第５項までの規定

によって計算した被共済期間を合算します。 

９ 被共済職員期間（前３項の規定により２以上の被共済職員期間を合算すべき

場合には、合算後の被共済職員期間）に１年未満の端数がある場合には、その

端数は、切り捨てます。 

 （共済契約者が変更した場合の被共済職員期間） 

第３６条 共済契約対象施設等の経営者に変更が生じた場合において、第１６条

に規定する届書等が機構に提出されたときは、変更前の共済契約者に使用され

ていた被共済職員で引き続き変更後の共済契約者に使用されるに至ったものは、

変更前の共済契約者に使用される被共済職員となった時から引き続き変更後の

共済契約者に係る被共済職員であったものとみなします。 

 （遺族の範囲及び順位） 

第３７条 第３３条の規定により退職手当金の支給を受けるべき遺族は、次の各

号に掲げる者とします。 

（１）配偶者（届出をしていないが、被共済職員の死亡の当時事実上婚姻関係と

同様の事情にあった者を含む。） 

（２）子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹で被共済職員の死亡の当時主としてそ

の収入によって生計を維持していたもの 

（３）前項に掲げる者のほか、被共済職員の死亡の当時主としてその収入によっ

て生計を維持していた親族  

（４）子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹で第２号に該当しないもの 

２ 退職手当金の支給を受けるべき遺族の順位は、前項各号の順序により、同項

第２号及び第４号に掲げる者のうちにあっては、その各号に規定する順序によ

ります。この場合において、父母については養父母、実父母の順序により、祖

父母については養父母の養父母、養父母の実父母、実父母の養父母、実父母の

実父母の順序によります。 

３ 前項の規定により退職手当金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あ

るときは、退職手当金は、その人数によって等分して支給します。 

 （退職手当金の請求） 

第３８条 共済契約者は、第３３条の規定により退職手当金の支給を受けること

ができる者に対し、退職手当金請求書及び合算制度利用申出書を交付してくだ

さい。 

２ 退職手当金を請求しようとする者（以下「退職手当金請求者」という。）は、

共済契約者を経由して退職手当金請求書を機構に提出してください。 

３ 引き続き１年以上被共済職員である者が、退職手当金を請求せず、３年以内

（平成２８年３月３１日以前の退職においては２年以内）に再び被共済職員と

なるときは合算制度を利用することができます。 

４ 退職手当金請求者が被共済職員の遺族であるときは、退職手当金請求書に次

に掲げる書類を添えてください。 

（１）退職手当金請求者と死亡した被共済職員との身分関係を明らかにすること

ができる戸籍の謄本（退職手当金請求者が届出をしていないが被共済職員の

死亡の当時事実上婚姻関係と同様の事情にあった者であるときは、その事実

を明らかにすることができる書類） 

（２）退職手当金請求者が前条第１項第２号又は第３号に掲げる者であるときは、

被共済職員の死亡の当時主としてその収入によって生計を維持していたこと

を明らかにすることができる書類 

（３）退職手当金請求者が死亡した被共済職員の配偶者以外の者であるときは、

その者より先順位の遺族がないことを明らかにすることができる書類 

５ 退職手当金の支給を受けるべき遺族に同順位者が２人以上あるときは、退職

手当金の請求は、退職手当金の受領に関し一切の権限を有する代理人一人を定

め、その者により行ってください。 

６ 前項の代理人は、その権限を証する書類を退職手当金請求書に添えてくださ

い。 

７ 退職手当金の支給を受けることができる者が死亡した場合において、その者

の相続人が退職手当金の請求をしようとするときは、前４項の規定によるほか、

退職手当金請求書にその相続人がその退職手当金の支給を受けることができる

者の相続人であることを明らかにすることができる書類を添えてください。 

 （退職手当金の支給方法） 

第３９条 退職手当金の支給は、退職手当金請求者の希望する金融機関のその者

の口座への振込みの方法によるものとします。 

 （支払の差し止め） 

第４０条 機構は、退職した被共済職員をその退職時まで使用していた共済契約

者が、その退職の日の属する事業年度の掛金を納付するまでは、その退職に係

る退職手当金の支払を差し止めすることができます。 

 （支給の制限） 

第４１条 機構は、被共済職員が自己の犯罪行為その他これに準ずべき重大な非

行により退職したときは、退職手当金を支給しません。 
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２ 機構は、被共済職員を故意に死亡させた者には、退職手当金を支給しません。

被共済職員の死亡前に、その者の死亡によって退職手当金の支給を受けるべき

者を故意に死亡させた者にも、同様とします。 

３ 機構は、共済法に規定する退職と認められない請求に対して、退職手当金を

支給しません。 

 （譲渡等の禁止） 

第４２条 退職手当金の支給を受ける権利は、共済法第１４条の規定により、譲

り渡し、担保に供し、又は差し押さえることができません。ただし、国税滞納

処分（その例による処分を含む。）により差し押さえる場合はこの限りではあ

りません。 

 

   第７章 雑則 

 （退職手当金の返還） 

第４３条 偽りその他不正の行為により退職手当金の支給を受けた者がある場合

は、機構は、その者から当該退職手当金を返還させることができます。この場

合において、その支給が当該共済契約者の虚偽の証明又は届出によるものであ

るときは、機構は、当該共済契約者に対して、支給を受けた者と連帯して退職

手当金を返還させることができます。 

 （時効） 

第４４条 退職手当金の支給を受ける権利及び掛金を請求し、又はその返還を受

ける権利は、共済法第２０条の規定により、５年を経過したときは、時効によ

って消滅します。 

 （立入検査） 

第４５条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、共済法第２３条の規定により必要

があると認めるときは、その職員をして、共済契約者の経営する共済契約対象

施設等に係る施設若しくは事業所又は経営者の事務所に立ち入って、被共済職

員若しくは掛金に関する事項について関係人に質問させ、又はこれらの事項に

関する帳簿書類（その作成又は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の作成又は

保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。）を検査させることが

できます。 

 （被共済職員原簿の閲覧請求） 

第４６条 被共済職員又は被共済職員であった者は、自己に利害関係のある範囲

内において、被共済職員原簿の閲覧を請求することができます。ただし、記録

の保存又は機構の事務に支障のあるときは、この限りではありません。 

 （あっせん） 

第４７条 共済契約の成立若しくはその解除の効力又は掛金に関して、機構と共

済契約の申込者又は共済契約者との間に紛争が生じた場合、共済契約の申込者

又は共済契約者は、共済法第２５条第１項の規定により、厚生労働大臣に対し

て、その紛争の解決についてあっせんを請求することができます。 

２ 被共済職員期間又は退職手当金に関して、機構と被共済職員又は被共済職員

であった者若しくはその遺族との間に紛争が生じた場合において、被共済職員

又は被共済職員であった者若しくはその遺族は、共済法第２５条第２項の規定

により、前項と同様の請求することができます。 

３ 前２項の規定によるあっせんの請求は、次に掲げる事項を記載した請求書を

厚生労働大臣に提出して行ってください。 

（１）請求者の氏名又は名称及び住所 

（２）紛争の内容 

（３）紛争の経過概要 

４ 厚生労働大臣は、あっせんを終了したときは、その経過概要を請求者及び機

構に通知するものとされています。 

 （罰則） 

第４８条 次の各号の一に該当する者は、共済法第２８条の規定により、２０万

円以下の罰金に処せられます。 

（１）第１５条から第２７条までの規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届

出をした者 

（２）第２９条の規定に違反して、記録を作成せず、若しくは虚偽の記録を作成

し、又は同条の記録をその作成の日から起算して２年間、保存しなかった者 

（３）厚生労働大臣又は都道府県知事が行う立入検査にあたり、その職員の質問

に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をし、又はその職員の検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避した者 

２ 法人の代表者、代理人、使用人その他の従業者が、その法人の業務に関して

前項の違反行為をしたときは、行為者が罰せられるほか、その法人に対しても

同項の刑が科せられます。 

 （共済契約者番号の記載） 

第４９条 共済契約者は、機構に提出する書類には、共済契約者番号を記載して

ください。 

 （共済契約証書再交付の申出） 

第５０条 共済契約者は、共済契約証書を紛失し、又はき損したときは、速やか

に、共済契約者氏名等変更届・共済契約証書再交付申出書（様式第１０号）を

機構に提出してください。き損した場合にあっては、同申出書に共済契約証書

を添えてください。 

２ 機構は、前項の申出があったときは、共済契約証書を作成し、共済契約者に

再交付します。 

３ 共済契約証書を紛失した場合において、元の共済契約証書を発見したときは、

速やかに、機構に送付してください。 

 （個人情報の取扱い） 

第５１条 機構は、被共済職員等に係る個人情報を退職手当共済業務及びこれに

附帯する業務に必要な範囲で利用することとし、その保護に努めるものとしま

す。 

 （特定個人情報の取扱い） 

第５２条 機構は、税務手続きのために取得する個人番号および特定個人情報に

ついては、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号）に定める範囲で利用することとし、その適

切な管理のために必要な安全管理措置を講じるものとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成１８年４月１日から実施します。 

２ この約款の一部改正の前日に被共済職員であった者のうち、約款の一部改正

以後に特定介護保険施設等職員であるもの（共済契約者に継続して使用される

者に限る。）については、社会福祉施設等職員とみなされ、第７条の規定が適

用されます。 

３ この約款の一部改正以後に共済法施行令附則第２項の施設の転換をする場合

において、転換日の前日に被共済職員であった者のうち、転換日以後において

当該転換後の施設に係る特定介護保険施設等職員であるもの（共済契約者に継

続して使用される者に限る。）については、社会福祉施設等職員とみなされ、

第７条の規定が適用されます。 

４ 前項に掲げる転換において、当該転換をする日（以下「転換日」という。）

前に転換されることとなる施設を経営していた共済契約者が、転換日前に、施

設を転換する日以後新たに使用する職員について加入させない旨の届出（様式

第１６号の２）をもって機構に届け出たときは、転換日以後新たに共済契約者

に使用され、かつ、当該転換後の施設の業務に常時従事することを要する者と

なる者については、被共済職員でないものとします。 

５ 第３項に掲げる転換を行う場合、社会福祉施設等から特定介護保険施設等へ

の転換届（様式第１６号）を機構に提出してください。 

６ 第７条第１項第２号のただし書に規定する場合であって、特定職員数が当該

事業所における附則第２項の職員（以下この項及び次項において「既加入職員」

という。）の数より多いときは、当該既加入職員については、社会福祉施設等

職員とみなされません。 

７ 第７条第１項第２号のただし書に規定する場合であって、特定職員数が当該

事業所における既加入職員の数より少ないとき、又は既加入職員の数と同じで

あるときは、当該事業所については、ただし書の規定は適用されません。 

８ この約款の一部改正の際現に特定介護保険施設等を経営している共済契約者

が、当該特定介護保険施設等の被共済職員であって約款の一部改正実施後に被

共済職員となったもののすべての同意を得たときは、第３１条第２項の規定に

かかわらず、当該退職手当共済契約のうち当該同意を得た被共済職員に関する

部分を解除することができます。 

９ 附則第３項に掲げる場合において、当該転換後の施設を経営している共済契

約者が、当該転換後の施設の被共済職員であって転換日以後に被共済職員とな

ったもののすべての同意を得たときは、第３１条第２項の規定にかかわらず、

当該退職手当共済契約のうち当該同意を得た被共済職員に関する部分を解除す

ることができます。 

１０ 前２項の規定による退職手当共済契約の解除は、第３２条、第２１条、第

３５条第６項の規定の適用については、第３１条第２項の規定による退職手当

共済契約の解除とみなします。 

１１ 共済契約者は、附則第８項又は第９項の規定による共済契約を解除すると

きは、退職手当共済契約部分解除通知書（様式第１３号の２）に当該被共済職

員の従業状況報告及び同項の同意があったことを証する書類を添付のうえ、機

構に提出してください。 

 

１２ 削除 

１３ 次の各号に掲げる場合において、当該各号に規定する被共済職員がこの約

款の一部改正の実施日の前日に現に退職した理由と同一の理由により退職した

ものとみなして、現に退職した日を政令第３条の退職した日とした場合の計算

基礎額により、改正前の約款第３４条及び第３５条の規定並びに平成１３年４

月１日改正前の約款第３４条及び第３５条の規定の例により計算した場合の退

職手当金の額が、改正後の約款第３４条及び第３５条の規定により計算した場

合の退職手当金の額よりも多いときは、その多い額をもってその者に支給すべ

き退職手当金の額とします。 

（１）実施日の前日に被共済職員であった者が、実施日以後に退職した場合 

（２）実施日前に被共済職員でなくなった者で実施日以後にさらに改正後の約款

に規定する被共済職員となったものが、実施日以後に退職し、かつ、改正後

の約款第３５条第６項又は第７項の規定により実施日前の被共済職員期間と

実施日以後の被共済職員期間とが合算される場合 

１４ 平成１８年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成２０年３月１日から実施します。 

２ 平成２０年３月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成２２年４月１日から実施し、附則（平成１８年

４月１日）１２中「都道府県社会福祉協議会等」とあるのは「業務委託先（都

道府県社会福祉協議会等）」とします。 

２ 平成２２年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ 平成２２年６月３０日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ 平成２４年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ 平成２５年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成２７年４月１日から実施します。 

２ 平成２７年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成２８年４月１日から実施します。 

２ この約款の一部改正の前日に被共済職員であった者のうち、約款の一部改正

以後に特定介護保険施設等職員であるもの（共済契約者に継続して使用される

者であって、施行の際現に存する障害者支援施設等の業務に常時従事するもの

に限る）については、社会福祉施設等職員とみなされ、第７条の規定が適用さ

れます。 

３ 第３４条において、当分の間、退職した者の被共済職員期間が４３年以上で

ある場合の被共済職員期間は３５年とみなし、次の被共済職員期間の区分によ

り算出した額とします。 

  （計算基礎額×１０年×１３０．５／１００）＋（計算基礎額×１５年×１４

３．５５／１００）＋（計算基礎額×９年×１５６．６／１００）＋（計算基

礎額×９１．３５／１００） 

４ 第７条第１項第２号のただし書きに規定する場合であって、措置入所障害児

関係業務従事職員数が当該事業所における附則第２項の職員（以下、この項及

び次項において「既加入職員」という。）の数より多いときは、当該既加入職

員については、社会福祉施設等職員とみなされません。 

５ 第７条第１項第２号のただし書きに規定する場合であって、措置入所障害児

関係業務従事職員数が当該事業所における既加入職員の数より少ないとき又は

既加入職員の数と同じであるときは、当該特定介護保険施設等職員については、

ただし書きの規定は適用されません。 

６ この約款の一部改正の際現に特定介護保険施設等（障害者支援施設等に限る）

を経営している共済契約者が、当該介護保険施設等の被共済職員であって約款

の一部改正実施後に被共済職員となったもののすべての同意を得たときは、第

３１条第２項の規定にかかわらず、当該退職手当共済契約のうち当該同意を得

た被共済職員に関する部分を解除することができます。 

７ 前項の規定による退職手当共済契約の解除は、第３２条、第２１条、第３５

条第６項の規定については、第３１条第２項の規定による退職手当共済契約の

解除とみなします。 

８ 共済契約者は、附則第６項の規定による共済契約を解除するときは、退職手

当共済契約部分解除通知書（様式第１３号の２）に当該被共済職員の従業状況

報告及び同項の同意があったことを証する書類を添付のうえ、機構に提出して

ください。 

９ 次の各号に掲げる場合において、当該各号に規定する被共済職員がこの約款

の一部改正の実施日の前日に現に退職した理由と同一の理由により退職したも

のとみなして、現に退職した日を政令第３条の退職した日とした場合の計算基

礎額により、改正前の約款第３４条及び第３５条の規定、平成１３年４月１日

改正前の約款第３４条及び第３５条の規定並びに平成１８年４月１日改正前の

約款第３４条及び第３５条の規定の例により計算した場合の退職手当金の額が、

改正後の約款第３４条及び第３５条の規定により計算した場合の退職手当金の

額よりも多いときは、その多い額をもってその者に支給すべき退職手当金の額

とします。 

（１）実施日の前日に被共済職員であった者が、実施日以後に退職した場合 

（２）実施日前に被共済職員でなくなった者で実施日以後にさらに改正後の約款

に規定する被共済職員となったものが、実施日以後に退職し、かつ、改正後

の約款第３５条第６項又は第７項の規定により実施日前の被共済職員期間と

実施日以後の被共済職員期間とが合算される場合 

１０ 平成２８年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成３０年４月１日から実施します。 

２ 平成３０年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成３１年４月１日から実施します。 

２ 平成３１年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 
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２ 機構は、被共済職員を故意に死亡させた者には、退職手当金を支給しません。

被共済職員の死亡前に、その者の死亡によって退職手当金の支給を受けるべき

者を故意に死亡させた者にも、同様とします。 

３ 機構は、共済法に規定する退職と認められない請求に対して、退職手当金を

支給しません。 

 （譲渡等の禁止） 

第４２条 退職手当金の支給を受ける権利は、共済法第１４条の規定により、譲

り渡し、担保に供し、又は差し押さえることができません。ただし、国税滞納

処分（その例による処分を含む。）により差し押さえる場合はこの限りではあ

りません。 

 

   第７章 雑則 

 （退職手当金の返還） 

第４３条 偽りその他不正の行為により退職手当金の支給を受けた者がある場合

は、機構は、その者から当該退職手当金を返還させることができます。この場

合において、その支給が当該共済契約者の虚偽の証明又は届出によるものであ

るときは、機構は、当該共済契約者に対して、支給を受けた者と連帯して退職

手当金を返還させることができます。 

 （時効） 

第４４条 退職手当金の支給を受ける権利及び掛金を請求し、又はその返還を受

ける権利は、共済法第２０条の規定により、５年を経過したときは、時効によ

って消滅します。 

 （立入検査） 

第４５条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、共済法第２３条の規定により必要

があると認めるときは、その職員をして、共済契約者の経営する共済契約対象

施設等に係る施設若しくは事業所又は経営者の事務所に立ち入って、被共済職

員若しくは掛金に関する事項について関係人に質問させ、又はこれらの事項に

関する帳簿書類（その作成又は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の作成又は

保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。）を検査させることが

できます。 

 （被共済職員原簿の閲覧請求） 

第４６条 被共済職員又は被共済職員であった者は、自己に利害関係のある範囲

内において、被共済職員原簿の閲覧を請求することができます。ただし、記録

の保存又は機構の事務に支障のあるときは、この限りではありません。 

 （あっせん） 

第４７条 共済契約の成立若しくはその解除の効力又は掛金に関して、機構と共

済契約の申込者又は共済契約者との間に紛争が生じた場合、共済契約の申込者

又は共済契約者は、共済法第２５条第１項の規定により、厚生労働大臣に対し

て、その紛争の解決についてあっせんを請求することができます。 

２ 被共済職員期間又は退職手当金に関して、機構と被共済職員又は被共済職員

であった者若しくはその遺族との間に紛争が生じた場合において、被共済職員

又は被共済職員であった者若しくはその遺族は、共済法第２５条第２項の規定

により、前項と同様の請求することができます。 

３ 前２項の規定によるあっせんの請求は、次に掲げる事項を記載した請求書を

厚生労働大臣に提出して行ってください。 

（１）請求者の氏名又は名称及び住所 

（２）紛争の内容 

（３）紛争の経過概要 

４ 厚生労働大臣は、あっせんを終了したときは、その経過概要を請求者及び機

構に通知するものとされています。 

 （罰則） 

第４８条 次の各号の一に該当する者は、共済法第２８条の規定により、２０万

円以下の罰金に処せられます。 

（１）第１５条から第２７条までの規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届

出をした者 

（２）第２９条の規定に違反して、記録を作成せず、若しくは虚偽の記録を作成

し、又は同条の記録をその作成の日から起算して２年間、保存しなかった者 

（３）厚生労働大臣又は都道府県知事が行う立入検査にあたり、その職員の質問

に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をし、又はその職員の検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避した者 

２ 法人の代表者、代理人、使用人その他の従業者が、その法人の業務に関して

前項の違反行為をしたときは、行為者が罰せられるほか、その法人に対しても

同項の刑が科せられます。 

 （共済契約者番号の記載） 

第４９条 共済契約者は、機構に提出する書類には、共済契約者番号を記載して

ください。 

 （共済契約証書再交付の申出） 

第５０条 共済契約者は、共済契約証書を紛失し、又はき損したときは、速やか

に、共済契約者氏名等変更届・共済契約証書再交付申出書（様式第１０号）を

機構に提出してください。き損した場合にあっては、同申出書に共済契約証書

を添えてください。 

２ 機構は、前項の申出があったときは、共済契約証書を作成し、共済契約者に

再交付します。 

３ 共済契約証書を紛失した場合において、元の共済契約証書を発見したときは、

速やかに、機構に送付してください。 

 （個人情報の取扱い） 

第５１条 機構は、被共済職員等に係る個人情報を退職手当共済業務及びこれに

附帯する業務に必要な範囲で利用することとし、その保護に努めるものとしま

す。 

 （特定個人情報の取扱い） 

第５２条 機構は、税務手続きのために取得する個人番号および特定個人情報に

ついては、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号）に定める範囲で利用することとし、その適

切な管理のために必要な安全管理措置を講じるものとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成１８年４月１日から実施します。 

２ この約款の一部改正の前日に被共済職員であった者のうち、約款の一部改正

以後に特定介護保険施設等職員であるもの（共済契約者に継続して使用される

者に限る。）については、社会福祉施設等職員とみなされ、第７条の規定が適

用されます。 

３ この約款の一部改正以後に共済法施行令附則第２項の施設の転換をする場合

において、転換日の前日に被共済職員であった者のうち、転換日以後において

当該転換後の施設に係る特定介護保険施設等職員であるもの（共済契約者に継

続して使用される者に限る。）については、社会福祉施設等職員とみなされ、

第７条の規定が適用されます。 

４ 前項に掲げる転換において、当該転換をする日（以下「転換日」という。）

前に転換されることとなる施設を経営していた共済契約者が、転換日前に、施

設を転換する日以後新たに使用する職員について加入させない旨の届出（様式

第１６号の２）をもって機構に届け出たときは、転換日以後新たに共済契約者

に使用され、かつ、当該転換後の施設の業務に常時従事することを要する者と

なる者については、被共済職員でないものとします。 

５ 第３項に掲げる転換を行う場合、社会福祉施設等から特定介護保険施設等へ

の転換届（様式第１６号）を機構に提出してください。 

６ 第７条第１項第２号のただし書に規定する場合であって、特定職員数が当該

事業所における附則第２項の職員（以下この項及び次項において「既加入職員」

という。）の数より多いときは、当該既加入職員については、社会福祉施設等

職員とみなされません。 

７ 第７条第１項第２号のただし書に規定する場合であって、特定職員数が当該

事業所における既加入職員の数より少ないとき、又は既加入職員の数と同じで

あるときは、当該事業所については、ただし書の規定は適用されません。 

８ この約款の一部改正の際現に特定介護保険施設等を経営している共済契約者

が、当該特定介護保険施設等の被共済職員であって約款の一部改正実施後に被

共済職員となったもののすべての同意を得たときは、第３１条第２項の規定に

かかわらず、当該退職手当共済契約のうち当該同意を得た被共済職員に関する

部分を解除することができます。 

９ 附則第３項に掲げる場合において、当該転換後の施設を経営している共済契

約者が、当該転換後の施設の被共済職員であって転換日以後に被共済職員とな

ったもののすべての同意を得たときは、第３１条第２項の規定にかかわらず、

当該退職手当共済契約のうち当該同意を得た被共済職員に関する部分を解除す

ることができます。 

１０ 前２項の規定による退職手当共済契約の解除は、第３２条、第２１条、第

３５条第６項の規定の適用については、第３１条第２項の規定による退職手当

共済契約の解除とみなします。 

１１ 共済契約者は、附則第８項又は第９項の規定による共済契約を解除すると

きは、退職手当共済契約部分解除通知書（様式第１３号の２）に当該被共済職

員の従業状況報告及び同項の同意があったことを証する書類を添付のうえ、機

構に提出してください。 

 

１２ 削除 

１３ 次の各号に掲げる場合において、当該各号に規定する被共済職員がこの約

款の一部改正の実施日の前日に現に退職した理由と同一の理由により退職した

ものとみなして、現に退職した日を政令第３条の退職した日とした場合の計算

基礎額により、改正前の約款第３４条及び第３５条の規定並びに平成１３年４

月１日改正前の約款第３４条及び第３５条の規定の例により計算した場合の退

職手当金の額が、改正後の約款第３４条及び第３５条の規定により計算した場

合の退職手当金の額よりも多いときは、その多い額をもってその者に支給すべ

き退職手当金の額とします。 

（１）実施日の前日に被共済職員であった者が、実施日以後に退職した場合 

（２）実施日前に被共済職員でなくなった者で実施日以後にさらに改正後の約款

に規定する被共済職員となったものが、実施日以後に退職し、かつ、改正後

の約款第３５条第６項又は第７項の規定により実施日前の被共済職員期間と

実施日以後の被共済職員期間とが合算される場合 

１４ 平成１８年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成２０年３月１日から実施します。 

２ 平成２０年３月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成２２年４月１日から実施し、附則（平成１８年

４月１日）１２中「都道府県社会福祉協議会等」とあるのは「業務委託先（都

道府県社会福祉協議会等）」とします。 

２ 平成２２年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ 平成２２年６月３０日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ 平成２４年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ 平成２５年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成２７年４月１日から実施します。 

２ 平成２７年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成２８年４月１日から実施します。 

２ この約款の一部改正の前日に被共済職員であった者のうち、約款の一部改正

以後に特定介護保険施設等職員であるもの（共済契約者に継続して使用される

者であって、施行の際現に存する障害者支援施設等の業務に常時従事するもの

に限る）については、社会福祉施設等職員とみなされ、第７条の規定が適用さ

れます。 

３ 第３４条において、当分の間、退職した者の被共済職員期間が４３年以上で

ある場合の被共済職員期間は３５年とみなし、次の被共済職員期間の区分によ

り算出した額とします。 

  （計算基礎額×１０年×１３０．５／１００）＋（計算基礎額×１５年×１４

３．５５／１００）＋（計算基礎額×９年×１５６．６／１００）＋（計算基

礎額×９１．３５／１００） 

４ 第７条第１項第２号のただし書きに規定する場合であって、措置入所障害児

関係業務従事職員数が当該事業所における附則第２項の職員（以下、この項及

び次項において「既加入職員」という。）の数より多いときは、当該既加入職

員については、社会福祉施設等職員とみなされません。 

５ 第７条第１項第２号のただし書きに規定する場合であって、措置入所障害児

関係業務従事職員数が当該事業所における既加入職員の数より少ないとき又は

既加入職員の数と同じであるときは、当該特定介護保険施設等職員については、

ただし書きの規定は適用されません。 

６ この約款の一部改正の際現に特定介護保険施設等（障害者支援施設等に限る）

を経営している共済契約者が、当該介護保険施設等の被共済職員であって約款

の一部改正実施後に被共済職員となったもののすべての同意を得たときは、第

３１条第２項の規定にかかわらず、当該退職手当共済契約のうち当該同意を得

た被共済職員に関する部分を解除することができます。 

７ 前項の規定による退職手当共済契約の解除は、第３２条、第２１条、第３５

条第６項の規定については、第３１条第２項の規定による退職手当共済契約の

解除とみなします。 

８ 共済契約者は、附則第６項の規定による共済契約を解除するときは、退職手

当共済契約部分解除通知書（様式第１３号の２）に当該被共済職員の従業状況

報告及び同項の同意があったことを証する書類を添付のうえ、機構に提出して

ください。 

９ 次の各号に掲げる場合において、当該各号に規定する被共済職員がこの約款

の一部改正の実施日の前日に現に退職した理由と同一の理由により退職したも

のとみなして、現に退職した日を政令第３条の退職した日とした場合の計算基

礎額により、改正前の約款第３４条及び第３５条の規定、平成１３年４月１日

改正前の約款第３４条及び第３５条の規定並びに平成１８年４月１日改正前の

約款第３４条及び第３５条の規定の例により計算した場合の退職手当金の額が、

改正後の約款第３４条及び第３５条の規定により計算した場合の退職手当金の

額よりも多いときは、その多い額をもってその者に支給すべき退職手当金の額

とします。 

（１）実施日の前日に被共済職員であった者が、実施日以後に退職した場合 

（２）実施日前に被共済職員でなくなった者で実施日以後にさらに改正後の約款

に規定する被共済職員となったものが、実施日以後に退職し、かつ、改正後

の約款第３５条第６項又は第７項の規定により実施日前の被共済職員期間と

実施日以後の被共済職員期間とが合算される場合 

１０ 平成２８年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成３０年４月１日から実施します。 

２ 平成３０年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 

 

   附 則 

１ この約款の一部改正は、平成３１年４月１日から実施します。 

２ 平成３１年４月１日以降は、改正後の様式を使用することとします。 
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附表１ 

区分 添付書類 確認事項 

（１）社会福祉施設等、特定介護保険施設

等又は、申出施設等を経営者又は共済

契約者が経営をしていることを証する

書類（第４条の２、第４条の３、第１

６条第１項第４号及び第５号、第２４

条） 

右の確認事項が明記された次のいずれかの書類 

（１）「許認可書」（写）又は「指定通知書」（写） 

（２）「許可書」（写）及び「許可申請書」（写） 

（３）その他、業務委託契約書等 

上記に該当する書類がない場合は、都道府県知事等が発行する証明書

（参考様式１） 

※ 法令により許認可・届出の必要がない場合のみ、右の確認事項が

明記された次のいずれかの書類 

（１）法人の定款（写） 

（２）定款変更申請書（写）及びその他の書類 

ア 施設・事業の名称 

イ 所在地 

ウ 施設・事業の種類 

エ 入所（利用）定員 

オ 開始年月日 

カ 許認可、届出年月日 

※ 申出施設等については、「ウ」、

「エ」、「カ」は不要 

（２）社会福祉施設等又は特定介護保険施

設等の経営者でなくなったことを証す

る書類（第１５条） 

共済契約対象施設等の一部を廃止、

休止したことを証する書類（第２５条）

右の確認事項が明記された次のいずれかの書類 

（１）「廃止・休止届受理通知書」（写） 

（２）受理印等のある「廃止・休止届」（写） 

（３）その他、業務委託契約書等（写） 

上記に該当する書類がない場合は、都道府県知事等が発行する証明書

（参考様式２） 

※ 法令により許認可・届出の必要がない場合のみ、右の確認事項が

明記された次のいずれかの書類 

（１）法人の定款（写） 

（２）定款変更申請書（写）及びその他の書類 

ア 施設・事業の名称 

イ 所在地 

ウ 施設・事業の種類 

エ 廃止・休止年月日 

※ 申出施設等については、「ウ」

は不要 

（３）共済契約対象施設等の経営者が変更

したことを証する書類（第１６条） 

右の確認事項が明記された次のいずれかの書類 

（１）「許認可書」（写）又は「指定通知書」（写） 

（２）「許可書」（写）及び「許可申請書」（写） 

（３）受理印等のある「届出書」（写）又は「届出受理書」（写） 

（４）その他、業務委託契約書等（写） 

上記に該当する書類がない場合は、都道府県知事等が発行する証明書

（参考様式３） 

※ 法令により許認可・届出の必要がない場合のみ、右の確認事項が

わかる次のいずれかの書類 

（１）法人の定款（写） 

（２）定款変更申請書（写）及びその他の書類 

ア 施設・事業の名称 

イ 所在地 

ウ 施設・事業の種類 

エ 経営者名（新旧） 

オ 開始年月日 

カ 変更理由 

※ 申出施設等については、「ウ」

は不要 

 

３       

級 

１ 
２ 
 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
 
９ 

１０ 
１１ 
１２ 

 
１３ 

 
１４ 

 

両眼の視力が０．１以下に減じたもの 
両耳の聴力が、４０センチメートル以上では通常の話声を解することができない程度

に減じたもの 
そしゃく又は言語の機能に相当程度の障害を残すもの 
脊柱の機能に著しい障害を残すもの 
１上肢の３大関節のうち、２関節の用を廃したもの 
１下肢の３大関節のうち、２関節の用を廃したもの 
長管状骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障害を残すもの 
１上肢のおや指及びひとさし指を失ったもの又はおや指若しくはひとさし指を併せ

１上肢の３指以上を失ったもの 
おや指及びひとさし指を併せ１上肢の４指の用を廃したもの 
１下肢をリスフラン関節以上で失ったもの 
両下肢の十趾の用を廃したもの 
前各号に掲げるもののほか、身体の機能に、労働が著しい制限を受けるか、又は労働

に著しい制限を加えることを必要とする程度の障害を残すもの 
精神又は神経系統に、労働が著しい制限を受けるか、又は労働に著しい制限を加える

ことを必要とする程度の障害を残すもの 
傷病が治らないで、身体の機能又は精神若しくは神経系統に、労働が制限を受けるか、

又は労働に制限を加えることを必要とする程度の障害を有するものであって、厚生労

働大臣が定めるもの 
 

  （備考）１  視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるものについては、矯正視

力によって測定する。 
          ２  指を失ったものとは、おや指は指節間関節、その他の指は近位指節間関節以上を失ったも

のをいう。 
          ３  指の用を廃したものとは、指の末節の半分以上を失い、又は中手指節関節若しくは近位指

節間関節（おや指にあっては指節間関節）に著しい運動障害を残すものをいう。 
          ４  趾の用を廃したものとは、第１趾は末節の半分以上、その他の趾は遠位趾節間関節以上を

失ったもの又は中足趾節関節若しくは近位趾節間関節（第１趾にあっては趾節間関節）に著

しい運動障害を残すものをいう。 
 
 ◎  前表中の３級の第１４号に規定する厚生労働大臣が定める障害の状態は、傷病が治らないで、次の

表の上欄の各号のいずれかに該当し、かつ同表の下欄の状態にあるものとする。 
 

１  結核性疾患であって、次に掲げるもの 
  ア  軽度の安静を継続すべきもののうち、化学療法、虚脱療法、直達療法その他適切な療法が見当た

らないもの又は特別の治療を必要としないものであって予後が良好であるもの 
  イ  ア以外のものであって、長期にわたり軽度の安静を継続すべきもの 
２  けい肺であって、２度のレントゲン線所見があり、かつ、心肺機能が軽度に減退しているもの 
３  結核性疾患及びけい肺以外の傷病 
  労働が制限を受けるか、又は労働に制限を加えることを必要とする。 

 

附表２ 

 
厚生年金保険法第４７条第２項に規定する障害等級 

 
［第３４条第１項第２号］ 

 
障害の 
程  度 番号 障害の状態 

１       

級 

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
 
９ 
 
 

１０ 
１１ 

両眼の視力の和が０．０４以下のもの 
両耳の聴力レベルが１００デシベル以上のもの 
両上肢の機能に著しい障害を有するもの 
両上肢のすべての指を欠くもの 
両上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの 
両下肢の機能に著しい障害を有するもの 
両下肢を足関節以上で欠くもの 
体幹の機能に座っていることができない程度又は立ち上がることができない程度の

障害を有するもの 
前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病

状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活の用を弁ずることを不

能ならしめる程度のもの 
精神の障害があって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 
身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態が

前各号と同程度以上と認められる程度のもの 
 
 
 

２       

級 

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 

１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 

 
 

１６ 
１７ 

両眼の視力の和が０．０５以上０．０８以下のもの 
両耳の聴力レベルが９０デシベル以上のもの 
平衡機能に著しい障害を有するもの 
そしゃくの機能を欠くもの 
音声又は言語機能に著しい障害を有するもの 
両上肢のおや指及びひとさし指又は中指を欠くもの 
両上肢のおや指及びひとさし指又は中指の機能に著しい障害を有するもの 
１上肢の機能に著しい障害を有するもの 
１上肢のすべての指を欠くもの 
１上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの 
両下肢のすべての指を欠くもの 
１下肢の機能に著しい障害を有するもの 
１下肢を足関節以上で欠くもの 
体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの 
前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする症

状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著しい制限を受ける

か、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの 
精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 
身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態が

前各号と同程度以上と認められる程度のもの 
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